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は しが き

昨今、 日本の教育事情は 「ゆ とり教育」、「学力低下」、或 いは 「分数のできない大学生」

などの言葉で表現 される。 これ らの言葉が悲観的な響 きを伴 って語 られる背景には、教育

水準の低下が 日本経済の生産性、延 いては国力をも低下 させ るといった懸念が感 じられる。

しか し、教育水準の低下は本 当に一国の生産性 を低めるのであろうか。言い換 えると教育

水準 の向上は、真 にその国の生産性 を改善せ しめるのだろうか。本研究 の目的は、教育が

生産性に影響を与える多面的な経路 を分析す ることによ り、このよ うな問に対 して何 らか

の回答を与えることである。

教育の効果 をめ ぐっては、大き く分 けて二つの考え方が ある。ひ とつ は、教育を受けた

ものは知識 ・技術 ・技能が向上 し、そ の結果 として仕事上の生産性 が向上す るという考え

である。広 く知 られている人的資本理論がそれである。また、教育水準の高 い者ほど生産

性が高 くなることを説明する他の理論 としてはallocativeabilityが 挙 げられる。 これら理

論 に従えば人々の昨今の予想通 り、教育水準の低下は日本の将来 に暗い影 を落 とす ことに

なるだろ う。一方、 もうひ とつの考え方 として、教育水準 は生産性 をなんら向上せ しめる

ものではな く、単 にその人の能力をシグナルす るに過ぎないという考えが ある。例えばシ

グナ リング理論や仕事競争モデルな どがそれである。 これ ら考 えに従えば、教育水準の低

下 を憂える必要はない。なぜな ら、そ もそ も教育が生産性 に影響 を与えることはないため

である。

これまでにも、前者 と後者の どち らが現実的であるのか という問に答えようと数々の研

究がなされてきた。 しか し答えは判然 としない。おそ らくその理由は、教育 の効果は多面

的であるためだろ う。つま り、前者 の考え も後者のそれ も、それぞれ に現実 を説明 し得る

と言 うことである。

そ こで本研究では、教育の効果は多面的であるという認識の もとに分析 を行 う。別の言

い方 をするならば、現実 を説明するのは前者だけである とか、後者だけであるといった見

方は避 ける。 もちろんある特定の章の結論は前者を支持 し、 また別の特定の章の結論は後

者を支持する ということはある。 しか し、教育 の効果は包括的に捉え られるべきだか ら、

特定の章の結論 をもって教育の効果 を断定するのではな く、本研究全体 の結論をもって教

育 の効果 を何 らかの形で見極めたい。

なお教育の効果 を論ず るにあたっては、主 として経済学的な興味に焦点を絞 った。 しか

しなが ら、教育がその効果 を発揮 し得るのは経済学の分野 においてだけではない。従って

ここでの分析結果が、他 の学問分野 にお ける教育効果 を十分 には分析で きていない点には

留意する必要がある。

本研究 は筆者の大阪大学大学院経済学研究科での研究成果 をま とめた ものである。今 こ

のよ うな博士論文を完成 できたのは、長年にわた り懇切丁寧な指導 を して下 さった指導教

官の松繁寿和先生のおか げである。師の指導なか りせ ば、愚鈍な筆者が ここまでの研究成

果 をあげることはできなかったであろう。 ここに深 くお礼申 し上げたい。 また、猪木武徳

・
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先生(国際 日本文化研究所)、大竹文雄先生(大 阪大学)、 小原美紀 先生(大 阪大学)に も大変有

益なコメン トや ご指導 を頂いた。深 く感謝の意 を表 した い。学部時代か らお世話 になって

いる元禾久先生(関 西大学)や秋岡弘紀先生(関西大学)、 さらには関西労働研究会メンバーの

先生方 にもこの場 にてお礼 申し上げたい。・

2004年 やよいさくらの ころ 大谷剛
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序章

本研究は、教育が賃金や職位な どに影響 を与 える様々な経路 を多面的 に分析することを

目標 としている。それによ り教育の効果 を包括的に見極めたい。 これ までに人的資本理論

のフレー ムワークを利用 した分析や この理論 を前提 とした分析は数多 く行われ、教育水準

を高める ことによ り生産性が改善す る という議論が多くなされてきた。近年の大学院(生)

拡大政策 もこのよ うな議論 に沿った動きであろう。また学校週5日 制に対する批判 も、こ

の理論の延長線上にあると考え られ る。

人的資本理論の考 え方は、中馬(1995)が 言 うよ うにA.Smith、J.S.Mil1、 それ にA.

Marshallな どによ りかなり古 くか らなされて いる。そ してこの考えを、経済主体の最適化

行動の観点 か ら説明 したのが、周知の とお りBecker(1962)で ある。彼 の理論はその後、

Mincer(1974)に よ り計量分析の道 を開かれる ことになる。その こともあってか、 これまで

にもこの理論を利用 した実証分析 については数多 くの蓄積があ り、教育水準の高い者ほど

賃金や職位が高 くなることが示されている。

また 人的 資本 理論 と同様 に、教 育 による生産性 向上の可能性 を指摘 した もの として

allocativeabilityが 知 られている。 この考 えはWelch(1970)やShultz(1975)に よ り提唱さ

れた。ただ し彼 らの主張は、人的資本理論とは若干異なっていると思われ る。人的資本理

論は、教育 による知識や技能の向上を通 じて直接的な生産性の上昇をもた らすと主張する。

それ に対 して彼 らの理論は、教育 による分析 力 ・判断力 ・応用力 ・解析力 ・情報収集能力

などの向上が生産性の上昇をもた らす と考えるのである。allocativeabilityは 人的資本理論

とほぼ同時期に説明されたにも関わ らず、 これ までに十分な実証分析は行われてこなかっ

た。

いずれに しても以上2つ の理論は、教育 による生産性 の向上を主張 している。従っても

しこれ ら理論が現実的であるな らば、大学院(生)拡 大政策 は日本 の生産性 を向上 させる

ことになるだろうし、学校週5日 制 はそれを低下させる ことになるだろう。

教育による生産性向上効果 を主張す る考えがある一方で、教育水準は生産性 の向上には

何 ら寄与 しな いという考えも存在す る。例えばSpence(1973)やArrow(1973)の シグナ リン

グモデル、或いはThurow(1976)の 仕事競争モデJLが 挙げられる。シグナ リングモデル に従

えば、教育水準 は自らの能力や才能 をシグナルするに過ぎず、教育水準 の向上 によ り生産

性 が改善 され ることはない。人的資本理論 と対 を為す といえるこの理論 については、 これ

まで にも多 くの実証分析がなされている。 また仕事競争モデル によると、教育水準は訓練

可能性(trainability)を 示すに他な らず、教育 により生産性が向上する ことはな い。このモデ

ル はシグナ リング理論 と同様 に教 育の生産性向上に対する効果 を否定 したものであるが、

実証分析については多 くはなされて いない。

これ ら理論が現実的な らば、近年の 日本の教育政策が生産性 に影響 を与えることはない。

その理 由は、上の述べたように教育は生産性の向上に何ら寄与 しないためである。
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では果た して、教育 は生産性の向上に寄与するのだろうか、 しな いのだろうか。 これま

でにも人的資本理論とシグナ リング理論の どちらが現実的であるのか という研究や議論は

盛んに行われてきた。 しか しその答えは判然 としていない。その理由は、恐 らく教育の効

果は多面的であるためであろ う。換言す ると、教育の効果には、実際 に生産性を高める効

果 とシグナル効果 の両方が並存するためであろう。本研究ではこのような立場に立ち、教

育の効果 を多面的に分析 し、様々な分析 の結果 を元 に教育 の効果 を総合的に判断 したい。

なお、分析 にあた ってはallocativeabilityと 仕事競争モデル に特に焦点 を絞 る。その理由

は先にも示 したように、 これ ら理論に関す る実証分析が十分 には行 われていないためであ

る。

っぎに、本研究の分析で使用するデータにつ いて説明する。本研究で使用するデータの

ほ とん どは、ある有名国立大学の社会科学系学部 ・工学部 ・文学部卒業生に対す るアンケ

ー ト調査か ら得 られたもので ある。アンケー ト調査は松繁寿和(大 阪大学)・ 梅崎修(法 政大

学)・ 大谷剛(大 阪大学)に よ り行われた。 このデータには成績や大学入学前の教育水準、 さ

らには大学院卒業か否かといった教育変数を含 む様々な変数が含 まれ ている。 このデータ

を使用することにより、以下のよ うな分析上の利点が生じる。

第一に、教育変数 として成績を利用できる。 これ までの教育効果の分析では、教育変数

として学歴や学校歴が頻繁 に使用 されてきた。その結果 として、これ らの変数の効果は概

ね明 らか とな っている。そ の一方において、成績の効果は未だ十分な実証分析がなされて

お らず、その効果 を統計的手法によ り確認する必要がある。

第二に、卒業大学のみな らず、卒業学部をも十分 にコントロールできる。これまでにも、

ダミー変数 を利用 して卒業大学 ・学部の差異に基づ く属性の差異をコン トロールすること

はいくらか行われてきた。 しか しなが ら、 この方法 には限界があ り十分な属性 のコン トロ

ールがで きているとは言えない
。本研究では同一大学 ・同一学部卒業生をサ ンプルとする

ことによ り、大学や学部の差異に基づ く差異を十分にコン トロールできる。くわえて、3つ

の異なった学部を卒業 した者 にアンケー トを行った ことか ら、同一大学 を卒業 しているも

のの、卒業学部は異なるグループを比較す ることにより、学部間賃金格差を検討できる。

このような研究はこれまでにほとんど行われていない。

第三に、大学院卒業生の賃金分析が可能である。大卒者以下の分析は これまでにもなさ

れてきたが、大学院卒業生の分析 、とりわけ彼 らの賃金に関する分析は これまでにほとん

どなされていない。

最後 に本研究の構成を述べ る。本研究は6章 か らな り、第1章 では卒業学部の違いに基

づ く賃金格差 とその要因が分析 される。その際に成績の賃金に対す る効果も分析 される。

第2章 では、成績や大学入学前の教育水準の職位 に対する効果 が確認される。 これ らの章

で成績の効果 を確認 したあと、つづ く第3章 では仕事競争モデルの着想を利用 して成績の

初任給 に与える効果を分析する。第4章 ではよ り直接的に仕事競争モデルの現実妥当性を

検定す る。第5章 ではallocativeabilityの 分析 を行う。そ して第6章 ではこれまでに得 ら
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れた知見を基に、教育の効果 を包括的にまとめる。よ り具体的な各章の内容 と分析結果は、

以下 に示される通 りである。

第1章 では、社会科学系学部 ・工学部 ・文学部卒業生の賃金格差 とその要因を分析 した。

結果 は、社会科学系学部卒業 生と工学部卒業生の所得 を、年齢や勤続 をコン トロール した

上で比較すると、前者の方が高いことが分かった。その理 由と しては前者 には金融業従事

者が多 いこと、また前者の勤続年数や年齢の係数が大きいことが挙 げられ る。この結果は、

数学能力 と所得の間には正の関係が有 るという昨今 の議論 とは異なっている。というのは、

前者 と後者では明 らかに後者 の数学能 力が高いと考え られ るためで ある。社会科学系学部

卒業生 と文学部卒業生の所得比較か らは、前者の所得が高 いことが分かった。その理 由は、

後者 には公務員が多いこと、さらには前者の勤続年数や年齢 の係数が大きいことが挙 げら

れ る。またいずれの学部についても、成績は賃金に対 して正 の効果 をもつことが概ね確認

され た。

第2章 では、成績や大学入学前に蓄積 された教育水準に着 目しつつ、部長か ら役員への

昇進 を分析 した。その際、生え抜きか否かという点 にも注意 を払 った。使用データは社会

科学 系学部卒業生か ら得 られたものである。結果は、成績、大学入学以前に蓄積 された教

育水準、それ に30歳 未満の事業所間異動回数 といった比較的若い時期の蓄積が役員昇進 に

正の効果 を持つ ということである。

以下 の章では、単 に成績な どの教育の効果 を確 認す るのではな く、仕事競争モデルや

allocativeabilityに 焦点を絞った分析がなされた。第3章 では、仕事競争モデルの着想を利

用 して、成績の初任給 に与え る効果 が労働需要に応 じて変動する可能性を分栃 した。仕事

競争 モデルの着想を利用 したのは、人的資本理論等では成績の効果が労働需要 に応 じて変

動す る ことを十分には説明できないためである。使用デー タは社会科学系学部卒業生のも

ので ある。結果 は、労働需要が減少し仕事の割 り当て(rationing)が 生 じる時 には、成績が初

任給 に対 して正の効果 を持 つ。 しか し労働需要が旺盛であ り、割 り当てが生 じな いときに

は成績の効果 は無 くなるとい うことである。

第4章 では、仕事競争モデル と人的資本理論、シグナ リング理論の現実妥当性 を検定 し

た。使用 データは工学部を卒業 した学士 ・修士 ・博士である。検 定は彼 らの初任給 とその

後の賃金上昇率、言い換 えると賃金カーブの傾きを利用 して行われた。仕事競争モデル に

従 うと初任給 には差が生 じないが、賃金カーブの傾 きは学歴が高い者ほど大 きくなる。一

方 、人的資本理論、 シグナ リング理論 に従 うと初任給 には格差が生 じるが、賃金カーブの

傾 きは前者 の理論では学歴間で同 じか、年 とともにそ の格差が縮小す る。後者 の理論では

拡大 し得る。分析結果 は、学士 と修士 ・博士間で初任給 に差がな く、賃金カーブの傾 きに

つ いては後者のグルー プの方が大きいというものである。 この結果は仕事競争モデルを支

持する。

第5章 では、女性の教育年数 と家電製品普及率を利用 しallocativeabilityを 分析 した。

使用データは、他の章 とは異な り公表集計データである。allocativeabilityと は、様々な生
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産技術 の効率性 を理解 し、時間を含めた生産要素の組み合わせ を、最も効率的な生産 を可

能 とす るよ う組替える能力であ り、教育水準の高い者ほどこの能力が高いと考 えられる。

分析 はまず都道府県別時系列 データを利用 し、県 ごとの起点時期 と普及速度を推計 した。

っつ いて これ ら推 計された起点時期 と普及速度 を被説明変数、県 ごとの女性教育年数等 を

説明変数 としてallocativeabilityを 直接的に分析 した。結果は、女性教育年数の高い県ほ

ど起点時期が早 く、また普及速度が速いというものである。 この結果はallocativeability

を支持する。

第6章 はまとめであ り、 ここまでの分析から得 られた知見をもとに教育の効果 を包括的

に議論 した。教育の効果は、人的資本理論が示すように、教育によ り技術 ・知識が向上 し、

それ によ り直接的に生産性が上昇す るというものではな く、変化や異常への対応能力に関

連 している可能性 が示唆された。
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第一章 卒業生の所得とキャリアに関する学部間比較*

1・1.序 論

日本が現在 の不況か ら脱出し今後 も成長を遂げるには、科学技術分野 における創造的な研

究成果が求め られている。 この分野 にお いて理系学部卒業生が他学部の卒業生に比べて経

済的に優遇 されているな らば、優秀な研究開発 にかかわる人材を多 く集め ることは比較的

容易になる1。卒業学部によって、所得や昇進などで捕 らえ られる経済的地位 にどのような

差が生 じるか を把握 しておくことは、大学教育のあ り方を考える上だけでなく、社会全体

の人的資源配分を考 える上で重要な課題である。

これまで、大学教育 と所得の関係の分析は、大学間の学歴格差、単一学部卒業生を対象に

した大学 の教育効果の分析な どが行われてきた。 しか し、学部間格差を分析 した ものはあ

ま りな く、 どの学部を卒業す ることがどの程度経済的に優位か ということに関 しては漠然

とした認識はあっても、統計的 に把握 した研究はきわめて限 られている。

大学教育効果 の分析は、人的資本理論の分野で始 ま り、大卒 とそれ以外の者の問に生まれ

る生涯所得の流列 と大学就学時に発生する直接および間接費用を把握 し、教育投資の収益

率を計算する作業からはじめ られた2。 この視点か ら、学歴間、学校間所得格差に関する研

究 は行われてきた3。

近年、 日本では日本労働研究機構(1999,2000)、 東京都立労働研究所(1994)、 東京女性

財団調査(1999)、 浦坂純子 ・西村和雄 ・平 田純一 ・八木匡(2002)、 お茶の水大学(編)(2001)

な どによって、大卒を対象 としたいくつかのアンケー トが行われている。なかでも岩内、

苅谷、平沢(編)(1998)、 苅谷(編)(1995)、 竹内(編)(1995)な どは、大学教育が入職

やその後の就業状態 にどのよ うな影響 を与えたかを分析 している。

また、本研究 に先行するい くつかの論文 は、特定の卒業学部を対象にし、大学時代 にお け

る成績や活動 とその後のキ ャリアを分析 している4。なかでも、冨 田(1995)や 野 田(1995)

は、理系大卒者のキャ リアを分析 している。また、大谷 ・松繁 ・梅崎(2003b)は 、かれ ら

の議論 を院卒 にまで拡大 し、理系大学院の効果 を分析 している。 また、柿沢、他(2002)

*本 研究 は大谷剛(大阪大学)・松繁寿和(大 阪大学)・梅崎修(法 政大学)の共同研究である。ま

た本研究の作成にあた り、 日本教育社会学会の参加者か らは有益なコメン トをいただいた。

この場にてお礼申し上げる。あ りうべき誤 りは全て筆者 に帰す る。

なお この研究の一部が 『毎 日新聞』H14年3月30日 付、夕刊および 『週刊エコノミス

ト』2003年8月5日 号、/21頁 に掲載されている。
1毎 日新聞科学環境部(2003)を 参照。

2最 近の 日本における代表的研究 としては、荒井(1995)が 挙 げられる。

3松 繁寿和(2000)は 、昇進に影響を与える要因を検証す る作業において、卒業大学別ダ

ミー変数 を使用 している。

4原 、松繁、梅崎(200D、 松繁(2002)、 大谷、梅崎、松繁(2003a)、 大谷(2003)な どを

参照。
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は、役員の過去の経歴を分析 し、理系大卒者のキャ リアは文系のそれ とはかな り異な り、

研究 ・開発 、技術、生産部門に限れ られていることを明 らかにし、出身学部がその後のキ

ャリアを強 く規定 している可能性 を示 した。

これ らの研究の流れ を考慮 し、本研究では学部間の所得格差を要因分解 し、何によって格

差が生まれているかを探 る。具体的には、社会科学系学部卒業生、工学部卒業生、文系学

部卒業生を職位および現在の所得に関 して比較 し、各学部の特徴 を捉え る。

本稿の構成は以下のようになる。 まず、続 く第2節 では、使用するデータを紹介 し、学

部 ・学位 ・性別で区別された グループ間で どのような所得格差があるのかを記述統計量 に

よ り観察することで、大 まかな傾向を把握す る。第3節 で は、観察された所得格差をOaxaca

分解 によって格差 に影響を与える説明変数の差 に基づ くものとその効果 の大きさ、すなわ

ち係数の差に基づ くものに分解する。最後に、第4節 で分析によって明 らかになったこと、

をまとめる。

1・2.基 本 的 分 析

1・2・1.デ ー タ

分析に使用す るデータは、ある有名国立大学の工学部、社会科学系学部、文学部の卒業

生を対象に行われたアンケー ト調査である。社会科学系学部データは、1997年 、卒業生6000

人に配布 された。回収率は約20%で あった。工学部データは、1998年 、8677人 に送付 さ

れ、回答率 は約26%で あった。文学部のデータは1998年 、文学部卒業生2928人 に郵送配

布、回収率は17.6%で あった。「以下の分析で使用す るサ ンプルは、所得や職位を比較する

ことが目的であるために、フルタイム就業者にかぎ り、かつ自営業主 ・家族従業員 をのぞ

く。また、定年制度の存在を考え、22～60歳 の者に限る。分析対象 となるグルー プは 「社

会科学系学部 ・学士 ・男」、「工学部 ・学士 ・男」、 「工学部 ・修士以上 ・男」、「文学部 ・学

士 ・男」、それ に 「文学部 ・学士 ・女」である5。

1・2・2.所 得 格 差

は じめにグループ間での現在 の所得格差 を見てみよう。表1は グループごとの平均所得6

が示されている。 これによると、「工学部 ・学士 ・男」、「社会科学系学部 ・学士 ・男」、「工

学部 ・修士以上 ・男」、 「文学部 ・学士 ・男」そ して 「文学部 ・学士 ・女」の順 に平均所得

が高い。

年齢をコン トロール した上でグループ別平均所得 を見てみよう。結果 は、図1に 示 され

5こ こで取 り上げた以外のグループにつ いては、十分なサ ンプル数が確保できなか ったため

に分析か ら排除 した。
6グ ループごとの年収の平均値である。年収については30段 階に分けた年収の中間値 を取

って いる。ただ し、ア ンケー ト上の最高年収を示す 「2500万 円以上」 については3750と

した。
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ている。22～29歳 層7で はグループ間でほとんど所得格差が確認できないが、それ以外では

「社会科学系学部 ・学士 ・男」の所得が最も高い。年齢をコン トロールしていない表1で

は 「工学部 ・学士 ・男」の平均所得が最 も高かったが、年齢 をコン トロールす ると最 も所

得が高いのは 「社会科学系学部 ・学士 ・男」となった。これは、「工学部 ・学士 ・男」の平

均年齢が高いことや勤続が長い ことに起因すると思われる。また、予想 され ることではあ

るが、 どの年齢層において も 「文学部 ・学士 ・女」の所得が最 も低い。 このよ うな グルー

プ問に存在す る所得格差を生み出す要因を以下で探 る。

1・2-3.職 位 の比 較

まず、職位に注目してみる。図2・1～2・4に は年齢別 に各グルー プの職位分布が描かれて

いる。22～29歳 層の職位分布 を示 した図2・1か らはグループ問での大きな差異は観察でき

ず、いずれのグループにおいて も一般が最 も多いことが分かる。

30～39歳 層の職位分布を示 した図2・2か らは、「社会科学系学部 ・学士 ・男」の出世スピ

ー ドが速 く、逆に 「文学部 ・学士 ・女」のそれが遅 いことが分 かる。 「社会科学系学部 ・学

士 ・男」では係長クラス、課長 クラスが多いことが分か る。 しか し、他のグルー プは異な

る状況 にある。「工学部 ・学士 ・男」では係長クラス、主任 クラスが多 い。「工学部 ・修士

以上 ・男」 と 「文学部 ・学士 ・男」では係長クラスが多いが、それ と同程度に一般クラス

も多い。 「文学部 ・学士 ・女」では一般 クラスが圧倒的に多 い。

図2・3は40～49歳 層 を示 している�u 社会科学系学部 ・学士 ・男」、 「工学部 ・学士 ・男」

それ に 「工学部 ・修士以上 ・男」についてはいずれ も課長 クラス、次長 クラス、部長 クラ

スの分布が多い。なかでも、相対的 には 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の昇進ス ピー ドが

早い。 「文学部 ・学士 ・男」 について は一般、課長クラス、次長 クラス、部長クラスな ど分

布が分散 し、昇進 に格差が生まれていることがわかる。「文学部 ・学士 ・女」にっいては30

～39歳 層 と同様 に一般が圧倒 的に多い。

図2-4は 、50～60歳 層の職位分布 を示 している。この年齢 になると、「文学部 ・学士 ・女J

以外、部長 クラスの分布が最 も多 くなる。 しか し、ここでも 「社会科学系学部 ・学士 ・男」

の職位分布が他のグループ と比較 して上位 に偏ってお り、昇進ス ピー ドが相対的に早い こ

とは変わ らない。

以上の結果をまとめると、 どの年齢層についても 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の昇進

スピー ドが最 も速 いことがわかる。 また、「文学部 ・学士 ・女」の昇進が最も遅 く、どの年

齢 にならて も、ほとんどが一般のままであることが分かった。 このよ うな出世ス ピー ドの

違 いが、所得に関しては 「社会科学系学部 ・学士 ・男」が最 も高 く 「文学部 ・学士 ・女」

が最も低いというグループ問の差を生み出 していると考 えられる。

7「 工学 部 ・修 士以 上 ・男」 につ いて は24～29歳 を とった。 この こ とは以下 の分析 で も同

様 で あ る。
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1・2・4.産 業 分 布 の 比較

次 に各 グループの産業分布を見てみる。表2は 、グループごとに就業比率の高い産業3

つが示 してある。特 に目立つのは、 「社会科学系学部 ・学士 ・男」が銀行、保険 といった金

融業 に就業 して いる率の高さである。 この産業は一般 に所得が高いことが知 られてお り、

この ことが彼等の現在 の所得 を高めて いる可能性が強い。

「工学部 ・学士 ・男」 については電気製品への分布が最 も大 きい。製造業 は、金融 ・保

険に比べて給与が低い。また、「工学部 ・修士以上 ・男」では大学教員が最 も多 く、大学教

員の多 くが公務員であることと公務員の所得は一般に低 いこととを考えると、彼等の所得

が低い理 由の一つがここにあると思われる。

「文学部 ・学士 ・男」と 「文学部 ・学士 ・女」は新聞 ・放送 ・出版、小中高専 門学校教員、

それに官公庁が多い。新聞 ・放送 ・出版業への従事が賃金 にどのような影響を与えるのか

は不明であるが、多 くが公務員であろう小中高専門学校教員や官公庁 といった産業への分

布が多い ことは、彼等の平均所得を低めている可能性が考 えられる。

1-2・5。 職 務 分 布 の比 較

次に、職務分布 を見てみたい。図3に は各グループ別 の職務分布が描かれている。 「社会

科学系学部 ・学士 ・男」、「文学部 ・学士 ・男」、「文学部 ・学士 ・女」8は営業が最 も多い。

また経理 ・財務、人事 ・労務、総務 ・広報、経営企画、立地 ・用地、情報処理などの職務

も 「工学部 ・学士 ・男」や 「工学部 ・修士以上 ・男」 といった理系グループに比べると相

対的 には多いことが分かる9。 「工学部 ・学士 ・男」につ いては技術、製造あるいは研究が多

く、 「工学部 ・修士以上 ・男」については研究、技術それに開発が多い。すなわち、文系グ

ループと理系グループ問の職種 に、大 きな違いがある。 この相異が現在の所得格差 に影響

を与えている可能性がある。

1・2・6.勤 続 年 数 ・生 え抜 き率 の 比 較

はじめにグループ間で勤続年数を比較 してみる。図4を 見ていただきたい。この図によ

ると、全てのグルー プの勤続年数は年齢と共に概ね増加するものの、「社会科学系学部 ・学

士 ・男」 と 「文学部 ・学士 ・男」といった文系学部では40～49歳 層か ら50～60歳 層 に移

るに従 って勤続年数が低下す る。その一方、工学部では増加す るという違いがあるlo。この

よ うな相異は文系と理系とで出向の利用 のされ方が異なるために生 じたのか もしれない。

以上の ことに関連 してか、40～49歳 層、50～60歳 層 といった高齢層では 「工学部 ・学士 ・

8な お文 学部卒業生は 「その他」への分布 も多いが、これ は文学部の産業分布が小中高専門学

校教員、官公庁に大きく偏 っていたため と思われる。
9こ の結果は、柿沢、他(2002)の 結果とおおむね一致する。

10「 文学部 ・学士 ・男」の勤続年数が50～60歳 層で大幅 に減少 したのは、部分的にはサ ン

プル数の少なさが原因か もしれない。
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男」の勤続年数が他のグループに比べて長いことが分かる。

次 に各グループの年齢別生え抜き率11を見てみよ う。図5を 見ていただきたい。ここか ら

は、第一 に、年齢層が高 くなるにつれて概ねどのグループで も生え抜き率が低 くなること

が分かる。第二に、50～60歳 層では文系学部の生え抜き率が工学部に比べて低 いことが分

か る。この要因によ り50～60歳 層 における文系学部の勤続年数が、工学部よ りも短 くなっ

て いる可能性がある。そ して第三に、文学部の生え抜 き率がどの年齢層で も他のグループ

よりも低 いことが分か る。

1・2・7.企 業 規模 の 比 較

次に企業規模のグルー プ間比較を行 う12。図6に よると、 この大学の水準を反映 してか、

大規模への偏 りが見 られる。 「社会科学系学部 ・学士 ・男」では10000人 以上が最も多 く、

5000・9999人 がその後 に続 く。 「工学部 ・学士 ・男」と 「工学部 ・修士以上 ・男」でも15000

人が最も多いが、次いで多いのが1000・4999人 である。 「文学部 ・学士 ・男」と 「文学部 ・

学士 ・女」は他のグループと比較 して、従業員数の小 さいところへの分布が 目立つ。 これ

ら両グループの産業分布が小中高専門学校教員等 に多 く分布 していたことによるのか もし

れない。この結果か ら、 「文学部 ・学士 ・男」や 「文学部 ・学士 ・女」の所得が低い原因の

一つとして、小規模企業 ・団体への就職が多いとい うことが考え られる。

以上では、記述統 計量 によ りグループ間の所得格差 とそれ を生み出す と考え られる諸変

数の 「量」の差 の違いについて観察 を行ってきた。ただ し、記述統計量による分析だけで

は各変数の与える効果の強 さを:抽出す ることはできない。そ こで、以下ではOaxaca分 解を

利用 して統計的精緻化を行い、所得格差を 「変数の(量 の)差 」と 「係数の差」に分解する。

1-3.Oaxaca分 解

1-3-1.Oaxaca分 解 の 方 法

は じめ にOaxaca分 解 の手 法 を説明す る。今 、Aグ ルー プ とBグ ルー プが ある とす る と

各 々の グルー プの(対 数)平 均 賃金 は以下 のよ うに示 され る。

Aグ ルー プの 平均 賃 金ln(wA)窩 βQxa

Bグ ルー プの平均 賃 金ln(W6)=inxb

こ こ で 、

11生 え抜きとは、社会科学系学部については初入社年 と現在の会社へ入社年が等 しい者。

工学部及び文学部 につ いては、学部卒業生についでは学部卒業年と現在勤めている会社へ

の入社年が等 しい者で あり、院卒業生については、この条件 にくわえ学部卒業後2年 以内

に大学院へ進学 した者 とした。
12企業規模 については、9段 階に分けた従業員規模数 の中間値を取っている。ただし、アン
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In(wa):Aグ ルー プ の平均 賃金In(Wb):Bグ ル ー プの平均 賃金

β、:Aグ ル ー プ の賃金構 造 βわ:Bグ ルー プの賃 金構造

xa:Aグ ル ー プ の説明変 数 の平均値xb:Bグ ル ー プの説明変 数 の平均 値

で あ る。

Aグ ル ー プ とBグ ル ー プ の 賃 金 格 差 は 、Aグ ル ー プ の 賃 金 構 造 を 基 準 と す る と

ln(wa)一ln(wb)=ﾟaxa一ﾟbxb+Naxb一ﾟaxb

冨β
a(xQ-xb)+(β 。一βウ)xb

変 数 の 差 係 数 の 差

或 い は 、Bグ ル ー プ の 賃 金 構 造 を 基 準 と す る と 、

ln(wQ)一ln(Wb)=β 。κ。 一βわκ西+β ゐκ。一βわκa

-Nb(x
Q-xb)+(Na一 βδ)xO

変 数 の 差 係 数 の 差

となる。 これによ りAグ ループとBグ ルー プの賃金格差 を変数の差 と係数の差に分解する

ことがで きる。記述統計量分析ではこのような ことはできない。ただ し、Aグ ループとB

グループの どち らの賃金構造を基準 とす るのかは自明ではないとい う問題がある。 このよ

うな問題 を回避する手段 としてはNeumark(1988)やOaxacaeta1(1994)で 挙 げられた方法

があるが、 これ らは差別問題を前提 として構築 された手法であり本研究 では使用す ること

が出来ない。従ってここではA、B、 二つのグループの賃金構造を使用 してOaxaca分 解 を

行 うこととす る。

分解 を行 うためにはまずグループ ごとの説明変数の係数 とその平均値 が必要 となる。そ

こで、グループ ごとに賃金関数の推定 を行 い説明変数の係数 を入手す る ことか らはじめ、

っついてグループ ごとの推定で使用 した説明変数の平均値 を導出する。

全てのグループに関 して、被説明変数は現在の所得の対数値で ある。説明変数 は 「社会

科学系学部 ・学士 ・男」、「文学部 ・学士 ・男」それに 「文学部 ・学士 ・女」につ いては、

金融業ダミー、機械 ・電気製品 ・輸送用機器 ・精密機器 ダミー(以 下、機械 ・機器産 業

ダ ミー とす る。)、公務員ダ ミー、新 聞,・放送 ・出版業 ダミー、文系職種 ダ ミー、理系職

種 ダ ミー、勤続年数 とその二乗項、生え抜 きダミー、企業規模、年齢、それ に成績を使用

す る。ただ し、「工学部 ・学士 ・男」 と 「工学部 ・修士以上 ・男」に関 しては、統計分析 を

お こなうには金融業な らびに新聞 ・放送 ・出版 に勤める者が少なすぎるので、それ らの産

業 ダミーを使用できない。

これ らの変数 につ いて、よ り詳 しく説明 しよう。まず、産業ダミーについて述べ る。金

ケー ト上の最大従業員数を示す 「10000人 以上」 については15000と した。
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融業ダミーは銀行業、保険業或 いは証券業のいずれかに従事 していれば1を 、それ以外は0

を とる。この変数によ り 「社会科学系学部 ・学士 ・男」で最 も分布 の大 きい産業である銀

行業の効果 を捉 えたい。一般 に金融業の賃金は高いことが知 られてお り、期待 され る係数

は正である。なお金融業ダミーを使用 し、銀行業ダ ミーを単独で使用 しないのは 「社会科

学系学部 ・学士 ・男」以外 のグループで銀行業 に従事するものが極 めて少なかったためで

ある。また金融業ダミーを使用 した として も 「工学部 ・学士 ・男」と 「工学部 ・修士以上 ・

男」では金融業ダミー=1と なる者がほとん どいなかった。そ こで これ ら2つ のグループに

ついては金融業ダミー を抜 いて分析を行 うことにする。

機械 ・機器産業 ダ ミー はこれ ら産業のいずれかに従事 していれば1、 そ うでなければ0

をとる。 これ によ り 「工学部 ・学士 ・男」で最 も分布の大きい電気製品業の効果 を捉えた

い。 このダミーの効果は事前には予想できない。電気製品業ダミー を単独で使用 しないの

は 「工学部 ・学士 ・男」及び 「工学部 ・修士以上 ・男」以外 のグループで電気製品業ダミ

ー=1と なる者が非常に少なかったためである
。

公務員 ダミーは官公庁従事者、小中高専門学校教員、或 いは大 学教員の いずれかであ

れ ば1、 そ うでな けれ ば0を とる13。 これ によ り 「工学部 ・修士以 上 ・男」 で最 も分布

の大 きい大学教員、それ に 「文学部 ・学士 ・女」で最 も分布 の大 きい小中高 専門学校教

員 の効果 を捉えた い。期待 され る係数 は、公務員の所得が一般的 に低 い ことを顧 みると

負で ある。大学教員 ダミーや小 中高専門学校 教員 ダ ミーを単独で使用 しな いのは、グル

ー プによっては これ らダミーが1と なる ことが ほとん どなかった ためである。

新 聞 ・放送 ・出版業ダ ミーは これ ら産業 のいずれか に属 して いれ ば1、 そ うでなけれ

ば0を とる。これ によ り 「文学部 ・学士 ・男」で最 も分布の大 きい これ ら産 業の効果 を

捉 えた い。期待 され る係数は明 らかで ない。 なお 「工学部 ・学士 ・男」 と 「工学部 ・修

士以上 ・男」については これ ら産業に属する者がほとんどお らず、 このダミー を使用せず

推定 を行 うことにする。

次 に職種ダミーについて説明 しよ う。文系職種 ダミー は経理 ・財務 、人事 ・労務、総

務 ・広報 、経営企 画、立 地 ・用 地、情報処理 、或 いは営業 のいずれか に従事 していれ

ば1、 そ うでな けれ ば0を とると して作成 した。これ ら職務には相対的 に文 系 出身者 が

多 く就 いて いる ことが記述統 計量分析で明 らか にな って いた。た だ し、期待 され る係

数 の符 号をあ らか じめ予測す る ことはできな い。

理系職種 ダミーは製造 、技術、研 究、或いは開発 のいずれか に従事 して いれ ば1、 そ

うでな ければ0を とる。これ によ り理系出 身者が相対 的に多 く就 いて いる職種 の効果 を

捉 えた い。期待 され る係数 の正負は、 ここで も明 らかでな い。

13小 中高専門学校教員や大学教員は必ず しも公務員とは言えない可能性がある。にもかか

わ らず これ ら職務に従事す る人を公務員ダミー に含めたのは、以下の本文中で も述べてい

るように、グループによっては小中高専門学校教員や大学教員が極めて少な く小中高専門

学校教員ダミーや大学教員ダミーを使用 した分析 を行 うことができなかったためである。
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そ の他 の変 数 につ いて説明す る。勤続年数 とそ の二乗項 は賃 金関数 の推定 に一般的に

使用 され る変 数であ り、符号はそれぞれ正、負 と期待 される。

生え抜 きダミー は生え抜きで あれば1、 そ うでなけれ ば0を とる。非生え抜き化が出

向によ り生 じるケースでは、係数 は負と予想される14。一方、非生え抜 き化が転職によって

起 こるケらスでの生え抜きダミーの係数の符号は事前に予想できな い。

企業規模 お よび年齢 も賃金関数 の推定で しばしば使用 され る変 数であ り、その効果 は

それぞれ正 と期待 される。

最後 に、成績は学部時代の優 の割合 を示 してお り期待 され る係数は正である。 これによ

り学部時代の成績が賃金に与える効果 を測 ることができる。

以上の説明変数を使用 して グループ ごとの賃金関数を推定 した結果が表3に 示 されてい

る。これ によ り、Oaxaca分 解で必要 となるグループごとの説明変数 の係数が入手可能であ

る。

具体的に係数 を見てみよう。事前 に係数の符号が予想されていた ものについては、概ね

予想通 りの結果 を得た。予想 されて いなかったものについて見てみると、機械 ・機器産業

ダミーの効果が負、新聞 ・放送 ・出版業 ダミーの効果が正 となった。文系職種 ダミーはグ

ループ間で異なる結果を得たが、理系職種ダミーは正 となった。

1-3・2.Oaxaca分 解 の結 果

表3で 示 された係数と使用 した説明変数の平均値 を使用することによ りOaxaca分 解を行

う。表4・1に は 「工学部 ・学士 ・男」と 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の比較結果が示され

ている。表4・1・1が 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の賃金構造 を利用 した結果であ り、表

4・1・2が 「工学部 ・学士 ・男」の賃金構造を利用 した結果である。表4・1・1、つま り 「社会

科学系学部 ・学士 ・男」の賃金構造 を使用 した結果を利用 して表 の見方 を説明する。「工学

部 ・学士 ・男」と 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の賃金格差は、

1n(Wk、)一1n(w,)一 β、(xk,一x、)+(β ゼ β、)xks

変数の差 係数の差

ここでkgは 「工 学部 ・学士 ・男」 を、sは 「社 会科 学系学 部 ・学 士 ・男」 を示 す

14出向 による非生え抜き化が生 じると、職位は上昇し、企業規模 は小さくなるケースが しば

しば知 られている。通常、職位の上昇は所得を増加 させ、企業規模の低 下は所得を減少さ

せる。従 って企業規模をコン トロール した分析では、非生え抜 き化 は所得を増加 させると

考えられ る。本研究では企業規模 をコン トロール した上で、非生え抜き化の効果 を分析 し

ているので、出向による非生え抜き化 の所得に与える効果は正 と予想される。言 い換える

と、出向の効果か ら予想され る生え抜きダミーの係数は負 とな る。このような議論は大谷、

梅崎、松繁(2003a)で よ り詳細に行っている。
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と示 され る。

は じめ に 「変数 の差 」 につ い て説明す る。表4・1の 第 一列 目が(xka-x,)に 相 当す る。な

お表3の 結果を議論する際に述べたよ うに 「工学部 ・学士 ・男」には金融業 ダミー=1、 或

いは新聞 ・放送 ・出版業ダミー=1と なるものがほとん どいなかったために、これ ら変数を

除外 して賃金推定を行った。従って第一列 目の金融業ダミー及び新聞 ・出版 ・放送業ダミ

ーの平均の差を計算するにあたっては、「工学部 ・学士 ・男」の これ ら変数の平均値はそれ

ぞれ0で あるとして平均の差 を計算 した。

第二 列 目が β,(xks-x,)に 相 当す る。つ ま り各 「変数 の差」 に よ って 、 どれ だ け賃金格 差

が生みだされているかが示 されている。「変数の差」に基づ く賃金格差の合計は0.2065で

ある。従って、 この数値を実際の賃金格差0.1030で 割ることによ り 「変数の差」に基づ く

賃金格差は200%で あることが分かった。このことはもし 「工学部 ・学士 ・男」と 「社会科

学 系学部 ・学士 ・男」問の 「係数の差」が0で あれば、 これ らグルー プ間の賃金格差は今

現在の格差の二倍 に拡大す ることを意味す る。

第三列目は 「変数の差」によって生み出された格差合計02065の うち、各変数が どれ ほ

どの割合で貢献 しているかを示 している。要するに、(第二列 目÷0.2065)で ある。貢献度合

いの大きい変数としては金融業ダミー、勤続年数それに年齢が挙 げられる。

金融業ダ ミーの効果について見てみると 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が金融業に

従事 しているものが多 く、そのことが彼等 の賃金を増加 させていることがわかる。 ここで

の結果は、記述統 計:量の分析結果を裏付ける。

勤続年数 は 「工学部 ・学士 ・男」の方が長 く、そのことが彼等の賃金 を増加させること

によ り賃金格差を拡大 して いることが分かった。また、年齢 についても全 く同様の効果が

観察 された。記述統計量分析においても 「工学部 ・学士 ・男」の所得が高いのは勤続の長

さや年齢 の高さに起因する可能性が指摘されていたが、統計的精緻化 を行 ったここでの結

果はそれ を支持 した。

次に 「係数の差」について見てみよう。先に触れたように記述統計量による分析だけで

はこのような差は抽出できない。第四列目は(β陀8一β、)に対応 している。なお 「工学部 ・学

士 ・男」の賃金推定 においては金融業ダミー及び新聞 ・放送 ・出版業ダミー を除外 して賃

金推定を行ったので これ ら変数の係数は入手できない。よって、ここでは、「工学部 ・学士 ・

男」の金融業ダミー及び新 聞 ・出版 ・放送業ダミーの係数は 「社会癬学系学部 ・学士 ・男」

のそれと同じであるとして係数の差 を求めた。

第五 列 目は(Nkg一 β、)xksに 相 当す る。つ ま り各 変数 の 「係 数 の差」 によ って 、 どれ だ け

賃金格差が生みだされているかが示されている。 「係数の差」 に基づ く賃金格差の合計は
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一〇.1034と なったので、この数値を実際の賃金格差0.1030で 割ることによ り 「係数の差」

に基づ く賃金格差 はほぼ・100%で あることが分かった。つまり、もし年齢や勤続 といった

「変数の差」がな ければ 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が 「工学部 ・学士 ・男 」よ り

も所得が大き くなる ことを意味 している。

第六列 目は 「係数の差」 によって生み出された格差合計(・0.1034)のうち、各変数が どれ

ほどの割合で貢献 しているかを示 している。っ まり(第五列 目÷(・0.1034))である。貢献度合

いの大 きい変数 としては勤続年数と年齢が挙げられる。 これ ら変数につ いてはその係数が

「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が大きく、その ことが彼等の所得 を高めていることが

分かった。 この 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方 が勤続年数や年齢の係数が大 きいとい

う結果 は、記述統計量分析で見たように 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が 「工学部 ・

学士 ・男」に比べて昇進スピー ドが速いことによると思われる。

以上、「社会科学系学部 ・学士 ・男」の賃金構造を使用 した ときのOaxaca分 解 につ いて

見てきた。「工学部 ・学士 ・男」の賃金構造を利用 した ときのOaxaca分 解 は表4・1-2に 示

されて いる。 ここでの結果 は、「社会科学系学部 ・学士 ・男」の賃金構造を使用 したケース

とほぼ同様であった。

次に 「社会科学系学部 ・学士 ・男」と 「工学部 ・修士以上 ・男」のOaxaca分 解につ いて

見てみよう15。表4・2・1、つま りr社 会科学系学部 ・学士 ・男」の賃金構造 を使用 したケー

ス において賃金格差は、

ln(WS)一1皿(㌦)嵩 β,(x5一 ㌔)+(β 、一β心)㌔

変 数 の 差 係 数 の 差

となる。ただ し、 ここでksは 「工学部 ・修士以上 ・男」を示す。

第二列 目か ら明 らかなように 「変数の差」だけを見れ ば、実際の賃金格差は・30%と な り、

「工学部修士以上 ・男」の賃金方が 「社会科学系学部 ・学士 ・男」よ り高い。 しか し、後 に

見 るように 「係数の差」が存在するために関係が逆転する。

第三列 目、つま り 「変数の差」の合計に占める各変数の貢献度を見ると金融業ダミー、

公務員ダ ミー、勤続年数それ に年齢の貢献度が高いことが分か る。金融ダミーの効果につ

いては 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が金融業 に従事す る者が多 く、そのことが彼等

の賃金を高める結果、賃金格差 を拡大 していることが分かる。記述統計量分析 によって も

「社会科学系学部 ・学士 ・男」は金融業従事者が多 く、その ことが彼等の賃金を引き上げ

ている可能性が示唆されていたが、統計的精緻化 を行ったここでの結果 は金融業従事者 の

15な お 「工学部 ・修士以上 ・男」の賃金推定にお いても金融業ダミー及び新聞 ・放送 ・出

版業 ダミー は使用 しなかった。そ こで 「工学部 ・学士 ・男」のケース と同様 に、「工学部 ・

修士以上 ・男」の金融業ダミー及び新聞 ・放送 ・出版業ダミーの平均値 はそれぞれ0、 係数

の値 は 「社会科学系学部 ・学士 ・男」のそれ と同じとしてOaxaca分 解 を行った。
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多 さが彼等の所得を高め賃金格差を拡大 していることを示 した。

公務員ダ ミーの効果については 「工学部 ・修士以上 ・男」の方が公務員に従事 している

者が多 く、そ のことが彼等の賃金を低める結果、賃金格差 を拡大 していることが分かる。

このような公務員の効果も記述統計量分析により示唆 されていたが、ここでの結果 は公務

員従事者の多 さが 「工学部 ・修士以上 ・男」の賃金を低めて、賃金格差を縮小 して いるこ

とを示 した。

勤続年数 につ いては 「工学部 ・修士以上 ・男」の方が長 く、そのことが彼等の賃金 を高

める結果 として 「社会科学系学部 ・学士 ・男」 と 「工学部 ・修士以上 ・男」の賃金格差 を

縮小 している。年齢についても同様の効果 が見 られる。

続いて 「係数の差」についてである。第五列目を見てみよう。 ここには 「係数の差」 に

基づ く賃金格差は130%で あることが示されている。つま り、勤続や年齢な どの 「変数の差」

がある ことによ り賃金格差が抑えられている。

第六列 には 「係数の差」が生み出す所得格差合計の内、各変数が どれほどの貢献 をして

いるのかが示 されている。貢献度が大きいのは公務員ダミー、理系職種ダミーそれ に勤続

年数で ある。公務員ダミーおよび理系職種 ダミーの効果 については 「工学部 ・修士以上 ・

男」の方がその係数が大き く、それによ り賃金格差は縮小して いる。一方、勤続年数 につ

いては 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が大きく、その ことが賃金格差 を拡大 している。

先と同様 に、このグループの昇進ス ピー ドが速いことを反映 していると考え られる。

次に 「工学部 ・修士以上 ・男」の賃金構造の基準を使用 した結果を示 してある表4・2・2に

ついて議論 しよ う。表4.2.1と は若干異なる結果を示す。表4・2・1で は 「変数の差」だけを

みれば 「工学部,・修士以上 ・男」の方が賃金は高 く、「係数の差」だけを見れ ば 「社会科学

系学部 ・学士 ・男」の方が賃金は高いという結果であったが、表4-2-2で は 「変数の差」が

208%、 「係数の差」が・108%と 全 く逆の結果 となった。 また 「変数 の差」における文系職

種ダ ミーの効果 によ り賃金格差が拡大 し、「係数の差」における同ダミーの効果 によ り賃金

格差が縮 小されるという結果 も表4・2・1とは異なるものである。ただ し 「変数の差」におけ

る年齢の効果 によ り賃金格差が縮小す ることや 、「係数の差」における勤続年数の効果 によ

り賃金格差が拡大するといった傾向は変わ らなかった16。

次に 「社会科学系学部 ・学士 ・男」 と 「文学部 ・学士 ・男」の比較 について見てみる。

表4・3-1が 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の賃金構造を使用した結果 であり、圃賃金格差 は、

16こ の結果 は、浦坂、他(2002)の 数学能力の高いものほど所得が高 くな るという示唆 と

は異なるものである。 ここでは、社会科学系学部卒業生 と工学部卒業生では、後者の数学

能力が高 いと思われるにもかかわらず、所得は低 くなつている。このような結果の違いは、

産業や就業後の処遇の差を本稿では考慮 したことによる。異なる技能 を持 った者間、すな

わち生産要素間の代替性、技能の汎用性、産業構造の差異による人事処遇制度の相違な ど

が、賃金に大 きな影響を与えていると思われ る。
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ln(WS)一ln(Wbm)=ﾟs(xs一'xbm)+(β ド βう加)Xbm

変 数 の 差 係 数 の 差

ここでbmは 「文 学部 ・学士 ・男 」 を示 す

となる。

第二列か らは 「変数の差」に起因した所得格差が55%で ある ことが分かる。第三列 には

各変数の貢献度が示 してあ り、その度合いの大きい変数 としては公務員ダミー、勤続年数

それ に年齢が挙げ られる。 「文学部 ・学士 ・男」の方が公務員 になっている者が多 く、その

ことが彼等の賃金 を低 くする結果 として賃金格差 を拡大 している。 この点は、記述統計量

分析 と一致する。勤続年数については 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の勤続年数の方が長

く、そ のことが彼等の賃金を高める結果 として賃金格差を拡大 していることが分か る。年

齢 についても同様の効果が見 られる。

続いて 「係数の差」についてであるが、第五列か らは 「係数の差」によ り生 じている賃

金格差は45%で あることが分かる。第六列 を見る と勤続年数や年齢 の貢献度が高 く、かつ

これ ら変数の係数が 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が相対的 に大きい。 これ らの要因

が賃金格差拡大に貢献 していることが分かる。 ここでも、勤続年数や年齢の係数の差は昇

進 スピー ドの差に起因する可能性が指摘で きる。

また、「文学部 ・学士 ・男」の賃金構造を使用 した表4・3・2においてもほぼ同様の結果を

得た。

最後に 「社会科学系学部 ・学士 ・男」と 「文学部 ・学士 ・女」の比較 を見てみる。表4・4

を見ていただきたい。「社会科学系学部 ・学士 ・男」の賃金構造 を使用 した表4・4・1か ら見

てみよう。第二列によると 「変数の差」 に基づ く賃金格差は62%で ある。

第三刻を見ると貢献度が大きい変数 としては公務員ダミー、勤続年数それ に年齢が挙げ

られる。 「文学部 ・学士 ・女」の方が公務員になっている者が多 く、その ことが彼女等の平

均所得 を低める結果、賃金格差が拡大する。記述統計量の分析結果が、再確認された。勤

続年数 については 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が長 く、その ことが所得格差 を拡大

して いる。年齢 について も同様の効果が見 られる。

続 いて 「係数の差」 をみてみよう。第五列か らは 「係数の差」に基づく賃金格差は38%

であることが分かる。 さらには第六列を見 ると、そのうち勤続年数 と年齢の貢献度が高 い

ことが分かる。勤続年数にっいては 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方がそ の係数が大き

いために、賃金格差を拡大 している。年齢 について も全 く同様の効果が見 られる。 これ ら

係数の差 は、他の場合 と同様 に昇進ス ピー ドの差 に起因す ると考 えられる。

「文学部 ・学士 ・女」の賃金構造を基準 として使用 した表4・4・2で は、「変数の差」と 「係

数の差」の大小関係が表4・4・1とは逆転するが、この点 を除けば、ほぼ同様の傾向が観察さ

れた。
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1-4.結 論

本研究では、入試難易度の高い国立大学の卒業生アンケー トをもとに、学部間における

卒業後の経済格差 を分析 した。比較 されたグループは、「社会科学系学部 .・学士 ・男」、「工

学部 ・学士 ・男」、「工学部 ・修士以上 ・男」、「文学部 ・学士 ・男」そ して 「文学部 ・学士 ・

女」である。

まず、基本的分析によ り、これ らのグループ間で、就業 している産業や職務に関す る分

布がかな り異なることが示された。特に、社会科学系学部は金融業や文系職種に多 く従事

している一方、工学部卒業生は製造業が多 く、文学部卒業生は公務員 ・教員が多いな どの

差があ り、 これが社会科学系学部卒業生の賃金が高い理由の一つである ことがわかった。

っぎに、それぞれのグループの賃金関数 を推定 しOaxaca分 解する ことによ り賃金格差を

「変数の差」と 「係数の差」に分解 し比較 した。結果、「社会科学系学部 ・学士 ・男」の所

得が高 いのは、金融業従事者が多いためだ けでなく、かれ らの勤続や年齢 の係数が大きい

ことにもよることがわかった。

「工学部 ・学士 ・男」 と 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の比較、および 「社会科学系学

部 ・学士 ・男」と 「工学部 ・修士以上 ・男」の比較か らは工学部 の所得が高いのは勤続が

長 く、年齢が高いことに起因してお り、 これ ら 「変数の差」を一定 とし、それ らの効果 を

排除すれば 「社会科学系学部 ・学士 ・男」の方が所得が高 くなる傾向があることが示され

た。

「社会科学系学部 ・学士 ・男」と 「文学部 ・学士 ・男」或いは 「文学部 ・学士 ・女」の

比較か らは、文学部の所得は公務員従事者が多いことに起因して低 くなることが示された。

また、記述等計量分析では生え抜 き率や企業規模 につ いて もグループ間格差が観察されて

いたが、統計的精緻化 を行った結果 、これ ら変数は賃金格差に大 きな影響を与えていない

ことが分か った。

すなわ ち、社会科学系学部卒業生の賃金が高い理 由としては、主 に、賃金の高い金融 ・

保険産業 に就職する傾向が強いこと、またかれ らが長い間同一企業 に勤めるだけな く、勤

続や年齢の係数が大きい賃金体系の中にいるためであることが明 らかになった。ただ し、

このようなグループ間の格差がなぜ生まれているのかに関す る根源 的な原因は ここでは分

析されていない。今後の課題である。

日本の今後の発展を考える場合、どの分野に人杉を集めるかは重要な課題 となる。すべ

てではな いに して も、報酬や昇進 は人材 を集める大 きな要因となる。今後同様の調査が進

められ、教育 と就業後の状況の両方を含んだ研究を蓄積 していく必要がある。
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表1グ ループ別平均所得

社会科学系学部

変数 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値 、
平 均 所 得7061132.691 587.2194503750

工学 部 ・学 士 ・男

変数 標本 数 平均 標 準偏差 最小値 最 大値

平均 所得4731229.744577.2417324.53750

工学部 ・修士以上 ・男

変数 標本 数 平 均 標準偏差 最 小値 最 大値嘲

平均所得5221087.486500.6355149.53750

文難 学糠
数 平均

平均所得 46828.9783411.9333

標準偏差 最小値 最大値
652000

文学部 ・学士 ・女

変数 標本 数 平均 標準偏差 最 小値 最 大値,

平均所得80572.4125246.88512301800

表2産 業分布

グループ 1番 2番 3番

社 ・学 士 ・男 銀 行

15.7596

保 険

6.89

商 社

6.75%

エ ・学 士 ・男 電 気 製 品

15.64ｰ6

建 設

13.95ｰ/

機 械

8.88ｰ/a

工 ・修士 以上 ・男 大学教 員
15.65%

電気製 品
14.89%

化 学

12.02%

文 ・学 士 ・男 新 聞 ・放 送 ・出 版

22.45%

小中高専 門学校教 員

16.339b
官公庁

1020%

文 ・学 士 ・女 小中高専門学校教 員

24.39%

官公庁

1951%

新 聞 ・放 送 ・出 版

9.76%
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'

表3グ ループ別現在の所得推定

In(:現在の所 得) 社会科学系学部 ・学士 ・男 工学部・学士 ・男 工学部・修士以上・男 文学部 ・学t・ 男 文学部 ・学士 ・女

金融業ダミー 0.157

(o.ooo>

0.492

(o.zao)

0.123

(0.343)

機械 ・機器産業ダ ミー

新聞・放送・出版業.ダミー

公務員ダミー

.文系職種ダミ

理 系職種ダミ

勤続年数

勤続年数の二乗

年齢

生え抜きダミー

企業規模

成績

定数項

一a .oas-o.osz-o.oss

(0.354)(0.066)(0.023)

(0.1250,169)//
一〇.349-0.231-0.126

(0.000)(0.000)(0.000)

0.0080.1000.230

(0.782)(0.354)(0.004)

0.0070.0400,071

(0.905)(0.681)(0.209)

0.0500.0220.033

(o.ooo>(o.ooo)ro.ooo)
一〇.001-4.46E-04-0.001

(0.000)(0.005)(0.000)

0.0360.0300.036

(0.000)(0.000)(0.000)
一〇.081-0.094-0.064

(0.055)(0.048)(0.112)

3.52E-066.68E-063.60E-06

(0.167)(0.019)(0.127)

0.0013.48E-049.11E-05

(0.171)(0.575)(0.865)

5.06冒5.32冒5.072

(o.ooo>(o.ooo>(o.ooo

一〇.603

(0.165)

0,212

(0.479)
一〇.528

(0.048)

一〇.262

(0.229)

0.541

(0.183)
一〇,010

(o.ais)

0.00冒

(0.616)

0.030

(0.027)

0.256

(0.323)

6.21E-OB

(0.771)

o.ooz

(0.663)

5.320

(0.000)

一〇.056

(0.723)

0.162

(0.152)

0.130

(0.092)

一〇.065

(0.337)

0.020

(0.888)

0.015

(0.424)

2.90E-04

(0.673)

o.oia

(0.108)

0.178

(0.082)

3.87E-06

(osaz)

0,001

(0.626)

5.487

(0.000)

Numberofobs
F

Prob>F
R-squared

AdjR-squared
RootMSE

640
110.03

0
0.678

0sｻs
O.3059

436'

54.36

0
0.5612

0.5509
0zssn

390
105.23

0
0.7352

0,7282
0.23414

43
3.19

0.0049
0.5605

0.3847
0.54769

67

10.n

a

O.7053

0.6398

0.23749
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表4-10axaca分 解 「社 会 科 学 系 学 部 ・学 士 ・男 」と 「工 学 部 ・学 士 ・男 」の 比 較

表4-1-1社 会 科 学 系 学 部 の 係 数 を 基 準 と し た ケ ー スin(wk)一ln(ws)=(xk-xs)βs+xk(βk一ﾟs)

変 数 の 差 に つ い て 係 数 の 差 に つ い て

変 数

(1)平 均 の 差 (2)平 均 の 差
x社(注1)の 係 数

(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)工(注II)平 均
x係 数 の 差

(6)貸 金 格 差
へ の 貢 献 度

(xk-xs) ixk-xs)ﾟs (2)/0.2065 (βk一 βs) xk(βkas) (5)/一 〇.1034
ln(現 在 の 所 得)

金 融 業 ダ ミー
機 械 ・ 機 器 産 業 ダ ミ ー

新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミー

公 務 員 ダ ミー

文 系 職 種 ダ ミー

理 系 職 種 ダ ミー

勤 続 年 数

勤 続 年 数 の 二 乗

年 齢
生 え 抜 き ダ ミー

企 業 規 模
成 績

定 数

0.103
-0 .256

0.221
-o .ois

O.004
-0 .579

0.838

5.676

227.164

7.114
-0 .072

-676 .610

2.834

一〇.040

-o .oos

-0 .002
-0

.001
-0

.005

0.006

a.2s2

-0 .287

0.256

0.oos
-0 .002

0.002

一

一19
.45%

一4
.05%

一1
.13%

一〇
.ssx

-2 .18%

2.95×

136.52%

一t38
.82%

124.19%

2.84%

一1 .15×

0.95%

0.000
-0 .024

0.ooo

O.118

0.osz

O.033
-0 .028

0.001
-o .oos
-0 .013

3.16E-06
-3 .48E-04

0.2so

o.aoo
-0 .008

0.000

0.oos

o.ooa

o.a2s
-0 .533

0.419
-osss

-o .oos

O.023
-0 .014

0.2so

o.oo%

7.79%

o.oo%

一7 .59

-8 .18X
-28

.07%

515コ9%
一405

.41%

278.27%

8.32%
一22

.61%

13.56%
一251

.30%

99.96%
合計

一 一

〇.2065 99.9.8% 一〇
.1034

変数 の 差
係 数 の 差

200.2996
一

一
匿1)土 」と はf云 ・学 系 学 部 ・学 士 ・男 」を 示 す 。下 図 で も 同 様 。

注 皿)「 工 」と は 「工 学 部 ・学 士 ・男 」を 示 す 。下 図 で も 同 様 。

一100
.28%

表4-1-2工 学 部 の 係 数 を 基 準 と し た ケ ー スln(wk)一in(ws)ニ(xk-xs)βk+XS(βk一 βs)

変 数 の 差 に つ い て 係 数 の 差 に つ い て

変 数

(1)平 均 の 差 (2)平 均 の 差
x工 の 係 数

(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)社 平 均
x係 数 の 差

(6)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

ixk-xs) ixk-xs)ﾟk (2)/0,1606 (ﾟk一ﾟs) xs(ﾟk一ﾟs) (5)/一 〇.0575
ln(現 在 の 所 得)

金 融 業 ダ ミー
機 械 ・機 器 産 業 ダ ミ ー

新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミー

公 務 員 ダ ミー

文 系 職 種 ダ ミー

理 系 職 種 ダ ミー

勤 続 年 数

勤 続 年 数 の 二 乗

年 齢

生 え 抜 き ダ ミー
企 業 規 模

成 績

定 数 項

0.103
-0 .256

0.22
-0 .019

0.004
-0 .579

0.asa

5.676

227.164

7.114
-o .a72

-676 .610

2.834

一〇
.oao

-0 .014

-0 .002
-0

.007
-0

.058

0.034

0.125
-o

.ioi

O.215

0.007
-0 .005

0.ooi

一25
.01%

一8
.52%

一1
.46%

一〇.58X

-36 .04%

20.si%

78.14%

一63 .07%

133.61%

4.23%
一2

.81%

0,61%

o.ooo
-0 .024

0.ooo

O.118

0.os2
F

O.033
-o .02s

O.001
-o .oos
-0 .013

3.16E-06
-3 .48E-04

0.2so

o.ooo
-0 .003

0.ooa

O.007

0.062

0.002
-0 .376

0.234
-0 .246
-O .010

0.026
-0 .013

0.2so

o.ooss

4.77%

O.OOX

-12 .ﾟ3%

一107 .53%

一2 .67%

654.44%
一406

.65%

427.57×

16.59%
一44

.39×

22.67%
一451

.90%

100.07%
合 計 0.1606 100.02% 一〇.0575
変 数 の 差
係 数 の 差

155.84%
一

一55 .83%
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比 較
～S+.

 

」●学 部

In(v

 

　と

一

a分 解 「社 会 科 学 系 学 部 ・学 士 ・男
艦 学.部の 係 数を基 準 とした

 

a表4-20a

表4-2-i社 会 科 学 系 学 部 の 係 数 を 基 準 とし た ケ ー ス In(ws)一ln(wk)=(xs-xk)βs+Xk(βs一 βk)

変 数 の 差 に つ い て 係 数 の 差 に つ い て

変 数

(1)平 均 の 差 (2)平 均 の 差
× 社(注1)の 係 数

(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)工(注 皿)平 均

x係 数 の 差
(6)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(xs-xk) (xs-xk)ﾟs (2)/一 〇.0095 (βSsk) xk(ﾟs一ﾟk) (5)/0.0409
In(現 在 の 所 得)0.031

金 融 業 ダ ミ ー0・256

機 械 ・ 機 器 産 業 ダ ミ ー 一a.140

新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミー0,019

公 務 員 ダ ミ ー 一〇.140

文 系 職 種 ダ ミー0.624

理 系 職 種 ダ ミー 一〇.856

勤 続 年 数 一〇.807

勤 続 年 数 の 二 乗 一18.997

年 齢 一2.080

生 え 抜 き ダ ミー0.017

企 業 規 模 一38.129

成 績 一〉〉.sas

定 数 項

0.040

0.005

0.002

0.oas

O.005
-o .oos
-o .oao

O.024
-0 .075
-o .ooi

-1 .34E-04
-0 .012

一422 .84%
一55

.75X
-24 .64%

一514
.83%

一51 .22%

65.47%

421.ﾟ6X
-252

.34%

789.24%

14.47%

1.41%

129.39%

o.ooo

O.030

0.ooo
-0 .223
-0 .222
-0 .063

0.017
-3 .93E-04

2.57E-04
-0 .017

-a .ooE-oa

O.001
-0 ,011

o.ooo

O.008

0.ooa
-0 .045
-0 .010
-0 .057

0.245
-0 .120

0.Oi1
-0 .012
-0 .001

0.033
-0 .011

o.oo%

18.66%

o.oox
-110 .35%
一25

.03
-140 .02%

598.85%
一293 .75%

27.60瓢

一29 .50%
一1

.59%

ﾟ1.51X

-26 .46%△ 計
0.0095 100.2ixの差 一 一30 .33%

0.0409 99.94%

讐 の 差

)「社 」と は 「社 会 科 学 系 学 部 ・学 士 ・男Jを 示 す 。下 図 で も 同 様 。

注 皿)「工 」と は 「工 学 部 ・修 士 以 上 ・男 」を 示 す 。下 図 で も 同 様 。

130.23%

表4-2-2工 学 部 を 基 準 と し た ケ ー スln(ws)一ln(wk)3(xs-xk)βk+xs(βs-sk)

変 数 の 差 に つ い て 係 数 の 差 に つ い て

変 数

(1)平 均 の 差 (2)平 均 の 差
x工 の 係 数

(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)社 平 均
x係 数 の 差

(6)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(xs-xk) (xs-xk)ﾟk (2)/0.0653 (ﾟs一ﾟk) xs(ﾟ _s一ﾟk) (5)/一 〇.0339
1n(現 在 の 所 得)

金 融 業 ダ ミー

機 械 ・機 器 産 業 ダ ミ ー
新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミー

公 務 員 ダ ミー

文 系 職 種 ダ ミー
理 系 職 種 ダ ミー

勤 続 年 数
勤 続 年 数 の 二 乗

年 齢
生 え 抜 き ダ ミー

企 業 規 模

成 績
定 数 項

0.031

0.256

-0 .140

0.019

-0
.140

0.624

-o
.sss

-0 .807

-18
.997

-2 .080

0.017

-38
.129

一 〉〉 .sss

0.040

0.oos

O.002

0.018

0.143
-o

.osr
-o

.02s

O.017
-0 .0フ4
-o

.ooy
-1 .37E-04

-o
.oaz

一

61.52%

14.55×

3.58×

27.11×

219.42%

一92
.67%

一40 .45%

25.27%

一114 .00%

一1 .67%

一〇
.21%

一2 .47%

一

〇.ooo

O.030

0.ooo
-0

.223
-0

.222
-0 .063

0.0蜜7
-3 .93E-04

2.57E-04
-0

.017
-8 .00E-08

0.ooi
-0 .011

o.ooo

O.003

0.ooo
-0 .014
-0 .149
-0 .003

0.231
-0 .113

0.011
-0 .012
-0 .001

0.023
-0 .011

o.oox
-10」2%

o.oox

41.08%

438.51%

8.77X
-682

.20%

332.37%
一31

.71%

36.42%

1.91X
-66

.84%

31.92X
合 計 0.0653 99.99%・ の 差

の 差
20ﾟ.02X

一〇.0339

-108 .13%

100.1看%

一
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」と 「文 学 部
一 スIn(w

a分 解 「社 会 科 学 系 学 部 ・学 士 ・男

L科 学 系.学一部 の 係 数 を 基 準 とした

 

aOa表4-3

表4-3表4-3-1社 会 科 学 系 学 部 の 係 数 を 基 準 とした ケ ー ス In(ws)一ln(wb}=(xs-xb}ﾟ

変 数 の 差 に つ い て

s+xb(ﾟs一ﾟb)

係 数 の 差 に つ い て

変 数

(i)平 均 の 差 (2)平 均 の 差

x社(注1)の 係 数
(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)文(注II)平 均
x係 数 の 差

(6)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(xs-xb) (xs-xb)βs (2)/0.1897 (βs一 βb) xb(ﾟs一ﾟb) (5)/0./566
In(現 在 の 所 得)0.346

金 融 業 ダ ミ ー0,186

機 械 ・ 機 器 産 業 ダ ミ ー0.044

新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミ ー 一〇.214
公 務 員 ダ ミー 一〇.193

文 系 職 種 ダ ミ ーo.i12

理 系 職 種 ダ ミ ー 一〇.023

勤 続 年 数3.004

勤 続 年 数 の 二 乗118.552

年 齢3.583

生 え 抜 き ダ ミー0・i10

企 業 規 模1745.944

成 績 一7.760

定 数 項

0.029
-0 .002
-0 .027

0.068

0.ooa
-1 .66E-04

0.149
-0 .150

0.129
-o .oos

O.008
-0 .005

15.41X

-0
.88%

'14
.07%

35.58%

o.asx

-0 .09×

78.64X

-78 .86%

68.08%

一a .sax

3.24%

一2
.84%

一 〇
.335

0,565

-0 .087

0.唾79

0.2sa

-0
.534

0.oso

-0
.002

0.oos

-0 .337

-2
.69E-06

-o .oo1

-0 .259

一 〇 .023

0.039

-0
.020

0.oas

O.162

-0 .037

0.637

-0 .338

0.234

-0
.211

-o .01フ

ー0
.055

-0
.259

一

一14
.93%

25.17X

-12 .98%

29.29%

103.46%

一23
.78%

406.55%

一215
.83%

149.11X

-134 .99%

一10
.87%

一34 .81%

一165
.39%

合 計 0」897 99.99%
　

変 数 の 差

、 の
54.80% 　

o.isss

45.24%

10000X

注1)t」 と は 土 塞 科 子,、 子 。 ・子 士 ・ 」 示 。下 図 で 同 様 。=系 学 部 ・学 士 ・男 」を 示 す 。下 図

学 士 ・男 」を 示 す 。下 図 で も 同 様 。
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表4-3-2文 学 部 を 基 準 と し た ケ ー スln(ws)一ln(wb)=(xs-xb)βb+xs(βs一 βb)

変 数 の 差 に つ い て 係 数 の 差 に つ い て

変 数

(1)平 均 の 差 (2)平 均 の 差
x文 の 係 数

(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)社 平 均
x係 数 の 差

(6)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(xs-xb) ixs-xb)ﾟb (2)/0.2677 (ﾟs一ﾟb) xs(ﾟs一ﾟb) (5)/00786
1n(現 在 の 所 得)

金 融 業 ダ ミー
機 械 ・機 器 産 業 ダ ミ ー

新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミー

公 務 員 ダ ミー

文 系 職 種 ダ ミー
理 系 職 種 ダ ミー

勤 続 年 数

勤 続 年 数 の 二 乗
年 齢

生 え 抜 き ダ ミー
企 業 規 模

成 績
定 数 項

0.346

0」86

0.044
-o .2i4

-0 .193

0.〉>s
-0

.023

3.004

118.552

3.583

0.〉>0

1745.944
-7 .760

0.092

-0 .02

-0 .045

0」02

-0
.032

-o .oi2

-0 .030

0.oss

O.107

0.02s

O.011

-o .ois

34.26%

一9
.98%

一16 .9556

38.16X

-11 .84%

一4
.63%

一11 .33%

33.21%

40.06%

10.47%

4.05%

一5 .50X

一 〇
.335

0.565

-0 .087

0.179

0.2sa

-0 .534

0.060

-o
.ooz

o.oos

-0
.337

-2
.69E-06

-o .ooi

-0
.259

一 〇 .oss

O.064

-0 .002

0.o>>

0.195

-0
.025

0.8t6

-0
。576

0.255

-o .2aa

-0
.022

-o
.oas

-0
.259

一109
.25%

82.00%
一2

.08%

14.26%

247.56%

一31 .84%

1038.40%
一733 .44%

324.96X
-315

.88%
一27 .64%
一57

.47%
一329 .52%

合 計 0.2677 0.0786 ioo.oa%
変 数 の 差

,、数 の 差

99.99%

77.32%

30



＼

表4-40axaca分 解 ・「社 会 科 学 系 学 部 ・学 士 ・男 」と 「文 学 部 ・学 士 ・女 」の 比 較

表4-4-1社 会 科 学 系 学 部 の 係 数 を 基 準 と し た ケ ー スIn
...(ws)一ln(wb)=(xs-xb)βs+xb(βs一 βb)

変 数 の 差 に つ い て 係 数 の 差 に つ い て

変 数

(1)平 均 の 差 (2)平 均 の 差 、
× 社(注1)の 係 数

(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)文(注II)平 均

x係 数 の 差
(6)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(xs-xb) (xs-xb)ﾟs (2)/0.4171 (βs一 βb) xbSﾟs一ﾟb) (5)/0.2595
In(現 在 の 所 得)

金 融 業 ダ ミー

機 械 ・電 気 製 品 ・輸 送 用 機 番
新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミー

公 務 員 ダ ミー
文 系 職 種 ダ ミー

理 系 職 種 ダ ミー

勤 続 年 数
勤 続 年 数 の 二 乗

年 齢
生 え 抜 き ダ ミー

企 業 規 模

成 績
定 数

0.677

0」82

0.054

-0 .101
-o

.2ss

O.148
-0

.013

4.864

146.477

7.157

0.051

2254.333
一 書3 .153

o.osa
-0 .002
-0 .013

0.093
F

o.ooi

O.000

0.2az

-0
.185

0.258

-0
.004

0.008

-o .oos
一

6.83X
-0

.49X
-3 .01%

22.2676

0.za%
一〇

.02z

57.92%
一44 .32×

61.85%
一〇

.ss%

1.90X
-2」9%

0.034

0.018
-0 .038
-0 .479

0.073
-0 .012

0.034
-0 .002

0.02s
-0 .259

-3 .50E'07

9.58E-05
-0 .427

0.003

0.ooi
-0 .004
-0 .157

0.038
-0 .001

0.301
-0 .217

0.asa
-0 .178
-0 .002

0.005
-0 .427

o.sax

O.41%

一t .73%

一so .ssx

14.62X

-o .zsx

115.94ｰ

一83 .75×

346.14X

-68
.44%

一 〇 .79%

1,87%

一164 .39X
合 計 0.4171 100.01% 0.2595 10000%
変 数 の 差

,、 数 の 差
一 61.64ｰi

注1)t」 と は 試 科 学 系 学 部 ・学 士 ・男 」を 示 す 。 下 図 で も 同 様 。注 ∬)「 文
」と は 「文 学 部 ・学 士 ・女 」を 示 す 。 下 図 で も 同 様 。

38.35%

表4-4-2文 学 部 を 基 準 と し た ケ ー スln(ws)一ln(wb)=(zs-xb)βb+xs(ss一 βb)
.7

変 数 の 差 に つ い て 係 数 の 差 に つ い て

変 数

(1)平 均 の 差 (2)平 均 の 差
*文 の 係 数

(3)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(4)係 数 の 差 (5)社 平 均
x係 数 の 差

(6)賃 金 格 差
へ の 貢 献 度

(xs-xb) (xs-xb)ﾟb (2)/0.1583 (βs一 βb) x _s(ﾟs一ﾟb) (5)/0.5184
In(現 在 の 所 得)

金 融 業 ダ ミー
機 械 ・ 機 器 産 業 ダ ミ ー

新 聞 ・放 送 ・出 版 業 ダ ミー
公 務 員 ダ ミー

文 系 職 種 ダ ミー
理 系 職 種 ダ ミ ー

勤 続 年 数

勤 続 年 数 の 二 乗
年 齢
生 え 抜 き ダ ミー

企 業 規 模
成 績

定 数

0.677

0.182

0.054
-0 .101
-o .2ss

O.148
-0 .013

4.864

146.477

7.157

0.051

2254.333
-13 .153

o.02s
-0 .003
-0 .016
-0 .034
-0 .010

0.ooo

O.075

0.042

0.02

0.oos

o.oos
-o .ooa

14.06%

一1 .91X

-10
.33%

一21 .77%

一s .os%

一 〇
.16%

47.46%

26.SOX

45.64%

5.72%

5.51X

-4 .98%

0.034

0.018
-o .osa
-0 .479

0.073
-0 .012

0.034
-0 .002

0.ozs
-0 .259

-3 .50E-07

9.58E'05
-0 .427

o.oos

O.002

-0
,00毛

一 〇
.030

0.049

-0 .001

0.467

-0 .445

重.084

-0
.191

-0 .003

0.004

-0 .427

1,69%

0,3996

-0 ,14%
一5

,77%

9,39%
一〇コ1%

90,15%
一85

,76%

209,10%
一36

.80%
一〇

,55×

0.69%

一82 .29%合 計 0.1583
変 数 の 差

の 差
一

0.5184 ioo.oox
23.39% 　

76.60X
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図1年 齢・グループ別平均所 得
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図2-230～39歳 ・グル ー プ別 職 位
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図2-450～60歳 ・グル ー プ別 職 位
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図4年 齢 ・グループ別勤続年数
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図6グ ループ別企業規模
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第2章 若年期の蓄積 とキ ャ リアの終盤

一大 学教育、移 動、生え抜き役員昇進*一

2-1.序 論

役員職は、少数者だけが手にす ることのできる最終ポス トである。そ こへの到達は会社

員にとって長い昇進競争を勝ち抜 いた成功の証で もある。当然のことながら定年の延長や

年収の上昇 にも繋が り、役員職に昇進できるかどうかは彼 らに とって非常 に重要な関心事

である。 くわえて近年不況が長 引くなか、企業の向か うべき方向を的確 に判断する必要性

が高まるとともに経営者の能力が問われている。彼 らがどのように育成 されるかを明 らか

にす ることは重要な課題 となっている。

一方、キャリアの終盤を考 えるにあたっては、非生え抜き化へ の動 きも包括 して分析を

進める必要がある。なぜな ら、中高年従業員を雇用調整す る際に日本企業は出向という手

段 を持 ってお り、生え抜き役員昇進ができなかった者への次善の処遇策 として出向先でよ

り上の職位 につけることが あるか らである。すなわち、図1に 示すよ うに、役員昇進と非

生え抜きか否かは相互 に関連 してお り、非生え抜き役員昇進 と生え抜き役員昇進を同 じも

の として扱 うことはできない。会社員のキャリアの終盤 を考 える際、役員昇進 と生え抜き ・

非生え抜き同時に考慮す る必要がある。

では、このキャリアの終盤 に影響を与えるそれ以前の蓄積 とはどのようなものであろう

か。第一にあげられるものは、教育、すなわち学力であろう。特に役員昇進がキ ャリアの

視野に入る可能性が高いのは大卒ホワイ トカラーであることを考えると、大学での教育成

果が どのような効果を持っているかを確認 しておく必要が ある。

第二の要因としてあげられるものは、就業後の企業内での経験や訓練である。特に、小

池和男氏の研究に指摘 されるようにOJTに よる効果を考慮 しなければな らない1。すわなち、

会社内で技能 を向上できる良い仕事(goodjob)を 獲得できるか、又は管理職に必要な一般

的な技能 を身に付 けられる幅広い仕事経験ができるかが重要なポイン トになるだろう。

これ らの点を明らかにするには、大学時代 を含めたホワイ トカ ラーの長期 にわたるキ ャ

リアを調査 の対象 としなければな らない。そ こで本稿では、ある国立大学社会科学系学部

の卒業生に配布 されたキャ リア形成に関するアンケー トの個票 を利用 して大卒ホワイ トカ

ラー のキャ リアの終盤 を決定す る要因を分析する。

本稿の構成は以下のようにな る。つづ く第2節 では、キ ャリア分化やその要因の分析を

*本 研究は大谷剛(大阪大学)・ 梅崎修(法 政大学)・松繁寿和(大 阪大学)の共同研究である
。

本研究を作成する上で、日本教育社会学会(2001年10月)の 参加者、中で も村上由紀子

氏(早 稲田大学)か らは有益なコメン トをいただいた。また匿名の レフリー2名 か らも有益

なコメントをいただいた。記 して感謝 を表 したい。本稿 にお ける誤 りは筆者の責任である。

本研究 は 『日本労働研究雑誌』no.517、pp.51-63に 掲載 されている。

1仕 事経験 を通 しての技能形成 と経験 の違いによる個人格差 については小池(1999)に よ
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試みた これ までの研究 を展望 し、十分 に解明されて こなかった問題 と本研究が取 り上げる

課題 を説明す る。第3節 では、分析に応用する推計方法を示す とともに使用するデータを

説明する。第4節 では、推定結果 をもとにキャリアの終盤 における分化 を導 く要因を探る。
'さらに第5節 では

、グループ間の所得 と満足度を比較 しキャリアの終盤の結果を吟味する。

第6節 は、まとめである。

2・2.先 行研 究 と本 稿 の課 題

先述のように、誰が役員に昇進できるかは極めて重要な問題であるが、実 はそこまで視野

に入れた昇進分析 は限られている。浦坂 ・西村 ・平田 ・八木(2002)は3私 立大学の経済学部

卒業生を対象に数学能力がキャリアに与える影響 を分析す る際に、経営者 ・役員 を1つ の

職位 区分 として扱 い分析の範囲に含んでいる。また、松繁(2qo2)も 同様 に、国立大学の社会

科学系大卒者 を対象 に英語力と昇進および所得の関係 を分析す る中で役員 をカテゴ リー と

して職位 に含んでいる。 これ らは、大学での成績と昇進の間に正の相関があることを発見

した。ただ し、両研究 とも特に役員昇進に焦点を絞っているわけではない。また、縦 の移

動のみを考察 してお り就業後 の横の移動や生え抜き ・非生え抜きの問題は扱 ってはいな い。

その他の昇進をあつかった研究 も、部長までのキ ャリアや役員間の差のみを分析 したもの

であ り、部長 と役員の分かれ 目に焦点を絞った研究 はこれ まで行われていない2。

生え抜き ・非生え抜きの重要性を指摘 している研究 としては、まず小野(1989,1997,1998)

の一連の研究があげられる。そ こでは、生え抜 きは非生え抜 きよ り昇進 スピー ドが早 いこ

とや上位職位へ登用 される確率が高いことな どが明 らか にされている。 また、野田(1995)

も、大企業では勤続が 中小企業では外部経験年数が大 きく影響す ることを発見 し、 これは

大企業では内部昇進が支配的であり中小企業では出向役員が多いことの反映であるとして

いる。また、出向 を正面か ら取 り上げた社会経済生産性本部(1996)は 、出向によ り職位は1

ランク上昇 し満足度 も上が るが賃金は低下するという興味ある事実を示 している。ただ し、

そ の原因 につ いては分析がおよんでいない。

つぎに、,キ ャ リァの終盤の結果 を説明する要因に関する議論 を振 りかえってみよう。ま

ず、教育の効果である。教育に関す る変数の効果を推定する際 に留意 してお くべきは、古

くか ら指摘 されている個々人の能力や生来の才能を把握できな いために、成績、学歴、訓

練などの変数の効果 を推定 しようとする際に生じる能力バイ アス(abili七ybias,)の問題で あ

る3。 この問題への根本的対処は極めて難 しいが、一つの対処方法 としてはできるだけ分析

対象の能力に関係する属性 を同一にす ることである。

る説明 が ある。

2今 田 ・平 田(1995)、 大 竹(1995)、 竹 内(1995)、 冨 田(1992) 、松 繁(1995)は そ れぞ

れ1社 の 、OhashiandTeruyama(1998)で は2社 の企業 内昇進 に関す るデ ー タを利 用 して

部長 までの 昇進 を分析 して いる。一 方、役 員 のみ を対象 と した分 析 と して は、、野 田(1995)、

橘 木(1995)、 柿澤 ・松 繁 ・他(2002)が ある。
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先述の浦坂 ・西村 ・平田 ・八木(2002)も 、「… 特定大学 ・学部出身者の分析対象を絞 り込

むことによって、数学以外の知識や能力のかな りの部分を統制… することが可能 となる。」

としている。また、松繁(2002)も 同様の理由か ら、特定の大学の特定学部卒業生のみ を分析

対象 として選んでいる4。 したがって、本研究でもこれ らの先行研究 と同レベルの分析対象

の絞込みを行 う5。

また、同 じ変数であっても大学問で意味が異なる場合がある。特に大学教育の成果 とし

て成績を指標 とするような場合は、成績の付け方や学生の レベルが大学間で異なっている

ことを考 えなければな らない。 この意味でも、同一大学 ・同一学部に調査対象を限定 した

ほうが望 ましい。また、 こうす ることで労働市場への出口を統一でき、まず初期状態 を絞

り込んだ後 に、以後キャリアが拡散 していく過程を観察することになるという利点もある6。

企業内の移動経験 に関す る研究は、「キャリアの縦 と横」の議論を中心に、小池(1991)、 小

池 ・猪木(1987)に 代表されるような数多 くの研究がある。た とえば海外 においては、Forbes

(1987)が 従事 してきた仕事の数 と昇進には正の関係が あることを示 しているし、Sheridan

etal(1990)も 同様の研究を行っている。日本国内では、村上(1997)が 早稲田大学の卒業生を

取 り上げ、技術者の課長へ の昇進スピー ドと移動の関係を分析 し、経験職務の数(職務 問異

動回数)が 多いほど、課長への昇進スピー ドは早いことを発見 している。今野(1991)も 、技

術者の分析において、部長昇進 している者 は他の者よ りも、勤続5年 目前後と勤続15～16

年 目に業務変更 を伴 う移動を多 く経験 していることを明 らかにした。また松繁(1995)も 、あ

る企業 内のキャ リアデータを分析 し、単 なる移動回数ではな く、移動の時期 と移動 の種類

が昇進 を分析す る際に重要であるとしている。さらに永野(1992)は 、ホワイ トカ ラーの出向

を包括的 に調査 し、中高年層で多い出向 と若年層で多い出向が ある こと、さ らにそ の内容

にも差があることを示 した。

なかで も前掲 のOhashiandTeruyama(1998)や 松繁(1995)は 、下位職位の昇進 を分析

の対象 にし、若 い時期の事業所間移動が昇進に影響することを発見 した。幅の広い移動が

技能 と経験の幅 を広 げていることを検証す るとともに、従業員問の能力差の顕在化 とそれ

3Griliches(1977)、Wills(1986)、Card(1999)等 を参 照 。

4そ の他 、分析対 象 を 同一大 学 や 同一学部 に限定す る とい うアプ ロー チ を取 った もの と して、

梅 崎(2000)、 大谷(2003)、 大 谷 ・梅 崎 ・松 繁(2003)、 竹 内編(1995)、 村 上(1997)

が あ る。

5一 方 、広 範 囲 な調査 を利用 した研 究 は い くつか存在 す る。竹 内(1990)、 日本 労働研 究 機i

構(1996)や 黒澤 ・玄 田(2001)は 、教育 水準 の高 い もの ほ どよ りよ い仕 事 に就 け る こと を示 し

て い る。 た だ し、 これ らの研 究 で は、大 学教 育 に対 す る詳細 な情 報 とキ ャ リアへ の効 果 は

分析 され て いな い。苅谷(1991,1993)は 入 職 まで を主 に分 析 して い るが、就 業後 のキ ャ リア

まで は分析 範 囲が 延 ばされて いな い。竹 内編(1995)や 松繁(2000)で は、就業 後 のキ ャ

リア も分析 範 囲 に含 まれ て いるが 、役員昇 進 まで は延 長 されて いな い。

6浦 坂 ・西村 ・平 田 ・八木(2002)で は対象 とな った3大 学 のいずれ において も、学 業 成績 を

「上位 」、 「中 の上」、 「中位」、 「中 の下」、 「下位」の5ラ ン ク階 で測 って いる。 同 じラ ンク で

あって も大 学 問 に差異が 生 じる可 能性が あ るが 、そ の調整 は な され て いな い。
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による処遇の違いがかな り早い段階で生 じている可能性 を指摘 している。

以上の先行研究の示唆を踏まえ、本研究ではキャリアの終盤 まで分析対象を延ば し、そ

れまでの移動経験、特 に若年期の移動の効果 に注 目す る。

2・3.推 定 モ デル と使用 デ ー タ

2.3・1.推 定 モ デ ル の説 明

先 に述べたように、キ ャリアの終盤 を分析するには、キ ャリア形成の同時期に起 こる役

員昇進 と出向などの非生え抜 き化を一括 して扱 う必要 がある。 これ ら相互 に関連する事象

を被説明変数 として同時に分析するには、そのような分析に適 したbivariateprobitを 使用

する必要が ある7。 はじめに、推定に使用されるモデルを以下で説明する。

ホ ヒ
}～=β1x+ε1】4=1ゲ}1>0,

Yl胃Ootherwise

Y2'属 β}x+ε2}ち=1ゲ ぢ>0,

Y』 冒Ootherwise

E(ε1)=E(・,)=0,va・(・ 、)=var(・ 、)ニ1,・ ・v(・1,・ 、)=ρ

ここでガ,ぢ は、それぞれ役員昇進に必要な能力や要件、非生え抜き化 しな いために必要な

能力や要件で ある。 これ らは、実際には観察 されない値であ り、実際に観察され るのは役

員昇進 したか どうかを表すYiと 生え抜きのままとどまったか どうかを表すYZで ある。また、

説明変数であるxの 中に、先に議論 した大学での成績や20歳 代、30歳 代、'40歳 代の種々

の移動 に関する変数な どが含 まれる8。

対数尤度関数は、

'・L=Σ1・ Φ・叫 恥 ・・1)

とな り、 これを最大化する,fsと ρを求 める。ただ し、 Φ、は2変 数標準正規分布関数

(bivariatenormaldistributionfunction)で あ る 。 ま た 、

%=%β ノ殉

g{ノ=2}㌃ 一1竃1if}㌻ 凌1

7よ り詳細な議論についてはGreene(1997)を 参照のこと。

8後 述のように、分析対象は50歳 か ら65歳 に限 られる。た とえば現在50歳 の者 と59歳

の者は50歳 代 になってか らの経過時間が異なるために当然異動経験 が異なる。したがって、

完全に外生変数として用 いることのできるのは、40歳 代までの異動であ り、それ らを説明

変数 として用いる。
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=一1

ホ
ρi=qilqi2ρ

ify}=0(1ニ1,2)

で ある。

分析の 目的は、ρ≠0と 成績変数の係数 β越績≠0と 移動変数の係数ﾟノ移動≠0を 検証す る

ことである。まず、ρ≠0が 棄却 されないケースにおいては、役員昇進 と出向な どの非生え

抜 き化を一括 して扱 うことが統計的にも支持されることになる。さらに、β越績 ≠0で あれ

ば大学での成績が、また βノ移動≠0で あれば移動がキ ャリアの終盤 に影響を与えていること

にな る。

2・3・2.使 用 デ ー タ

ここでの分析に使用 されるデータは1998年 にある有名国立大学社会科学系学部(以 下A

大学B学 部 とする)の 卒業生に配布 されたアンケー ト調査 を元に作成された ものである。

アンケー トは約6000名 に郵送され、郵送によ り回収 された。回収率は約20%で あった。

分析では、部長か ら役員への昇進 を見 るために職位 は部長以上の者 を選択 し、世代や年

齢背景をできるだけ統一するために彼 らのうち年齢が50～65歳 の者に限った9。 また、生

え抜 き昇進や出向を議論するために、その対象 とはな りにくい自営業主 もしくは家族従業

員 を排除 した。各人のキ ャリアに関する情報は回想法 にて収集されている。

このデー タの持つ利点は以下のようにまとめ られる。

1.こ れまであま り分析されなかった部長から役員への昇進 を扱 うことができる。

2.同 時に生え抜きか否かを区別する ことができる。

3.学 部在学中の成績や 当該学部への合格確率 に関する情報を利用できる。

4.単 なる移動回数が把握できるだけではなく、移動の種類 と時期 を区別 し、キャ リアの

終盤 との関係を捉 えることができる。

5.特 定大学の特定学部卒業生か ら得 られたものであるため、学歴や学校歴あるいは専攻

の違いによる属性の差異が存在せず、能力や教育背景がかな りコン トロール されてい

る10。

9全 役員お よび部長を対象 とした場合であっても、平均年齢や年齢分布は本研究の分析で使

用 された50～65歳 のそれ と概ね一致 して いる。また、65歳 定年制度の存在 を考えて上限

を65歳 とした。この年齢層で部長とそれ未満の者 はかな り属性が異なる可能性があ り一括

して扱うことはできない可能性がある。 したがって、後者は割愛 し部長 と役員 とを比較す

ることとした。
10広 範囲な大卒を対象 とした調査の場合、十分な数のサ ンプルが回収 された大学 ・学部に

関 しては、野田(1995)や 松繁(2000)が 行ったようにダミー変数を使用することで大学 ・
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すなわち、 これ まで同じ調査でデータセッ トを作成する ことが困難であったゆえに試み

られなかった役員昇進 ・生え抜きと移動や成績 の関係を包括的に分析することが可能 とな

る。

2・4,キ ャ リア の終 盤 を決 定 す る要 因

2・4-1.変 数 の 説 明 と予測 され る結 果

分析の対象 となる50・65歳 のキ ャリアの終盤にいる者たちは、役員昇進 と生え抜き ・非生

え抜きの2軸 で選別 されるので、図1の ように、生え抜 き役員、非生え抜き役員、生え抜

き部長、非生え抜 き部長の4つ に分 けられ る。 このようにともに関連 しあう役員昇進と非

生え抜き化 を同時に分析する ことを可能 とした上で、4グ ループに分化 をもた らす要因につ

いて分析 したい。

なお、4グ ループは以下の基準で分類 されている。まず、役員 と部長の区別であるが、調

査時 にお いて取締役以上を役員 とし、他 は部長 とした。生え抜きは出向も転職 も経験 して

いな い者、 もしくは出向経験があった としても元の会社に戻ってきている者 と定義 した。

つ ま り、調査時 に元の会社に勤務 している者で ある。非生え抜きは出向 したまま元の会社

に戻 って こなかった者 と転職 していった者である。

被説明変数は、この分類の2軸 にそ ってつ くられた役員ダミー変数 と生え抜 きダミー変数

で ある。すなわち、前者は取締役以上であれば1、 それ以外であれば0の 値を、後者は生え

抜 きな らば1、 それ以外な らば0の 値 をとる。これ ら二つの分化は同時に生 じる可能性があ

るために、分析には、先述のようにbivariateprobitを 使用する11。

説明変数 としては、 まず教育に関す る変数があげられる。具体的 には、学部時代の 「優」

の割合を聞いた12。これは大学教育 における教育の蓄積 またはそ こで測 られた能力を表す変

数であ り、人的資本理論等の議論か ら予想される昇進 に対す る効果 は正である。ただ し、

学 部 間の相 違 をあ る程 度 コ ン トロール す る ことが可 能で あ る。 しか し、 この よ うな処理 を

行 っ て も、切片項 お よび交 差項 を取 っ た場 合 はそれ らを含 む一 部 の調整 を行 って い るのみ

で 、そ の他 の変 数 にかか る係数 は大 学 間また は学部 間で 同一 で ある と い う制約 を課 して い

る点 で限 界が ある。 一方 、本稿 の よ うに同一大 学 ・同一 学部 を対 象 に調査 を行 えば 、サ ン

プル属 性 をで きるだ け統一 す る こ とが でき る。 この場合 、推定 に厳 しい前 提 を置 く ことに

はな らな い とい う長 所が あ るが 、他 の場合 も同様 の結果 を生む保 証が な い とい う短所 を持

つ 。 した が って、結 果 の一般性 を確 保 して行 くには、 同様 の作業 を他 の対 象 で も行 って い

くこ とが 求め られ る。す なわ ち、 これ らの2つ の アプ ローチ はそれ ぞれ の長 所 と短 所が 裏

返 しにな って お り、補完 的な作 業 で ある といえ る。

11本 研 究 のよ うな分析 を行 うた め にはmultinominallogitも 使用 で きる よ うに思 われ る。

ただ し、本研 究 の分析 で はIIA(independencefromirrelevantalternatives=無 関係 な選択

肢 か らの独立 性)の 条 件が成 立 して いな い(Greene(1997)、 牧 他(1997)).

12分 析 に使用 され る主な変 数 の基 本統 計量 は表A-1に 示 され てい る。 学部 時代 の 「優 」の割

合 に 関 して は 、平均54.6%、 標準 偏差26.5%、 最低0.0%、 最高100.0%と な ってお り、 か

な りの ば らつ きが あ り、か つ、常 に 「優 」が とれ る とい う評 価が な されて いるわ けで はな い

こ とがわ か る。
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生え抜きか否か に対す る効果は定かではない。

また、大学以前の進路指導でのA大 学B学 部への「進路ア ドバイス」に関する設問 もある。

進路 ア ドバイスはいわば大学入学の前段階までの教育の蓄積 を示す変数であ り、昇進 には

正の効果 を持つ と推測される。 この変数は、大学入学以前に どのようなア ドバイスを得た

かを5段 階で数値化 したもので、「合格する確率はかな り低い」とア ドバイスを受けた者は

1、 「低 い」な ら2、 「五分五分である」なら3、 「高い」な ら4、 「かな り高い」な ら5、 とな

っている。成績 と同様に、昇進への効果は正と予想 され る。生え抜きか否か に対する効果

は明 らかではない。

次 に、キャリアの各段階での移動で ある。何歳のときの どのよ うな移動経験が昇進や生

え抜きにどの程度影響を与えるのであろうか。そのために、年代別 に事業所 内の部内異動

回数、事業所間異動回数 をとる。特に、本研究の興 味か ら30歳 以下での移動に注 目したい。

また、出向戻 りダミーも利用する13。これ らの変数の係数は正 とも負とも予想される。

さらに、現在働いている会社の従業員数である。先にも述べたように、永野(1992)や 社会

経済生産性本部(1996)に よれば、規模が大きいと考え られ る出向元よ りも規模の小 さい出向

先に移動 した場合、職位が1ラ ンク上昇することが示されている。また従業員数が少ない

とい うことはそれだけ競争相手も少ないということであ り、昇進がよ り容易 になるとも考

え られ る。 したがって、予想 される企業規模 の昇進への効果 は負である。生え抜きか否か

への効果は、出向の流れが一般 に大企業から中小企業で ある ことを考えれば、負になると

考え られる。

最後 に年齢である。歳 とともに経験 を積み重ねることによ り生産性 を高め、そ のことが

昇進 にも役立つ と考えられ る。よって昇進への効果は正で あろう。一方生え抜きか否かへ

の効果は、年齢 を重ねるごとに出向や転職を経験す る者は増加するために負 と考え られる。

2・4・2推 定 結 果

推定結果は表1に 示されている。(1)は キ ャリアの終盤 に影響 を与えると思われ る全ての

変数 を含んだ結果 であ り、(II)は 尤度比検定により有意では無い可能性の高い変数を落 と

した結果を示 している。以下では、統計的精緻化後の(II)の 結果について説明す る。

まず、役員昇進 と生え抜き ・非生え抜きの動きが相互に関係するか どうかをみてみよう。

尤度比検定の結果、p=0は 棄却 される。すなわち、役員昇進と生え抜き ・非生え抜き化は

相関 を持ち、役員昇進 と生え抜きか否かは同時 に推定されるべきであることがわかる。

13ア ンケー ト調査では直接的 に出向戻 りの有無を聞いて いない。そこで、以下の どれかの

条件 を満たす ものを出向戻 りとみなした。

1.「学校卒業後初めての入社年」と 「今現在の会社への入社年」が同じであ り、かつ出向を

経験 したことがあると答えた者、

2.「学校卒業後初めての入社年」 と 「今現在の会社への入社年」が異なってお り、 「転職経

験」がなく、かつ出向回数が3回 以上の者、

3.「転職経験」があり出向回数が2回 以上と答えた者。
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次に、どの説明変数がキ ャリアの終盤 に影響をもつかを見てみよ う。特に注 目す るのは、

教育変数である。役員への昇進 に対す る結果か ら見てみよう。大学での成績 および受験時

の進路 ア ドバイスは正の効果 を持つ ことが示された。結果 は予想 どお りであるが、同一大

学 ・同一学部に学歴を統一 して も卒業生の間 には差が生 じてお り、大学での成績や大学進

学前の学力という人生の早 い時期の教育 に関する変数がキャ リアめ終盤 にお ける結果 と相

関 を持つ事実は注 目に値す る。

続 いて、移動 に関する結果である。30歳 未満の事業所間異動回数が正で有意 となった。

先行研究の議論 にそ うと、事業所間の移動は仕事の幅 を広 め、昇進に必要な能力を高めて

いることになる。特に、若年期の移動 の差がキャ リアの終盤 にまで影響を与えている。キ

ャ リアの早い時期でのちのちまで影響を及ぼす差異が観察 され ることを意味 している。

従業員数は負の効果 を持つ。従業員数が多いほ ど競争が激 しく、昇進が難 しいことを示

していると考え られる。年齢 の効果 は正である。経験を積 む ことで能力を高め、それが昇

進 の機会を増 していると考え られる。

次 に・生え抜 きか否かの推定結果を見てみよ う。成績 の係数は負であった。ひとつの解

釈 として、成績の高いものがキャリアの初期時点で専門的職種 に転職を している可能性が

ある14。 しか し、残念なが ら本研究の使用データか らは、この結果 に十分な説明を与えるこ

とができない。今後の課題 としたい。

出向戻 りダミーが正で有意 となった。過去 に一度出向 した者はキャ リアの終盤 において

は生え抜きとして留まる可能性が高い。かつての出向を通 じて蓄積 した技能や構築 した出

向先 との関係が元の会社で役立つ と思われる。最後に、従業員数 と年齢 は予想通 りそれぞ

れ正で有意、負で有意 という結果を得た。

以上、主な推定結果をまとめ ると、まず役員昇進 につ いては、教育 に関連 した変数とし

て大学時代の成績 と大学への進路ア ドバイスが役員昇進に対 して有意 に効果があることが

確認 された。また、企業内の移動経験の変数では、特 に30歳 未満の移動経験のみが役員昇

進 に対 して有意であ り、30歳 以降の移動は有意 にな らないことが確認できた。 この二つの

推定結果 よ り、役員昇進 に対 して若年期の蓄積がキャ リアの終盤 まで効果を持ち続 けるこ

とがわかる。つぎに、生え抜き ・非生え抜 きについては、成績の効果 は負で あった。成績

が高いほど非生え抜き化する といえる。また、企業内の移動経験の変数では、出向戻 りダ

ミーが正で有意である。

2・5.グ ル ー プ 間 比較

前節では、キ ャリアの終盤の分化 を導 く要因について分析 した。続 けて本節では、所得

と満足度 に関 して4グ ループ間の比較をお こな う。特に生え抜き部長と非生え抜き役員の

14た とえば、企業に就職後、キャリアアップのため大学 に戻 りそ の後再就職す るケースや

公務員試験や公認会計士試験などを受け、転職 をする可能性 もある。 この大学の特性を考

慮す ると、この可能性は高 いと考 えられる。
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差異には注意 を要す る。所得と満足度は重要な変数であり、それ らに関 してグループ問に

どのような差が生まれるかを確認 してお くことは、キャリアの終盤での差異の意味を考 え

るうえで当然重要な ことと思われる。

分類軸の一つは生え抜き ・非生え抜きであ り、非生え抜き化 した場合、会社 を変わるわ

けであるか ら、4グ ループ問の所得 と満足 に関する序列は自明ではない。先述のように、こ

の問題 に関する実証研究は社会経済生産性本部(1996)だ けであ り、この調査では出向によ り

非生え抜き化する ことは賃金 を低下させるが、職位 を1ラ ンク上昇させ満足度 も上昇する

ことを示 している。 これは、本稿の4グ ループに対応させると、生え抜き部長か ら非生え

抜き役員への動きに対応する15。社会経済生産性本部 の結果が当てはまるとすると、生え抜

き部長 と非生え抜き役員を比較 した場合、所得では前者が、満足度では後者が高くな るは

ずである。はたしてその通 りの結果が得 られるであろうか。

まず、推定で使用 される所得 と満足度の変数 について説明 しよ う。所得 は前年度の年間

税込所得である。満足度は、「あなたは現在就いている仕事にどの程度満足 していますか」

という質問に対 し 「かな り不満がある」と答えたものを0、 「あま り満足 していない」と答

えたものは1、 「まあまあ満足 している」と答えたものは2、 「とて も満足 している」と答え

た ものは3と 数値化 した。

表2に は、それぞれの年齢、年間所得、満足度および現在勤めている会社の従業員数が

記述 されている16。年間所得の平均値に関しては、生え抜き役員、非生え抜き役員、生え抜

き部長、非生え抜き部長の順 に高 い。すなわち、社会経済生産性本部(1996)の 結果に比べる

と、非生え抜き役員 と生え抜 き部長の順番が逆である。また、満足度に関 しては、生え抜

き役員、生え抜き部長、非生え抜き役員、非生え抜き部長 の順にな り、 ここで も非生え抜

き役員と生え抜き部長の順番が逆 になっている。 さらに、従業員数 に関しては、役員にお

いて も部長において も非生え抜 きの方が少なくなっている。これ は出向の流れが、大企業

か ら中小企業であることを示すものと考え られる17。

さて、単純 に平均 の差を見 るだけでな く、他の事情 をコン トロール した うえでも各グル

ープ問に統計的 に有意な差が観察 されるだろうか。以下では この点 を確かめる。グループ

間での差 を見るために所得 と満足度の推定式 に、生え抜 き部長ダ ミー、非生え抜き役員ダ

ミー、生え抜き役員ダミーを含み、それ らの係数間に差があるか どうかを検定するis。基準

15も ちろん、本稿の非生え抜 き化は出向だけでな く転職 も含む ことに留意す る必要がある。

ただ し、数少ない先行調査 として本稿の分析結果 と比較する価値はあるだろう。
16従 業員数 については、9段 階に分けた従業員規模数の中間値 を取 っている。ただし、ア

ンケー ト上の最大従業員数 を示す、「10000人 以上」については従業員数を15000と した。

17ま た、平均年齢 は生え抜きの方が若い。つまり同じ職位 に到達す るのに、生え抜きの方

が早 く昇進する可能性 を示 している。この点は前掲 の小野(1997、98)の 研究 と一致す る。
is4グ ループへの分化は、前節では被説明変数として扱われている。そ こで、それ らの内

生性を確かめるために表1の(II)の 推計値を用いHausman検 定を行った。結果、所得分析

については、帰無仮説が棄却 されたため以下の推定では推計値 をダミー変数 として使用 し
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とな るグループは非生え抜き部長である。また、基準グループを建 設業 とした産業ダミー

と19、その他所得 と満足度 に影響を与えると考え られる説明変数 も含む。 くわえて、通常所

得 は企業の従業員規模 に大 きく影響を受けるため、所得の推定にお いてのみ(生 え抜き部

長ダ ミー ×従業員数)、 ゴ(非生え抜き役員ダミー ×従業員数)、(生 え抜き役員ダミー ×従業

員数)と いった従業員数 との交差項 も使用する20。

表3は 、年間所得の自然対数を被説明変数 として推定を行った結果である。推定(1)は 使

用可能な説明変数 をできるかぎり含んで推定 した結果 であ り、推走(II)は(1)に おいてP値

の高か った変数 を除去 して同様の推定を行った結果である21。注 目に値するのは、生え抜き

役員ダミーと非生え抜き役員ダ ミーは若干P値 が高 くなったが、正 の効果 を示 しているこ

とである。係数の値 を比較すると生え抜 き役 員ダ ミーの方が高い。ただ し.両 方の係数が

等 しいとする帰無仮説は:F検 定の結果、P値=o.55と な り棄却 されない。つ まり、他の条

件 をコン トロールすれば生え抜き役員と非生え抜き役員の所得の間に差はない。また(非

生え抜き役員ダミー ×従業員数)の 係数が正で有意である。つ まり非生え抜 き化 して も、

そ こでの企業規模が大きければ所得はよ り一層増加すると解釈できる。

他 の属性をコン トロール した後の所得 に関する結果 を図1の 区分に従ってま とめると、

(A)生 え抜き役員=(B)非 生え抜き役員〉(C)生 え抜 き部長=(D)非 生え抜き部長

とな る。 これは、出向により一般的 に職位 が上がって も所得が下がるとい う社会経済生産

性本部(1996)の 結果 と異なる。最 も可能性 の高い理 由は、従業員規模 の差 による所得差であ

ろう。表3の(II)で は従業員数の係数は正である。すなわち、従業員規模が大きく(小 さ

く)な れば所得が上がる(下 がる)。 表2に 示 され るように生え抜き部長の企業の平均従業

員数は8648.8人 であ り、非生え抜き役員のそれは1090.3人 と後者の方が著 しく少ない。

この差によ り、非生え抜き化 した場合に所得の減少が起 きていると考え られる。

他方、満足度 に関す る推定結果は表4に 示 してある。被説明変数は満足度を表す0か ら3

までの質的変数であるので、オーダー ドプロビッ ト推定 を行 った。説明変数の選択手順 は.

表3と 同様である。ただ し、所得 と異な り満足度 に関 してはグループダミーめ効果が従業

員数の差 によって変化するとは考えにくいので、 グループダミーと従業員数の交差項は推

定に含めなかった。(1)で できるだけ多 くの説明変数を用いて推定 を行い、ついで(II)で不

た。一方、満足度分析 については、帰無仮説は棄却 されなか ったため推計値ではないダ ミ
ー変数 を使用 して分析を行 った。
i9農 林水産業 に従事するものはいなかったのでこの分析 には含まれていない。

20こ こでのダミーも表1の(IDか ら得 られた推計値である。

21除 去された変数は、生え抜き部長ダミー、(生 え抜き部長ダ ミーX従 業員数)、(生 え抜 き

役員ダミー×従業員数)、 それに全ての産業ダミーである。 これ らの変数全ての係数が0で

ある という制約 をおきF検 定を行 うと、P値=0.70と な り帰無仮説は棄却されなか った。
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必要な変数を落 とした22。なお説明変数 として入れ られた所得の対数値は、表3の(1)か ら

得 られた予測値である。

表4の 推定 において、生え抜き部長 ダミー、非生え抜き役員ダミー、生え抜き役員ダミ

ーは有意ではなか った。 この ことは、満足度 に関 しては4つ のグループ間で有意な差が見

出されな いことを意味 している。 この結果 も、出向 によ り満足度が上が るという社会経済

生産性本部(1996)の 結果 とは異なる。

表3と 表4の 結果は、非生え抜き役員化す る場合、企業規模が大き く減少することで所

得が下がる可能性 を示 している。一方、仕事の満足度はかな らず しも減少す るわけではな

いことがわかった。

両者の結果の違 いは、データの性質 の差による可能性 もある。社会経済 生産性本部の研

究 は移動 した本 人に前職 と比較 して満足度や所得が どのように変化 したかを聞いている。

したがって、本人の属性はコン トロール された上で仕事が変わった ことの効果 を捉えて い

る。 しか し、企業規模の差や産業の違いを十分に考慮できて いない。一方、本稿では異な

るグループ問の比較 に過ぎないために正確 に本人の属性 をコン トロール しきれな い欠点を

持っが、従業員規模や産業などの変数は推定に含めている という違いが ある。今後、パネ

ルデー タな どを整備 し、本人属性が コン トロール されかつ移動によって生 じる環境変数の

変化 も考慮された分析 を行 う必要がある。

2・6.結 論

本研究では、ある大学の卒業生に配布 されたアンケー ト調査を利用 しで、以下の3つ の

点に焦点 を絞 り、キャリアの終盤を決定す る要因を分析 した。第1に 、部長か ら役員への

昇進 を分析す るだけでな く、「生え抜 き」か 「非生え抜 き」かの区別 を同時に考慮 して問題

を考えた。第2に 、キ ャリアの終盤に起きる分岐 に大学時代の成績が与える効果を測定 し

た。第3に 、企業内移動経験の効果を測るために、いつ、 どのような種類の移動が生じた

のか という問題 と後 の役員昇進の関係 を見た。

本稿 の前半で は、キ ャリアの終盤 において、生え抜き役員、非生え抜き役員、生え抜 き

部長、非生え抜き部長の4グ ループに分化する要函を推定した。推定結果 をまとめると、

役員昇進に関 しては、成績や対象学部への受験 に関する進路ア ドバ イスが影響 を与えるこ

とが明 らか になった。また、30歳 未満の事業所間異動回数 も影響を与え る。要す るに、若

年期の企業 内移動経験が影響を与え、高齢 に達 した時の移動経験は影響を与えない。さら

に、生え抜 き ・非生え抜きに関しては、成績 が負で有意である。以上の推定結果か ら、キ

ャ リアの終盤 にお ける分岐がかな り若 い時期 の蓄積に影響 を受 けている ことがわかった。

特 に、企業 内キャ リアの最終ポス トである役員への昇進に対 して若年期 の教育経験や仕事

経験が影響を与える といえる。

22排 除された変数のすべてが0で あるという帰無仮説はカイニ乗検定 によ りP値=0.80で

棄却 されなか った。
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さらに本稿では、 この4グ ループ間で所得 と満足度の比較 を行った。推定結果は先行研

究と異なるものであった。 まず所得 については、生え抜 き役員 と非生え抜 き役員の間に差

異がない こと、また生え抜き部長 と非生え抜き部長の間 にも差がな いことがわかった。 し

か し、前者 の2グ ループすなわち役員は、後者の2グ ルー プすなわち部長よ りも所得が高

いことが確認された。ただ し、非生え抜 き化 によ り企業規模が著 しく小 さくなるようなと

きは、所得が下がる可能性が示された。

一方
,満 足度に関 しては4グ ループにおいて統計的 には全 く差が見 られなかった。また、

非生え抜き化に伴 って企業規模が小さくなった場合でも、仕事の満足度が減少す るわけで

はないことが確認 された。

本研究の発見は、1大 学1学 部卒業生を対象に した分析結果である。 このサ ンプルは、属

性が調整 されて いるという大きな利点 を持つ反面、結論の汎用性 において問題があること

も事実で ある。今後、調査対象を広げた同種の事例研究が進め られる必要があるだろう。

また、それによ り、それ らの差異すなわ ち学校歴によるキ ャリアの違 いを分析する作業 に

移 ることが可能 となる。先行研究か らも学校歴は差異を生み出す最 も大きな要因の一つと

予測 され、その効果を測ることによって本稿で取 り扱ったキャリアの終盤 の結果 を決定す

る過程のかな りの部分が解明される。今後 に取 り組 まれるべき極めて重要な課題で ある23。

23こ の点は、査読者より指摘 を受けた。適切なア ドバイスに感謝す る。
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表1日幅醐=よ る推定
(1) (皿)

説羽変数 徹説朋変数 CoeF. 酬ゴ Coef. P掴

囎 0.007 o.oas QOO7 o.05s

進略アドシ督ス α387 o.aoo Q336 0001

30翻 講事新 撰 副!回数 ﾟ299 0133

3D桐39襯 徽 激 一�138 Q5ﾟ2
・40図9歳事業所欄 回数

'

Q260 0332

役員タ嘗一 30歳菊満事業所摺撰動回数 Q291 0127 Q423 0011

役員な沼ま1、音隈;ゆ 30～39歳事業所匿顕鋤回牧 一〇〇〇1 ossa

40図9歳事業脈綴 回数 Q127 Q289

出向屍汐ミー aols Q954

総 aaoo 0000 一1.10EO4 QOOO

轡 Q168 0000 Q166 0000
.定数貢. 一1α㎜ o.aoo 一10.533 o.aoo

瀬 一QOO7 QG脇 一〇〇〇7 ooeo

進路アドシ薪ス
一Q139 Q164

30歳菊満事業所体撰動回数 Q160 oaao

30～39歳事業所休戻動回数 QO47 o.8a

40-M49歳事舗 印 撰動回数 一QO78 am

生え抜i…タミー 30歳茉舗1吊 顕劉回数 ooas Q745

生え抜きならば1、その他調 30^一39歳事業所階顕働回数 α008 0.951

40^X19歳事業所階顕動 亘数` Q101 Q392

出司戻りタミ晶 Q616 0.007 Q580 QOO7

襯 QOOO 0000 1.60EO4 o.ooo

鱗 一Q
.i15 0000 一Q116 oaoo

定数頃 膂SO 0000 5751 QOOO

鋤 し数 273 273

V劇dc面2 140230 145140

Rrob>c同2 QOOO QOOO

Lnglikdihood 一196 .655 2111.172

f�eifhoodraliotsstofr�=0 chi2(1)pr>chi2 chi2tl)pr>chi2
9200.00 929QOO1

帰無仮説 chi2(13)pr>chi2

未使用変数刎系数=0 8.68Q80

表2役 員・部長 、生 え抜き・非生 え抜きに関する基本統計量

全サンプル50-65歳
年齢 年齢 年間所得 満足度 従業員数(企業規模)

生え抜き 非生え抜き 生え抜き 非生え抜き 生え抜き 非生え抜き生え抜き非生え抜き 生え抜き 非生え抜き

役員 平 均57:959.158,0 59.9 2309.1 1644.9 3318 3.096 5282.8 1090.3

標本 数302冒422

標準 偏差6.2ss3.8

最小値453251
最大値707564

冒69

3.5

50

65

22
870.5

1050

3750

冒68

885.6

150

3750

2z

o.an

3

4

166

0.635

1

4

22F

5760.0

65

15000

168

2022.3

3

15000

部長 平均51.753.653.6 56.9 1500.9 1138.3 3107 3.059 8648.8 2531.8

標本数815256

標準偏差4.08.256.9

最4、値443250

最大値606765

34
4.5

50
65

55

333.8
1050

2250

32

517.4
250

2250

56
0.593

2

4

34
0.649

1

56
5412.2

200

15000

34

4854.0

18

15000

注)ここでのサンプルは、自営業主と家族従業員以外の人々である
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表3所 得分析
(1) (II)

ln年 間所 得 Coef. P>iti Coef. P>ltI

生え抜き部長ダミー

非生え抜き役員ダミー

生え抜き役員ダミー

生え抜き部長ダミー ×従業員数

非生え抜き役員ダミー ×従業員数
生え抜き役員ダミー ×従業員数

年齢

従業員数

製造業ダミー
卸売り・小売り・飲食店ダミー

金融 ・保険 ・証券業ダミー
不動産業ダミー

運輸 ・通信業ダミー

電気 ・ガス・水道・熱供給業ダミー

その他産業ダミー
定数項

一〇z2s

O.22

0.442

3.80E-05

1.88E-04

2.23E-05

-0 .025

-4 .04E-06

0.120

-0 .014

0.200

-0 .119

0.196

x222

-0 .154

8.307

0.757

0.531

0.483

0.725

0.166

0.858

0.096

0.971

0.134

0.896

0.093

0.470

0.112

0.407

0.599

0.ooo

、

0.396

0.559

1.55E-04

-0 .027

2.89E-05

8.349

0.109

0.158

0.ooo

O.040

0.010

0.ooo

サ ン プ ル 数

F検 定

Prob>F

R-squared

AdjR-squared

RootMSE

278

4.76

0.00

0.21

0.17

0.49

278

12.57

0.oo

O.19

0.17

0.48

帰無仮説 F(10,262)Prob>F

非生え抜き役員ダミーの係数
=生 え抜き役員ダミーの係数

0.880.55

未使用変数の係数=0 F(1,272)Prob>F
0.140.70
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表4満 足度分析

(1) (II)

満足度 Coef. P>IZI Coef. P>IZI
生え抜き部長ダミー 一〇.284 0.545

非生え抜き役員ダミー 一〇.096 0.795

生え抜き役員ダミー 0.312 0.560

L・g(所得)の 推 定値7) 1.102 0.127 0.824 0.122

従業員数 一3 .08E-05 0.459

製造業ダミー 0.304 0.363

卸売り・小売り・飲食店ダミー 0.048 0.914

金融 ・保険 ・証券ダミー 0.419 0.375

不動産業ダミー 一〇.850 0.279

運輸・通信ダミー 一〇.691 0.176 一〇.792 o.oss

電 気 ・ガス ・水道 ・熱供 給ダミー 一〇.521 0.620

その他産業ダミー 一〇.420 0.715

cutl 3.7ﾟb 1.864

cut2 5.741 3.800

cut3 9.055 7.053

サンプル数 281 281

LR・ カイニ 乗検 定 12.50 6.24

Prob>chi2 0.41 0.04

PseudoR2 0.02 0.07

Loglikelihood 一253 .24 一256 .37

未使用変数の係数=0 chi2(1Q)Prob>F

6.220.80

1)表3の(II)に 対応する推定式の予測値
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図1役 員昇進 ・未昇進と生 え抜き・非 生え抜きの 区分＼ 生え抜き 非生え抜き

役員 A B

部長 C D
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表A-1表1で 使用された変数の基本統計量

変数 標本数 平均値 標準偏差 最小値 最大値
役員ダミー
生え抜きダミー
成績

進路アドバイス
30歳未満事業所内異動回数

30～39歳 事業所内異動回数
40～49歳 事業所内異動回数

30歳未満事業所間異動回数
30～39歳 事業所間異動回数
40～49歳 事業所間異動回数

出向戻りダミー
従業員数
年齢

283

339

338

330

343

343

343

343

343

343

343

291

343

0.682

0.245

54.574

3.900

0.157

0.20

0.160

0.367

0.653

0.633

0.224

3077.802

58.825

0.467

0.431

26.453

1.013

0.517

0.508

0.508

0.704

1.043

1.103

0.418

4741.591

4.425

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

5

0

2
.
5

1

1

100

5

5

3

5

7

4

6

1

15000

65
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第3章 大卒者の成績が初任給 に与える効果*

3-1.は じめ に

本稿の 目的は、大学での成績が初任給に与える効果 を調べることである。周知の通 り、日

本にお いて新規大卒者の初任給は一企業内で差がつ くことはほとんどない。一方、企業間

では初任給 に差がつ く。つま り、初任給の差異 を分析す るということは、 どのような属性

を持 った個人が、初任給の高い企業 に就職するか を分析す ることに他な らない。

本研究では仕事競争モデルの着想を利用 し、どのような個人が初任給の高い企業 に入社で

きるのかを分析する。その際、個人の様々な属性の うち、特 に成績 に焦点を当てる。具体

的には、初任給の高い企業 に入るために成績はどのよ うに役立つのか、そ してまた、その

効果 は労働需要 に依存 して変化す るのかを分析する。仕事競争モデルの着想 を使用するの

は、人的資本理論やシグナ リング理論では労働需要に応 じて成績の効果が変化する可能性

を十分に考慮するのは難 しく、 このような効果 を上手 く説明できるのは仕事競争モデルで

あるためである。以上の主題 に付 け加えて、初任給 の高い企業に入社 した ことが現在 の年

収 にどのような効果 を与えるのか も分析す る。

は じめ に、今までになされてきた教育の先行研究 を概観 してみる。 これ までに学歴 間格

差や学校歴間格差に関 しては、荒井(1995)や 日本労働研究機構(1996)で サーベイされている

ように、多 くの研究がなされている。その結果は概ね、よ り高学歴、或 いは同 じ学歴 な ら

よ りレベルの高い学校 を卒業する方が賃金は高 く、またよ りよい仕事を享受できる という

ものであった1。 しか しなが ら、成績の賃金 に与える効果 は十分に分析されていない。

苅谷(1991)は 、企業の高卒労働者採用は合格難易度 の高い高校か ら優先的 にな され、また

学校 内の選抜 も成績 によ りな される、つまりメ リ トクラティックな選抜が行われているこ

とを明 らかにした。 日本労働研究機構(1996)も 同様の分析結果を得ている。

また苅谷(1993)は 、労働需給 に依存 した成績の効果を高卒者 に関 して分析 した。そ こでは、

売 り手市場では就職試験が容易になる一方、買い手市場では選抜基準が引き締め られ、よ

い就職をするためには成績等の学業的達成が重要 になるということが示 されている。

大卒者について も高卒者 と同様の成績の効果が推測 され るが、十分な検 討がなされてき

た とは言えず、よ り厳密な分析がなされるべきで ある。

海外の研究 を見 ると大卒者の成績に関する分析がなされてお り、これ らか らは分析で重要

とな る変数が分か る。

*本 稿を制作す る上で日本経済学会秋季大会(平 成12年9月)参 加者の皆さんには数多 くの有

益な コメン トをいただいた。 この場を借 りてお礼 申し上げたい。ただ し、本稿における全

ての誤 りは筆者 に帰す るものである。

本研究は 『大阪大学経済学』第52巻 ・第1号 、2003年3月 号、pp.135・148に 掲載され

ている。
1一方 において、小池 ・渡辺(1979)は タテの学歴や ヨコの学歴を詳細に分析 した結果、学歴

間、或いは学校間格差は存在す るものの、その差は大きなものではないと結論 している。
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Wise(1975)は 、nonacademicな 変数 を考慮 した上で、成績が所得 にどのような効果 を持

つのかを調べた。分析結果は、成績は所得め成長率 に対 して正で有意な効果 を持 ち、 また

nonacademic「 な変数も所得の決定に重要な役割を果たす というものである。しか しこの分

析で用 い られたサ ンプルは、同一大学卒業者ではな く様々な大学を卒業 した ものを含んで

いるため、それぞれの卒業大学 ごとに成績 の付け方が異なるという問題 を内包 している。

JonesandJackson(1990)は このような問題点を改善 し、同一大学卒業生をサ ンプル として

所得 と成績 の分析を行った。結果は、成績は現在の所得 と初任給 に対 して正の効果 を持っ

ているということで ある。しか し彼 らの分析では、nonacademicな 変数 につ いて関心が払

われていない。

これ ら2つ の先行研究か らはnonacademicな 変数の重要性 と、成績の効果を推定する際、

大学 をコン トロールす ることの重要性が示 された2。

ところで、本研究ではThurow(1964)の 仕事競争モデルや このモデルに関連 した石川

(1999)の モデルのアイデアを利用する。その理由について触れてお く。これ らモデルの着想

を利用す るのは、それ により成績の初任給 に与える効果が労働需要に応 じて変化する可能

性 を捉 える ことができるためである。人的資本理論や シグナ リング理論では、他の事情を

一定 として、成績が 同じ労働者 には同水準の賃金が支払われることになる と考え られる。

その結果、成績 の効果がその時々の労働需要 に応 じて変化することを十分 には説明できな

い。ところが現実的には前掲の苅谷(1993)で も、高卒者についてその効果が労働需要 に依存

して変化す ることが示されてお り、大卒者 について も同様の効果が推測 され る。 このよう

な理 由か ら仕事競争モデルの着想を利用 し、大卒者について成績の効果が労働需要に応 じ

て変化す る可能性 を考慮する。モデルの詳細および分析手法については次節で説明す る。

以上の先行研究の結果を踏 まえ、本研究 では以下のよ うな点を課題 としたい。

1.大 卒者 につ いて、成績の初任給に与える効果を分析する0

2.大 卒者 について、労働需要 に依存 した成績の初任給 に与える効果を分析する。

3.nonacademicな 要因として、クラブ活動の初任給に与える効果 も考慮する。

4.大 学 をコン トロールする。

本 稿の構成で あるが、次節では仕事競争モデルの説明を行い、続 く3節 で は分析に使用

したデータの説明を行う。4節 では実証分析を行 い、5節 では結論を述べる。

2そ の他 、海 外 で の教育 の効果 を分析 した もの と して 、Nelson&Phelps(1966)、Welch(1970)、

そ れ にBartel&L、ichtenberg(1987)等 が 挙 げ られ る。 これ らは、技 術変化 に依存 した教 育

の効 果 を分 析 した。 この種 の研究 は 日本 で も しば しば行 われ てお り、全 国 中小企 業 団体 中

央 会(1987)や 小杉(1998)が 挙 げ られ る。ま た石原(2000)は この分 野 に関す る ア メ リカで の研

究 をサー ベ イ して い る。
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3・2.モ デ ル の説 明

本研究では仕事競争モデルの着想、つま り入職時に割 り当て(ra七ionig)が生 じるのかどう

かを利用 した分析 を行 う。それによ り成績の効果が労働需要に応 じて変化す る可能性 を捉

えることができるためである。は じめにこのモデルの基礎 となるThurow(1964)の 仕事競争

モデルの枠組みをまとめてみる。

労働市場 は内部労働市場 と外部労働市場 に分け られ る。内部労働市場の賃金 は外部労働

市場よ りも高 く、その格差 は外生的 に与 え られている。 また前者の市場は競争か ら遮断さ

れているため価格競争が作用 しない。内部労働市場への参入は学歴 の高い者、つま り新規

大卒者 か ら順 にな され る。 その理 由は彼等 の生産性が 高いか らで はな く、訓練可 能性

(trainability)が高 いためである。内部労働市場 における生産性は就いた仕事 によ り規定され

る。内部労働市場 に参入できた労働者はその後、よ りよいOJTを 享受できる仕事を通 じて

生産性 を高める ことにより、外生的に与え られた内部一外部労働市場間賃金格差の分だけ

高い生涯賃金 を得 ることができる。

なお内部労働市場が供給超過の時には、新規大卒者 の全員が 内部労働市場に参入するこ

とはできず、割 り当てが生じる可能性が ある。なぜな ら、内部労働市場では価格調整が一

切なされないためである。新規大卒者の内、誰が内部労働市場 に入れるかを規定する要因

は労働需要が減退す るにつれて、例えば学校歴、成績へ と変化 し、もはや労働者を区別す

る要因が存在 しな くなった時、換言す ると選抜すべ き新規大卒者が完全 に同質的になった

時 には、雇 い入れ側の 「主観的な好み」が選抜基準 となる。内部労働市場 に参入できなか

った者は、賃金の低い外部労働市場に吸収 され ることになる。

このモデルをよ り一層精緻化 したもの として石川(1999)のEn七ryJobRa七ioning(EJR)モ

デルが挙 げられる。 このモデルで も内部労働市場においてはThurowの モデル と同様の理

由で価格調整が機能 しないため、 この市場 の労働需要が少ない時には同質的な新規大卒者

は 「籔引き」によって 内部 ・外部労働市場へ割 り当て られ る。その一方 、石川は内部労働

市場 にいったん雇用 された後では価格調整が働かないとしても、内部労働市場への 「入 り

口」部分 で は価 格 調整が生 じ得る可能 性が ある こ とを示唆 した3。 これ がEntryJob

Competition(EJC)モ デルである。このモデルが示すように、もし 「入 り口」で価格調整が

生じるな らば新規大卒者の全員が内部労働市場 に参入できることになる4。 なお これ らモデ

ルでも、よ り望ま しい職場である内部労働市場 に入職できた者は、よ りよいOJTを 通 じて

生産性を高めることができるために、そ の後の賃金は高 くなる。

以上の先行研究 か らは、価格調整が作用 しない時には内部 ・外部労働市場への同質的新規

3内 部労働市場の賃金それ自体は、Thurowの モデルやEJRモ デル と同様の理 由で固定的

であるが、「入 り口」 において賃金 とは別 のプ レミアム(正 にも負 にもな り得る)による調整

が働 くと考 えるのである。つまり、企業の労働者に対する 「入 り口」における支払額は(賃

金+プ レミアム)となる。詳 しくは石川(1999)を 参照されたい。
4な お、いずれのモデルが現実的であるかについては石川(1991)に よ り実証分析されている。
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大卒者の割 り当てがいわば 「運」 により生 じる可能性が示された。

本研究ではこれ ら先行研究の着想を利用し、新規大卒者の初任給 の高い企業と低い企業へ

の割 り当てが成績 によ り生 じているのかどうかを分析する。「運」による割 り当てではなく

成績 による割 り当てが行われると考 えるのは、現実的には新規大卒者は同質的ではないた

めに、選抜 に際 して使用可能な情報が存在す ると思われ る。だ とすれば、そのよ うな情報

として成績が利用 される可能性が あるためである。 また、先行研究 は内部労働市場と外部

労働市場が存在す る二重労働市場モデルであった。本研究では分析対象が大卒者である こ

とか ら、彼等 の主要な入職先と考え られる内部労働市場が複数存在す るケースを想定する。

換言す ると、割 り当てが発生するケースでは、初任給の高い内部労働市場 に入れなか った

者は、初任給の低い内部労働市場に振 り分けられる ということである。

以上の手続 きにより、成績の初任給 に対する効果が労働需要 に依存 して変化する可能性を

考慮できる。もしThurowやEJRモ デルが示すような割 り当てモデルが現実的な ら、初任

給 の高い企業の労働需要が減少 した時、選抜基準 としての成績 の効果は強くなろう。逆 に

労働需要が多い ときには選抜の必要がな く、新規大卒者の全員が初任給の高 い企業 に入れ

るために、そ の効果は弱まるか無 くなろう。一方、EJCモ デルが示すよ うに価楴調整が生

じるな らば、成績 の初任給に与える効果は労働需要 に依存 しない。

この ことを図1に 示 した。 ここには初任給の高い企業の需給関係が示 してある。労働需

要の低下 により、労働需要曲線がDDか らD'D'に シフ トしたとしよう。割 り当てモデルで

は、労働需要曲線がDDか らD'D'に シフ トして も価格調整が機能 しない。従って新規大卒

者の全てがこの市場に残ることができるのではなく、n3の みが この市場に残 り、(n1-n

3)の 人々は初任給の低い企業へ振 り分け られ ることになる。割 り当てモデルでは、超過供給

がある ときには新規大卒者の全員が初任給 の高い内部労働市場に吸収される訳ではな く、

割 り当てが発生す る。そ してその際、選抜基準 として成績が使用 され ると考えるのである。

一方価格調整モデルによると、Pで 示 されただけ賃金が低下す ることによ り 「入 り口」に

おける実質的な企業の支払額 はw2に 低下する。その結果、割 り当ては生じない。換言す る

と成績の効果は労働需要に依存 しない。

以上の結果、賃金調整が機能 しないために割 り当てが生じるケースでは、採用時が不況で

あれば成績 の効果は大きくなる。一方、採用時が好況な ら成績の効果 は弱 まるか無 くなる。

つ まり、景気が悪 いときには成績が選抜基準 とな りその効果が強 まるが 、景気 の良いとき

には新規大卒者の全員が相対的 に賃金の高い市場 に吸収 されるため成績 の効果は弱まるか

無くな る。一方、賃金調整が働 くな らば成績の効果は需給に依存 しない。以下ではこの点

を入手 したデータを用 いて検定す る。

今 まで に述べてきた主題に付け加えて、初任給 と現在 の所得の関係 に関す る若干 の分析

を後半部分で行 うもの とす る。仕事競争モデルや石川のモデルか らは望ま しいOJTを 得 ら

その結果 は、大卒者の分析については概ね割 り当てが発生するというものであった。
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れる仕事に就いた者はそれ を通 じて生産性を高めるために、そ うでない者 と比較 してその

後の賃金が高 くなることが示 されている。 もし、初任給の高さが望 ましいOJT機 会を代理

しているな らば、初任給の高 い者 ほど現在の所得も高くなると考え られ るためである。

3-3.使 用 デ ー タ

実証分析で使用す る主要データは、A大 学B学 部の卒業生に配布 されたアンケー ト調査

を基にしたマイ クロデータである。アンケー トは1998年 に約6000名 に配布 され、回収率

は約20%で あった。A大 学B学 部は、大都市部にある有名大学に属す偏差値60前 後の社

会科学系学部である。先行景気動向指数、大学卒業者数及び消費者物価指数 については、

それぞれ景気動向指数、学校基本調査報告及び物価統計月報を利用する。

アンケー トか ら得 られたマイ クロデータには学部時代の成績、よ り具体的には優の割合、

及び初入社年 における年間所得が含 まれている。よって これ ら変数 を利用 して、大卒者 に

ついて成績の初任給に与える効果 を分析す ることが可能である。

加 えて成績 と先行景気動向指数 を用 いることによ り、大卒者 につ いて労働需要に依存 し

た成績の初任給 に与える効果 を分析できる。具体的には、説明変数 として労働需要の代理

変数である初入社年の先行景気動向指数 と成績の交差項を使用す る。 この変数の係数が負

で有意な ら割 り当てモデルが現実的であ り、成績の効果 は労働需要 に依存す る。有意でな

いな ら価格調整モデルが現実的にな り、成績の効果は労働需要に依存 しない。

ここで労働需要の代理変数 として先行景気動向指数を用いたのは、企業は労働者 を採用

す る際には現在 の景気状況よ りも、む しろ将来の景気状況を考慮す ると考 え られるか らで

ある5。

アンケー トには 「クラブに所属 して いましたか」や 「クラブで どのよ うな役職 について

いましたか」 といった質問も含 まれて いる。従 って、 これ ら要因の初任給 に与える効果 も

考慮できる。さ らには、現在 の所得についての質問もあるため、初任給 と現在 の所得の関

係 を分析できる。

このデータは特定大学 の特定学部卒業生か ら得 られたため に、先行研究 とは異な り学歴

や学校歴、或いは専攻の違 いによる属性の差異がほぼ完全にコン トロールされている。

次節では推定 の結果 を議論す る。

3-4.実 証 分 析 とそ の結 果

は じめ に、ここでの分析対象 となるサ ンプル とその理由を説明する。卒業後最初 に入社

した企業 に留 まっている者をサ ンプル とした。理由は、本研究 は主題 に付け加えて、初任

給の高さが現在の所得にどのような効果 を与えるのかを分析す る。つま り高い初任給 を得

た者 が良い初職 を得た者であると考え られるな ら、彼が 「良い初職を得た企業」でその後

5先 行景気動向指数 に換えて現在の労働需要を代理すると考えられる一致景気動向指数、

GDP成 長率を用いた分析で も以下 に示 され るものと同様の結果 を得た。
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もよ り望 ましいOJTを 得ることによ り現在 の賃金を高める ことがで きているのかを分析す

る。従って この分析のためには、卒業後最初 に入社 した企業に留 まっている者 のみを対象

とする必要がある。

また、過去に転職や出向を経験 した ことがある者につ いて、今現在働 いている企業での

初任給を卒業後最初に入社 した時の初任給 とみな して分析する と、成績以外 の 「前職で形

成 された技能 ・知識」や 「前職での情報」が(転職先企業での)初任給 に影響を与えてしまい、

成績の効果 を分析するのに適 さない。 この理由か らも分析は最初 に入社 した企業に留まっ

ている者 に限 らざるを得な い6。

年齢が60歳 以下 の者 をサ ンプル とした。理由は、それよ り高齢の者の多 くは働 いてお ら

ず、初任給 と現在の所得の関係 を分析す るためには彼等 を除外 した分析が必要であるため

である7。 これと同様に、女性の多 くも今現在働いていないため分析対象は男性 に限った。

女性か らの回答数は61、 全体 に占める割合 にして約5%と 少なかったので これにより分析

結果が大き く変わ ることはないであろう。 また分析は、本研究 の分析テーマに最 も当ては

まると考 え られる雇用者に限った8。回答の整合性に著 しく欠 く者 もサ ンプルか ら除外 した9。

結果 として以下の分析で使用す るサ ンプル数は450前 後 となる。

それでは推定に入る。推定式 は以下のように与えられた。

ln(平 均初任 給 か らの乖離 分)=α+β1・ 成績+β2・(成 績 ×先行 景 気動 向指 数)

+β3・ 成績 の二乗

+β4・ 体 育会 クラブダ ミー

+β5・ スポ ー ツ同好 会 ダ ミー+β6・ 文化 系 ク ラブダ ミー

+β7・ クラブ部長 ダ ミー+β8・ ク ラブ副 部長 ダミー

+β9・ クラブ マネー ジ ャー ダ ミー

+β10・ クラブそ の他 役職 ダ ミー+z'β+誤 差 項

こ こで 、z:そ の他説 明変 数 ベ ク トル

被説明変数は単なる入社年 における実質初任給ではな く、以下 に示すような ものとする.

X年 の問に初入社 した個人についての被説明変数=

6初 入社 した企業に留まってない者の全サンプル数に占める割合は約47%、 数にして567

人ほどであった。
760歳 よ り高齢の者の割合 は約22%、 数 にして270人 程度であった。

8全 サ ンプルに占める今現在 フルタイムで働いている者の割合は約87%、 数 にして1050

人ほ ど。そ のうち雇用者以外の者の割合は約12%、 数に して126人 ほどであった。

9そ の割合は約2%、 数にして24人 ほどであったので、分析結果 はほ とんど影響されない

と思われる。

62



(当該個人の実質初任給 の対数値)一(X年 の間に初入社 した人々の実質初任給の対数値の

平均値)

こ こ で 、X=1960～1964、1965～1969、1970～1974、1975～1979、

^一1989 .1990^一1994,1995^一1997

1980^一1984.1985

例 を挙 げると、1964年 入社の者については、彼の実質初任給の対数値か ら1960年 ～1964

年の間に初入社 した人々の実質初任給の対数値 を平均 した値を差 し引いた値 を被説明変数

とした。 これによ り初任給の相対化 を行ったのである。 このようにした理由は、初入社年

における実質年間所得が入社年の違 いによって異なるかも しれな いためである。 もっとも

後で説明するように、推定式には説明変数 として初入社年が含 まれて いるので この問題は

回避 されて いると考え られるが、 さらなる万全を期すためにこの変数を用いる10。

次 に説明変数である。 まず成績 は学部時代の優の割合 を示 してお り、予想される係数は

正である。

本稿で最 も注 目したいのは成績 と先行景気動向指数の交差項の係数である。成績の効果

が労働需要 に応 じて変化する可能性 を検定する。先行景気動向指数は初入社年の値 をとっ

た。先に述べたように、先行景気動向指数は労働需要 を代理 して いる。 もし割 り当てモデ

ルが示す ように、成績 の効果が労働需要に応 じて変化するな ら、その係数はマイナスとな

る。一方、労働需要に応 じて変化 しないな らその係数は有意 とな らず、価格調整モデルが

現実 的となる。

成績 の二乗項は、成績の初任給に与える効果が成績の上昇 と共にどのように変化するかを

考慮す るために使用する。係数の符号は事前には分か らない11。

体育会 クラブダミー、スポーツ同好会ダミー、文化 系クラブダ ミーは、どのよ うなク ラ

ブに入 ることが初任給 に効果 を持つのか を分析す るために使用する。 これ らダミー はそれ

ぞれ のクラブに入っているな ら1、 そうでないな ら0と 数値化されている。通念では、体育

会 クラブに所属 していたものは礼儀や協調性 を身につけているため、望 ましい就職が可能

と考 えられているが どうだろうか。 またそ の他 クラブに所属 していたものが、 どのよ うな

初任給 を得たのか に も関心がある。 ここでの基準グループはクラブに入って いなかった

人々である。

部長ダ ミー、副部長ダミー、マネージャーダミー及びそ の他役職ダミーは、クラブ内 に

お ける役職 のうちどのような役職 に就 くことが初任給 を高めるのかを調べるために使用す

105年 毎 に期間を区切ったのは、期間 ごとの平均実質初任給を求めるための十分なサ ンプル

数を確保するためである。なお、通常の初入社年における実質年間所得を対数変換 した値

を被説明変数 としての分析 もなされたが、同様 の結果を得た。
11選 抜基準 としての成績の妥当性 に触れておく。果た して企業は採用 にあた り成績をチェ

ック しているのだろうかということである。 この問いに対 し、複数の人事担 当者か らは採
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る。これ らダミーは、それぞれの役職に就いているな ら1、 そ うでないな ら0と 数値化 され

ている。部長を例に挙げる と、クラブの部長 をす ることによ りリーダーシップが 身につき、

それが仕事 にも役立つな らこの変数 は賃金に対 して正で有意の効果を示す。 ここでの基準

グループは、クラブで役職 についていなかった人々である。

以下の変数 は、今 までに説明 された以外の初任給 に影響 を与えると考え られ る個 人属性

であ り、式ではベク トルzで 示されている。

進路ア ドバイスは、A大 学B学 部を受験す る前の進路指導にお いて どのような評価 を受

けたか を示す変数であり、 「合格確率はかな り低 い」 とい う評価 を受けていたな ら0、 「低

い」な ら1、 「五分五分である」な ら2、 「高い」な ら3、 そ して 「かな り高い」な ら4と 数

値化 されて いる。 この変数は、大学入学以前に獲得された能力が初任給 にどのような影響

を与えるかを考慮するために使用する。期待 され る係数は正である12。

浪 人年数は、A大 学B学 部に入学す るために何年浪人したかを示 している。浪人 しなけ

れ ば入学で きなかった ということが能力の低 さを代理す る可能性があるため、期待 され る

係数は負である。

留年数は、卒業 までの留年数を示 して いる。留年 しなければ卒業できなかった とい うこと

が能力の低 さを代理す る可能性がある。よって、期待される係数は負である。

内諾数 は就職活動時にいくつ内諾 をもらったかを示 してお り、その値が大きけれ ば大き

いほどた くさんの企業の中か ら最 も自分 に適 した企業を選ぶ ことができ、結果 として初任

給が高 くな るというジョブマ ッチの視点か ら使用す る。期待される係数は正である。

最後に経済状況や個人が入社 した企業 に関する変数を見てみたい。

初入社年は、ある個人の初任給が入社 した時点の環境 によって影響を受ける可能性 を考

慮す るため に使用する。実質的には トレン ド項 の役割 を果 たす。従業員数は企業規模 によ

る初任給 の差異をコン トロールす るために使用す る13。一致景気動向指数は初入社年の値で

あ り、初入社年における労働需要の状態を考慮すべ く使用す る。よって係数の値は正で あ

る と考 え られ る。 日本全体 の男子大卒者数は初入社年 における値であり、初入社年の労働

供給側面 を考慮す るために使用す る。期待 される値は負である。産業ダ ミーは産業 ごとの

初任給の差 異を考慮す るために使用す る。基準 グループは建設業である。

結果 は表1に 示 されている。(1)で は、上で説明 した全ての説明変数が使用されている。

成績の係数 は正で有意 となった。つまり他の事情を一定 にした場合、成績のよい者 ほど初

任給の高い企業 に入職することができる。

用 にあた り 「成績を参照す る」という回答 を別 の機会に得ている。
12竹内(1987、1991)に よる と、受験産業は明治 ・大正といったかな り古 い時代か ら発達 して

お り、各高校 にお ける進路ア ドバイスもこれ ら産業の供給するサー ビス を利用 してなされ

ていた可能性が高い。だとすれば、 どの高校の進路ア ドバイスも一定水準の客観性 を兼ね

備えた評価で あった と考えられる。
13従業員数につ いては、9段 階に分けた従業員規模数の中間値 を取 っている。ただ し、アン

ケー ト上の最大従業員数を示す 「10000人 以上」については従業員数 を15(千 人)と した.
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次 に成績 と先行景気動向指数の交差項 を見よ う。結果 は、割 り当てモデルが予想するよ

うに負で有意 とな った。成績の初任給 に与える効果 は景気が良くな り労働需要が高 まるほ

ど弱 くな り、逆 に景気が悪 くな り労働需要が少な くなるほどその効果 は大きくなることを

示 している。つまり労働需要が少な くなる時、成績が選抜基準 として働いているというこ

とである。

成績の二乗項は負で有意 となった。成績が高い者 は、高い初任給 を得る ことができるがそ

の効果は成績が上昇す るに連れて弱 くなる と解釈できる。以上か らは成績のよい者 は望 ま

しい労働 市場に入 りよ り高い初任給 を得 られるけれ ども、実 はその時々の労働需要 にかな

り左右 され ることが分かった。また成績 の効果 は、成績が高 くなるにつれて弱まることも

分かった。

各クラブダミー と各 クラブ役職ダミーは、概ね高いP値 を示 し、有意な効果 を示 さなか

った。

進路ア ドバイスの係数は非有意ではあるものの、予想通 り正 となった。ここか らは、大学

入学までに獲得 されている能力は大学での成績 ほどではないが、初任給 を増加 させる効果

を持っている可能性があるという解釈ができよう。

浪人年数 は非有意 となった。留年数は負であるが非有意である。

内諾数は予想通 り正で有意となった。ただ し、そもそ も能力が高か ったために内諾数が多

いという逆の因果関係 も無視できない。

初入社年 は正で非有意 となった。従業員数は正で非有意 となったが、 このことは大企業

ほど初任給が高いという事実と整合的で ある。一致景気動向指数は正で非有意 とな ったが、

これ は入社時点における労働需要が多 けれ ば初任給 も高まることを意 味する と考え られる。

男子大卒者数の係数は非有意 となった。

ここ まで の分 析 で は有意 とな らな い変 数 もい くらか存 在 した。 よ って 、以 下で は

AIC(Akaikeinformationcriterion)を 利用 し説明変数を絞 り込んだ。その結果が(II)で ある。

残った変数 については、副部長ダミーのP値 が有意になったことを除 くと(1)と ほとん ど変

わ りなか った14。

ところで、 これまでの推計には一つの問題がある。それ は(1)(II)で 推計された成績の全

体効果、つま り、

∂初 任給/∂成績 一β1+β2× 先行 景 気動 向指 数+2× β3× 成績

ここで、成績 としてはサンプルの平均値である35を 使用す る

の値が、先行景気動向指数の値によっては負になる余地 を残す ことである。そ こで以下で

14産 業ダミーを全て除いた分析 も行われたが、(II)と同様の結果を得た。
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は、この点 に対処するために(成 績 ×先行景気動 向指数)を(成績 ×不況ダミー)に 換えた分析

を行 う。ここで、不況ダミーは先行景気動向指数が50以 下な ら1、 そ うでなければ0を と

る。こうすることで(成績 ×不況ダミー)の変数は、好況 ・不況によ り効果が非対称的とな り、

不況期 にのみに成績 が効果 を持つか どうかを検定す ることが可能 となる。期待 される係数

は正である。不況期 ・好況期の成績の全体効果 は

不況期:∂ 初任給/∂成績=成 績 の係数+(成 績 ×不況 ダミー)の係数

+2× 成績の二乗項 の係数 ×成績

好況期:∂ 初任給/∂成績=成 績 の係数+2× 成績の二乗項の係数 ×成績

で示 される。

分析結果 は表2に 示されている。ここでの結果は、全ての説明変数を使用 した分析を行

い、その後AICに よる精緻化 を行 ったものである。成績(成 績 ×不況ダミー)、成績の二

乗項の係数 はそれぞれ正、正、負で有意となった。これ ら係数 とサ ンプルの成績の平均値(=

35)を 使用 し計算を行 うと、成績の全体効果 は不況時には正 となる。一方、好況時の成績の

全体効果は0で あるという帰無仮説はP値=0.81で 棄却されなかった。以上か らは成績の

全体効果は不況時には正であるが、好況時には0で あるということが分か った。 このこと

は、成績の効果は労働需要 に依存す るということであ り、割 り当てモデル を支持する結果

で ある。

成績の二乗項は表1で の分析 と同様 に負で有意 となったが、これは成績が上昇するとそ

の効果は徐々に弱 くなることを示 して いると考え られ る15。成績以外のその他変数 も表1と

ほぼ同様の結果 を得た。

最後に、現在の所得16に初任給の高 さが どのような効果 を与えるのか を、初任給分析 と同

様 のサンプル を使用 し分析す る17。その理由は初任給分析の時に述べたとお りである。これ

までの分析では、不況時には成績の良い者が初任給の高 い企業に入 ることが示 されたが、

なぜ成績 の良い者は初任給の高い企業に入るのだろうか。一つの可能性 としては、初任給

の高さが望ましいOJT機 会を代理 してお り、初任給の高い者ほど、よりよいOJTを 受 け

15不 況時の成績の全体効果は成績の二乗項が負であることか ら、優の割合が45%以 下で は

正であるが、それより高い割合ではマイナス にな る。優の割合が45%よ り高いというのは、

サ ンプルの成績分布で上か ら約1/3に あたる。つま り、下か ら2/3の 成績水準な らば成績が

よいほど初任給額は高 くなるが、上位1/3以 上になると成績が良いことが初任給額 を低める。

このような結果は、「真面 目なだ けではだめだ」といった通念 と整合的であるよ うに思われ

る。ただ し、より詳細な分析は今後の課題である。

1630段 階に分け られた現在の年収の中央値 をとった。ただ しアンケー ト上の最高年収を示

す 「2500万 以上」については3750と した。
17入 職時点での賃金格差が勤続 を経たのちにどうなるかを分析 したものとして、岡村
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ることができるために現在の所得 も高 くな り、結果 としてよ り高 い生涯所得 を得 ることが

できるためかもしれない。Thurowや 石川のモデルでも、よ り望 ましいOJT機 会を得た者

は、それ を通 じてその後の賃金 を高めることができることが示されている。

以下ではこの点を確認 してみる。被説明変数 として現在 の所得 を対数変換 した値を使用

し、説明変数 として表2か ら推定 された初任給 を使用する。期待 される係数は正である。

その他説明変数として成績、進路ア ドバイス、浪人年数、留年数、勤続 とその2乗 項、年

齢、従業員数、及び産業ダミーを利用する18。初任給分析でも使用 した変数 にっいては、期

待 される係数の符号もそれ と同じである。勤続 とその2乗 項、年齢の係数は、それぞれ正、

負、正 と期待 される。

結果は表3に 示 されている。 ここでの結果 も全ての変数を使用 した分析の後、AICに よ

る精緻化 を行ったものである。推定初任給 の係数は正で有意 とな った。 この結果 は仕事競

争モデルや石川のモデルか ら導かれる結果 と類似 したもので ある。その他の変数 について

も、概ね予想 されるような符号を示 した。

この節での結果 をまとめよう。初任給の分析からは、成績の効果が労働需要 に依存 して変

化す ることが分かった。つま り労働需要が少ない時には、新規大卒者の全員が初任給の高

い企業 に入職できるのではな く割 り当てが生 じる。一方、労働需要が多いときには割 り当

ての必要 がないことか ら成績 の効果 は無くなるとい うことで ある。 また初任給 と現在 の所

得の分析か らは、仕事競争モデルや石川のモデルと類似 した結果 を得た。

3-5.結 論

本稿の 目的は、どのような個 人が初任給の高い企業に入社 できるのかを、特 に成績に注

目し分析す ることであった。その際の分析枠組みとして仕事競争モデルの着想を利用 した。

成績 と不況ダミーの係数は、Thurow(1964)の 仕事競争モデルや石川(1999)のEntryJob

Rationingi(EJR)モ デル といった割 り当てモデルが予想するよ うに正で有意となった。成績

の初任給 に与える効果は景気が良 くな り労働需要が高まる時 には無 くな り、逆 に景気が悪

くな り労働需要が少な くな るとその効果は現れ る。つまり労働需要が少な くな る時 には割

り当てが生じ、その際、成績が選抜基準として働いているということである。

そ の他、クラブ活動などの初任給に与える効果 も分析されたが有意な結果は得 られなか

った。 「体育会は就職に有利だ」 という通念は否定される。体育会などのクラブに入 り協調

性や社交性 、或いは礼儀 を身に付 けることによって、よ りよい就職が可能であると信 じら

れて きた。 しか し実際には、不況時においては成績の良い者か ら順に良い仕事を得るよ う

で ある。加 えて、初任給が現在の所得に与える効果を分析 した。結果 は仕事競争モデル と

(1999)が 挙 げ られ る。
18体 育会 ク ラブダ ミー 、スポ ー ツ同好会 ダ ミー、文科 系 ク ラブダ ミー、部 長 ダ ミー 、副部

長 ダ ミー 、 マネー ジャー ダ ミー 、そ の他 役職 ダ ミー、そ れ に内諾 数 も説 明変 数 と して使 用

して みた が 、いずれ も全 く有意 にはな らなか ったため ここで は使 用 して いな い。
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類似 した ものであった。

本稿は同一大学同一学部卒業生をサ ンプルとしたデータに基づ き分析がなされたため、

タテの学歴や ヨコの学歴 の差異、さちには学部の差異に基づ く属性 の差異をほぼ完全にコ

ン トロールすることが可能であった。 しか しその反面、調査対象が限 られ るという限界を

持つ。得 られた結果が どれだけ普遍的であるかは、よ り対象の広いデータで 同様の分析が

行われるのを待 って判断 される必要がある。 またア ンケー トは卒業生全員 に配布 されたも

のの、全ての卒業生か ら回答が得 られたわ けではな く、回答 にはバイアスが生 じている可

能性がある。 しか しバイアス を修正 し得るデータは入手できなかった。 このような問題 は

ア ンケー ト調査 を利用 した他の研究 と同様であ り、今後克服すべき問題である。

このように幾つかの克服すべ き問題があるものの、 日本 にお ける大学生の成績 を十分 に

会析 した ものは少な く、さ らには大学、学部、 クラブ活動な どをコン トロール した上での

成績の分析は極めて限 られていることか ら、本研究には意義が有る と考 える。
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表1初 任給の分析
(1) (1[)

Coef.P>iti Coef.P>iti

成績 0.0090.003 0.0070.006

成績 ×先行景気動向指数
一〇

.00010.010
一〇.00010.001

成績の二乗
一〇

.00010.063
一〇

.000040.107

体育会クラブダミー
一〇.0180.745

スポーツ同好会ダミー 0.0590.326

文化 系クラブダミー 0.0200,708

部長ダミー
一〇

.0010.989

副部 長ダミー 0.0820.277 0.1130.092

マ ネージャー ダミー
一〇.0230.700

その他役職ダミー
一〇

.1310.251

進路アドバイス 0.0240.171 0.0270.121

浪人年数 0.0220.452

留年数
一〇.0540.199

内諾数 0.0200.060 0.0290.002

初入社年 0.0020.688

従業員数 0.0020.527

一致景気動向指数 0.0010.250

男子大卒者数 0.0040.670

製造業ダミー 0.0710.309

卸売 ・小売業 ・飲食店ダミー 0.1590.035 0.1120.090

金融 ・保険 ・証券業ダミー 0.0200.773

不動産業ダミー 0.2510.260

運輸 ・通信業ダミー 0.1890.063 0.1510.061

電 気 ・ガス ・水 道 ・熱 供給 ダミー 0.1590.167

官公庁ダミー
一〇.0910.355

サービス業ダミー 0.1040.435

その他産業ダミー 0.1550.275

定数項
一4 .5100.648

一〇.2160.001

サンプル数 431 467

F検 定 1.90 5.02

Prob>F 0.01 o.oo

R-squared 0.11 o.os

AdjR-squared 0.05 0.06

RootMSE 0.36 0.37
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表2初 任給の分析
Coef.P>ltl

成績 0.0040.046

成績 ×不況ダミー 0.0010.007

成績の二乗
一〇

.00010.026

体育会クラブダミー
スポーツ同好会ダミー 0.0510.281

文化 系クラブダミー

部長ダミー

副部長ダミー 0.0860.204

マネー ジャー ダミー

その他役職ダミー

進路アドバイス 0.0240.162

浪人年数

留年数
内諾数 0.0190.065

初入社年
従業員数
一致景気動向指数

男子大卒者数
製造業ダミー
卸売 ・小売業 ・飲 食店ダミー 0.1120.098

金融 ・保険 証券業ダミー
一〇

.0300.446

不動産業ダミー

運輸 ・通信業ダミー 0.1360.099

電 気 ・ガス・水 道 ・熱 供 給 ダミー

官公庁ダミー
一〇.1490.051

サービス業ダミー

その他産 業ダミー 0.1030.420

定数項
一〇.1960.006

サンプル数 464

F検 定 2.85

Prob>F 0.00

R-squared 0.07

AdjR-squared 0.05

RootMSE 0.37
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表3.現在 の年収分析

Coef.P>ltl
推定初任給 0.2520.047

成績
成績の二乗
進路アドバイス
浪人年数
留年数 一〇.0650.003

勤続 0.0940.000

勤続の2乗 一〇
.0020.000

年齢
従業員数 o.ooso.ooo

製造業ダミー 一〇.1470.000

卸売 ・小売業 ・飲 食店ダミー 0.3170.000

金融 ・保険 ・証券ダミー 0.1480.000

不動産業ダミー 0.3680.002

運輸 ・通信ダミー

電 気・ガス・水道 ・熱供給ダミー

官公庁ダミー 一〇.2500.000

サービス業ダミー

その他産業ダミー
定数項 5.8040.0001

サンプル数 447

F検定 213.79

Prob>F o.oo

R-squared 0.83

AdjR-squared 0.83

RootMSE 0.20

注)推定初任給は表2から推計された
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図1割 り当てモデル と価格調整モデル

賃金

W

P

W

D'

D

労働供給曲線(注)

D'

D

n3n2nl 労働者数

㈹ 労働供給曲線 とは本来、同質的な労働者の労働供給行動か ら導出 される ものである。 し

か しここでのそれは、成績が異なる労働者か ら導出されたものであるため厳密 には労働供

給 曲線とは言えず、「初任給の高い企業への応募者数 と賃金の関係」である。 ここでは便宜

上労働供給曲線 と呼んでいる。
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補論

表A-1表1の(1)で 使 用された変数の基本統計量

回 口 平均 票準偏 最小 置 最大L

初任給(平 均初任給か らの乖離分)

成績

成績 ×先行景気動向指数

成績の二乗

体育会クラブダミー

スポーツ同好会ダミー

文化系クラブダミー

部長ダミー

副部長ダミー
マネージャーダミー

その他役職ダミー

進 路アドバイス

浪人年数

留年数

内諾数

初 入社年

従 業員数(千 人)
一 致景気動向指数

男子 大卒者数(万 人)

製 造業ダミー

卸 売 ・小 売業 ・飲食店ダミー

金 融 ・保 険 ・証券業ダミー

不 動産業ダミー

運輸 ・通信 業ダミー

電 気 ・ガス ・水道 ・熱供給業ダミー

官 公庁ダミー

サー ビス業ダミー

その他産業ダミー

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

一〇
.002

35.058

1814.467

1809.796

0.253

0.155

0.265

0.146

0.02

0.139

0.028

2.842

0.450

0.144

2.425

1982.647

99.803

57.715

26.956

0.420

0.067

0.304

0.007

0.051

0.032

0.056

0.026

0.021

0.370

24.126

1473.676

2111.345

0.435

0.363

0.442

0.354

0.259

0.347

0.165

1.033

0.623

0.434

1.728

9.465

5.356

25.215

5.373

0.494

0.251

0.460

0.083

0.z20

0.177

0.230

0.158

0.143

一1 .672941.811355

0100

07976.25

010000

01

01

01

01

01

01

01

04

04

03

115

19621997

0.064515

9.192.708

10.975934.2703

01

01

01

01

01

01

01

01

01

表A-2表2で 使用された変数の基本統計量

回 口 平均 難 最小 旦 最大 旦

初任 給(平 均初任給からの乖離分)
成績

成績 ×不況ダミー

成績 の二乗

スポーツ同好会ダミー

副部 長ダミー

進路 アドバ イス

内諾 数

卸 売 ・小売 業・飲食 店ダミー

金融 ・保険 ・証券業ダミー

運輸 ・通信 業ダミー

官 公庁ダミー

その他産業ダミー

464

464

464

464

464

464

464

464

464

464

464

464

464

一〇.009

35.319

18.638

1844.194

0.164

0.071

2.832

2.416

0.075

0.310

0.050

0.058

0.019

0.379

24.455

25.192

2164.984

0.370

0.257

1.030

1.739

0.264

0.463

0.217

0.234

0.138

一1 .92325

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

1.811355

100

100

10000

1

1

4

15

1

1

1

1

1
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表A-3表3で 使用された変数 の基本統計量

回 口

現在 の所得

推定初任給(表2か ら推定され
た平均初任給か らの乖離分)

留年数

勤続

勤続 の2乗

従 業員数(千 人)

製造 業ダミー

卸売 ・小売業 ・飲食店ダミー

金融 ・保険 ・証券ダミー

不動 産業ダミー

官公庁ダミー

平 均 示準 一 最 小L最 大L

4476.8345970.48404345.5194597.718463

447-0.007020.0984578-0.283160.307685

4470.147651

44715.50336

447327.5347

44710.00716

4470.418345

4470.076063

4470.306488

4470.006711

4470.055928

0.4397692

9.347519

325.0004

5.321204

0.49384

0.2653953

0.4615513

0.0817393

0.2300409

0

0

0

0.0645

0

0

0

0

0

3

36

1296

15

1

1

1

1

1
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第4章 仕事競争モデル と人的資本理論、シグナリング理論の現実妥当

性に関する実証分析 一学士卒 ・修士卒 ・博士卒間賃金比較*一

4-1.序 論

本研究は、ある国立大学工学部の学部卒業生と大学院卒業生に対 してな されたア ンケー

ト結果 に基づき、教育が賃金 に影響を与える経路 を分析す る。具体的にはThurowの 仕事

競争モデルが現実的であるのか、或 いは人的資本理論、シグナ リング理論が現実的である

のか を明 らか にする。

Thurow(1976)の 仕事競争モデルによると、学歴は訓練可能性(trainability)に対する指標

である1。企業は学歴に従 って仕事 を配分するのである。すなわち学歴の高いものほどより

望 ましい仕事、言 い換えるとよ りよいOJTの 機会 を手に入れ得る仕事につける2。高学歴者

はそのような仕事 につ いて生産性 を増加させ るので、彼等の賃金は学歴の低い者 と比較 し

て徐々に高 くなっていく。・つま り、学歴の高 い者の賃金が高 くなるのは彼等がOJTに よる

訓練を受けた 「後」である。結果、学歴間で初任給 に差がつかないが、その後の賃金 には

差が生じる。

一方、人的資本理論によると、教育による知識や技能 ・技術の向上が直接的な生産性の

上昇をもたらす。またシグナ リング理論によると、教育が直接的に生産性を上昇させるの

ではな く、よ り高い学歴を持 っているということが今までに蓄積 してきた知識や技能 ・技

術の高さ、。或 いは生まれなが らの才能 を示すために教育水準の高いものほど賃金が高 くな

る3。 これ ら両理論 とも、入社時点で既に学歴間生産性格差が存在する ことになるため、初

任給の段階か ら格差が生 じる。その後の賃金 については、人的資本理論では、教育により

*本 稿は大谷剛(大阪大学)、梅崎修(法政大学)、松繁寿和(大 阪大学)の共同研究であ り、氏

名は貢献順である。本稿 を作成する上で岸智子氏(南 山大学)、村松久良光氏(南 山大学)、そ

れ に匿名の レフリーには有益なコメン トを頂いた。 この場にてお礼申し上げる。本稿にお

ける全ての誤 りは筆者に帰す る。

なお、本研究はr日 本経済研究』第47号 、2003年3月 、pp.41-62に 掲載 されている。
1本 研究 とは目的や分析方法が異なるものの、仕事競争モデルに関す る近年の研究 を挙 げて

お く。OursandRidder(1995)は オランダのデータを使用 し、相対的に高学歴 を持 った者の

間で仕事競争が生 じている一方、低学歴者の間では仕事競争が生 じていないことを示 した。

GrayandGhapman(1999)は アメリカで生 じた 「大卒者数が増加 している時 に、大卒 一高

卒 間賃金格差が拡大す る」といった現象は仕事競争モデルか ら予見される結果であるとし

て、このモデルの有効性 を示 した。Mason(1999)は アメリカのデータを使用 し、継続的 に存

在する人種間賃金格差は仕事競争モデル により説明されることを示 した。Nicaise(2001)は

ベルギーのデータでヘ ックマン型の補正を施 した所得関数の推定を行 い、その結果か ら男

性では仕事競争モデルが当てはまることを示 した。
2こ こでの望 ましい仕事 とは初任給の高い仕事(企 業)を指す のではな く、よ りよいOJT機

会を享受 し得る仕事 を指す ことに注意 していただきたい。
3こ れ ら両理論の分析 は、荒井(1995)で サーベイされているよ うに数多 くなされている。ま

た人的資本理論 に関する代表的な論文としてはHashimotoandRaisian(1985)等 が挙げ ら

れる。
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形成 された人的資本が年と共 に陳腐化 しない限 りにおいてその格差は維持される。陳腐化

するのな らば当初の差は縮 まる。つまり、その後の賃金格差が拡大す ることを説明す るの

は難 しい。一方 シグナリング理論では、学歴の高さが訓練 コス トの低さを意味するために、

同じ訓練 を受けた として も生産性の上昇幅は高学歴者のほうが、低学歴者よ りも大 きくな

る。結果、幾度かの訓練を受ける うちに賃金格差が徐々に拡大すると考 えられる。

これ までに人的資本理論を念頭 に置いた分析は数多 くなされ、そ こでは現在 の所得を学

歴 ダミーなどの説明変数に回帰する分析が しば しばな されてきた。そ こでの結果は概ね高

学歴ダ ミーが正 で有意 となる。 この結果 をもとに学歴別賃金カー ブを描 くと初任給 の段 階

か ら現在の所得 にいたるまで学歴 間で一定の格差が生 じてお り、人的資本理論が現実的で

あるかのよ うな結果 を得ている。 しか しダ ミー変数 を使用 して現在の所得を分析すると、

学歴 問での切片の違 いのみを調整す るだけで、その他変数の係数は学歴間で 同じであると

いう制約 を課 していることにな り、その後の賃金格差 を検証できな い。

村松(1983)に よ り指摘 されているように、学歴ダミーだけで学歴間の賃金格差を測ろうと

した場合、計測 された効果 は純粋な教育の差だけではな くその後のOJTの 差 をも含んでい

る可能性がある。よって人的資本理論が確認されたか どうかについて も疑問が生 じる。仮

に仕事競争モデルやシグナ リング理論が成立しているとすると、仕事についてか ら広が る

格差 を計測 できないという問題が生 じる。本研究では学歴 ダミーを用いた方法ではなく、

学歴別 に現在の所得 を年齢な どの説明変数に回帰し、学歴間でその他変数の係数は同じで

ある という制約 を課す ことな く現在の所得を分析する。そ して、そ こか ら得 られた年齢係

数 を学歴問で比較 し、その後の賃金格差は拡大するのか、維持されるのか、或 いは縮小す

るのかを検証することとする。

これ までに学部卒業生を対象 とした賃金分析は数多 くの蓄積がある4。大学院卒業生の分

析や彼等の賃金 にっいての分析 にはどのよ うな ものがあるだろうか。昨今、科学技術の強

化や 人材の高度化を促進するためには大学院教育が必要不可欠で ある という議論があ り、

大学院生数が増加 している。 しか しその一方にお いて、大学院生は学部卒業生と比較 して

どのような生産性 を発揮 しているのかが統計的分析に基づ き評価 され ることがあま りなか

ったよ うに思われる。

はじめに、大学院(生)の現状やその多様性 を示 した研究 を見てみる。記述統計量による分

析 として次の3つ が挙げられる。小林 他(1992)は 同じ大学院であって もその実情は制度的

にも現実的にも多様であることを示 した。沖津(1996)は 社会人大学院生の現状に焦点を当て

た分析 を行 い、彼等 は一般の大学院生と比べてその立場や状況が多様であることを指摘 し

た。日本労働研 究機構(1997)は 社会人教育に焦点を当て、大学スタッフ、在学中の社会人修

士学生、それ に在学中の一般修士学生に対するアンケー ト結果 を分析 し、社会人大学院生

と一般の大学院生の意識や活動の差異 を明 らかにした。また島田(1998)は 心理学の立場か ら

4こ の よ うな研 究 につ いて も、 前掲 の荒井(1995)で 数多 くサ ーベ イ されて いる。
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理工系技術者の場合、高度 な知識 ・技術 を身に付ける場 として大学院は最適であるが、社

会人大学院はホワイ トカ ラー ・ワーカーのための専門的知識 ・技能の習得に役立つか どう

か疑問であるとし、研究科によって教育成果に差があることを示唆 した。

これ ら研究か らは大学院(生)は一様ではないために、彼等を一括 して扱 うのではな く大学

院や研究科の差異、或 いは社会人大学院生か否かの差異をコ ン トロール した上で分析を行

うことが肝要であることが示唆 されている。一方、残 された課題 も存在する。 まず使用 さ

れたデータはそのほとんどが大学院生だけに関す るものであるために学部卒 と院卒 の比較

ができない。 さらには賃金、勤続、企業規模な どといった大学院卒業後のデー タが乏 しい

ため、大学院教育 と賃金の関係についての分析が十分 には行 えない。

次 に、大学院教育が賃金や仕事 に与え る効果 を分析 したものを見てみ よう。塚原 他

(1992)は 筑波大学大学院修士課程修了者をサ ンプル とした分析で、大学院での在籍研究科 に

ふ さわ しい職業活動 に修 了者の多くが就 いている こと、そ うでないとして も在籍研究科で

学んだ専門的知識 ・能力が職業活動に活用 されていることを示 した。労働問題 リサーチセ

ンター(1996)は 社会人大学院生およびその卒業生 をサンプル とし、大学院入学直前の収入は

終了後には平均16.7%増 加 した ことや 「コス トをかけても大学院で勉強す ることにメリッ

トが あるか」 との問いに5割 が肯定的な評価 をした ことを示 した。ただ し、 これ ら研究で

使用 されたサ ンプル も大学院生や大学院卒業生のみであ り、学部卒業生との比較 はなされ

ていない。また分析も記述統計量によるものに留まっている。

大学院教育 と賃金の関係を分析 し、また学部卒 と院卒 を比較 した分析 としては佐野(1993)

や岸(1997)が ある。前者は人事担当者 との座談会か ら1.修 士 として学習する2年 間の成果

は大きいこと、2.修士号取得者の初任給 は学部卒 プラス2年 であ り、その後 自然に院卒の賃

金カー ブが学部卒 の上方に来 るのが望 ましいと考えている人が多 いことを明 らかにした。

後者 は、ある国立大学理系大学院のデータに基づ き修士 と学部卒業生の初任給格差 を分析

した。結果 は、製造業では修士の初任給が学部卒のそれ を上回っている ことを示 した。 し

か しなが ら、 これ ら研究の分析もまた記述統計量に留 まってお り、より精度の高い分析が

なされる必要がある。

海外 には本稿 と同一一方向の分析が少ないなが らも存在する。Wise(1975)は 多変量解析 を使

用 し、修士課程 を良い成績で修了した者の賃金増加率が高 くなることを示 した。ただ し、

この分析は様 々な大学の卒業生をサ ンプル に含んだ分析であるため、卒業大学 に基づ く属

性 の差異が十分 にコン トロールされて いないという問題がある。また修 士卒 一博士卒問の

比較 ・分析はなされていない。JonesalldJackson(1990)は 同一大学卒業生をサ ンプル とし、

卒業5年 後の賃金にどのような要因が影響を与えるのかを多変量解析 により分析 した。結

果は、院卒 は学部卒業生 と比べて賃金が高 くなるというものであった。・しか しこの研究 も

大学のコン トロールはできているものの、依然 として卒業学部 のコン トロールが十分でな
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く、また修士 一博士間の差異が分析されていないとい う課題が残 されている5。

以上、先行研究 を概観 してきた結果 に基づき本稿では、大学や学部をコン トロール した上

で学歴間賃金格差 をよ り精度の高い方法で分析する。 さらには、学士 一修士問分析にくわ

え、修士 一博士間の分析も行 う。また先に述べたように、その際、教育が賃金に影響 を与

える経路 にも注目する。

本研究の構成は以下のとお りである。次節で分析手法を説明す る。第3節 で使用データ

を説明す る。第4節 でエコノメ トリックスによる分析を行 う。そ して第5節 で結論 を述べ

る。

4・2.分 析 手法

本節では分析手法をより詳 しく説明する。仕事競争モデル と人的資本理論、シグナ リン

グ理論のいずれが現実的であるのかを見るには、初任給と賃金カーブの傾きが学歴間で ど

のよ うに違 うのかを確認 しなければな らない。

なお、初任給 を比較するときには注意 を要する。学士卒 と修士卒の比較を例にして述べ

ると、学士卒業年齢は22歳 、修士修了年齢は24歳 であるため、単純に彼等の22歳 時賃金

と24歳 時賃金を比較すると年齢 に起因 した賃金格差が含まれて しまう。この年齢に起因す

る格差を除いても格差が存在するな らば、それが学歴 問初任給格差(の少な くとも一部)で あ

る。一方、年齢に起因した格差以外が無いのな らば学歴間初任給格差は存在 しないことに

な る。

それでは分析手法を図1～3に よ り説明 していく。説明は学士卒 と修士卒の比較 によ り行

うが、同様の説明が学士卒 と博士卒にもあてはまることは言うまで もない。図1に は仕事

競争モデル、図2に は人的資本理論、図3に はシグナ リング理論が示 されている。図1の

仕事競争モデルに従 うと初任給には差がつかな い。つ まり、年齢 に起因 した格差(w24-w22.)

以外は存在 しないことになるため、修士の24歳 時賃金は学士の24歳 賃金 と等 しくなる。

一方
、その後の賃金は年齢 と共に学歴問で広がることが示されている。言い換えると、高

学歴者の年齢係数の方が大きくなる。

図2の 人的資本理論に従うと初任給の段階か ら学歴間格差が生 じる。よって、年齢 に起

因 した賃金格差(wu24-wu22)以 上に修士の賃金が高くなる。別の言 い方をすると、学士

卒 の24歳 時賃金 と修士卒の24歳 時賃金(修 士の初任給)で は後者の方が大きくなる。その後

の賃金格差は理論的には維持 されるか縮小する。換言すると、高学歴者 の年齢係数が低学

歴者のそれと同じか、それよ りも小さい。図2で は賃金格差が維持 され るケースが示 され

て いる。

図3の シグナ リングモデルに従う と学歴間初任給格差が生 じる。よって年齢 に起因 した

賃金格差(wu24-wu22)以 上に修士 の賃金が高 くな る。その後の賃金格差についても徐々

5そ の 他 、ア メ リカで の教育 問題 を扱 った研 究 と してCardandKnieger(1992)が あ る。
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に拡大す る。言 い換えると高学歴者の年齢係数が低学歴者のそれよ りも大き くなる。

もし初任給 に学歴間格差がな く、高学歴者 の年齢係数の方が大きいな らば仕事競争モデ

ルが現実的 となる。一方、初任給 に学歴間格差があ り、その後の賃金格差が拡大 しないの

な う人的資本理論が現実的 となる。 また、初任給格差があ りかつその後 の賃金格差 が拡大

するのな らばシグナ リング理論が現実的 となる。以下ではこの点 を検証 して いく。

4・3.使 用 デー タ

本研究で使用する主要データは、ある有名国立大学工学部の卒業生を対象に1998年 にな

されたアンケー ト調査か ら得 られたものである6。 アンケー トは8677人 に送付 され、回答

率は約26%、 全サ ンプル数は2217と なった。 このデータは特定大学の特定学部か ら得 ら

れた ものであるため、大学や学部の差異 に基づく属性の差異をほぼ完全 にコン トロールで

きるという利点を持っ7。 またサ ンプルは学士卒、修士卒、博士卒が特定 され、彼等の賃金

データと学業成績や労働市場での属性 を示すデータを含 むため、学士卒一 修士卒 一博士卒

問賃金格差を属性変数をコン トロール した上で分析できる。なお、 このデータには社会人

大学院生8が ほとんど含 ま'れて いなかった。よって本研究では、一般的な大学院生9の みを対

象とした分析を行 うことにする10。また、そ もそも工学部を対象とした分析であることか ら

女性の数が少ない上に、女性か らの回答 もほとん ど得 られなか ったため分析 は男性 に限っ

た。

その他データとして、初任給分析で必要となった一致景気動向指数をr景 気動向指数』(内

閣府)か ら、男子大卒者数を 『学校基本調査報告書』(文 部科学省)か ら、GDPデ フレーター

を 『国民経済年報』(内 閣府)か ら使用する。

4・4.統 計 的分 析

4・4・1.初 任 給 分析

ここでは初任給分析を行 う。先 に若干触れたよ うに、学士 一修士 一博士卒 の初任給 を比

較するためには年齢が初任給に与える効果 をコン トロール した分析が必要である。

6回 答の幾つかは回想によ り答 えられた。またアンケー トは卒業生全員 に配布されたものの、

全ての卒業生か ら回答が得 られたわけではなく、回答 にはバイアスが生 じている可能性 も

ある。 アンケー ト調査に付随するこの種の問題を完全 に解決できていないことについては、

本研究 もその例外ではない。このような問題 を克服することは今後 の課題である。
7大 学や学部の相違によって生 じる格差は、大学ダミーや学部ダミー を使用する ことによ り

ある程度 コントロールすることは可能である。ただ し、大学ダミーや学部ダミーを使用 し

て も切片 の違いのみを調整す るだ けで、その他変数の係数は大学間や学部間で同じである

という制約を課 していることにな り、このような方法によるコン トロールには限界がある。
8学 部卒業後、3年 以上経ってか ら大学院に入学 した ものを社会人大学院生とみな した。

9学 部卒業後、3年 以上経つ前に大学院に進学 したものを一般的な大学院生とした。

io社 会人大学院生 と一般の大学院生を一括 して、同じ大学院生として扱 った分析 も行 った

が、以下で示される結果とほぼ同 じであった。
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分析手順を学士卒 一修士卒間比較を例にしてまとめた ものが図4で ある。始めに学士卒

のみ をサ ンプルとして現在 の所得分析を行い、学士卒賃金カーブを推定する。そ こから学

士卒の24歳 時(修士修 了年齢 に相当)賃金 と22歳 時(学 部卒業年齢 に相 当)賃金を推計する。

次 に修士 ダミー(及び博士 ダミー)を 説明変数として含めた初任給分析 を全学歴の者をサ ン

プル として行い、修士ダミーの係数を求める。最後に、推計された(学士卒の24歳 時賃金 一

学士卒の22歳 時賃金)と 修士 ダミーの係数を比較する。もし修 士ダミーが(A)な らば修士の

初任給 は学士卒よ りも高 くな り、(B)な らば同じ、(C)な らば低 くなる。学士卒 一博士卒間比

較 についても、同様の手順 を踏む。

それでは具体的な分析に入る。 まず学士卒のみをサ ンプル とした現在の所得分析を行 う。

ここでのサンプルは本研究の 目的 に合わせ、男性かつ 自営業主 ・家族従業員以外、かつ年

齢 は22～60歳 である。被説明変数は現在 の所得11を対数変換 した値である。使用された説

明変数は年齢 とその2乗 項 、優の割合、進路ア ドバイス、浪人年数、留年数、生え抜きダ

ミー、勤続、企業規模12、それに産業ダミーである。

年齢 とその2乗 項は、学士卒の22歳 時、24歳 時、それ に27歳 時(博士修 了年齢に相当)

の推定賃金を求めるために使用する。期待 される係数はそれぞれ正、負である13。

優の割合は学部時代の成績 を示 している。成績のよい者ほど賃金が高 くなると考え られ

るため、期待され る係数は正である。 このような成績の効果 はい くつかの先行研究で明 ら

か にされている14。進路ア ドバイスは、大学入学以前の高校でこの大学への合格確率がどの

ように評価 されていたかを示 してお り、合格する確率は 「かな り低い」な ら0、 「低い」な

ら1、 「五分五分」な ら2、 「高い」な ら3、 そ して 「かな り高い」なら4と 数値化 されてい

る。 この変数によ り大学入学前の能力をコン トロールする。期待 される係数 は正である15。

浪人年数は何年浪人したかを示 している。係数 は正 とも負 とも期待 され る。そ の理由は

浪人 をしてまで良い学科に入学 したとすれば、そのことが現在の所得 を高める可能性があ

るが、その一方で、浪人 しないと大学に入学できなかった ということは能力の低 さを示す

とも考 えられるためである。留年数の係数は負 と期待される。生え抜きダミーは、生え抜

111997年 における年収であ り、30段 階に分けられた値の中央値をとった。ただ しアンケ

ー ト上の最高所得 を示す 「2500万 以上」については3750と した。

12企 業規模については、9段 階に分けた従業員数の中央値を とっている。ただし、アンケ

ー ト上の最大企業規模 を示す 「10000人 以上」 については企業規模を15000と した。

13推 定賃金を求める上で24歳 時賃金は勤続2年 時賃金、22歳 時賃金は勤続0年 時賃金に

相当すると考えることによ り、年齢 とその2乗 項ではな く、勤続 とその2乗 項を利用 した

分析 も可能である。ただ し、 ここでの分析対象には非生え抜 きも含 まれているため、年齢

とその2乗 項を使用 した。ちなみに勤続とその2乗 項を使用 した分析においてもほぼ同様

の結果を得た。

14成績の賃金に対する正の効果 は、前掲のWise(1975)やJonesandJackson(1990)で も示さ

れて いる。また苅谷(1991、1993)、 梅崎(2000)、 それに大谷(2003)は 成績が良い者ほど良い

初職や初任給 を得ることを示 した。竹内(1995)、 松繁(2002)、 そ して大谷 他(2003)は 成績

が良い者 ほど就職後のキャ リアが良好なことを示した。
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きな らば1、 そ うでなければ0を とる16。非生え抜き化が出向によ り生 じるケースでは、係

数は負 と予想 される17。一方、非生え抜 き化が転職によって起 こるケースでの生え抜きダミ

ーの係数の符号は事前に予想できない。勤続 と企業規模は所得の分析で一般的に使用 され

る変数であ り、期待される係数はそれぞれ正である。

表1-1が 結果である。ここでの結果 は、始めに上で説明 した全ての変数を使用 した分析を

行い、その後P値 の高かった変数 を除去 したものである。なお変数の除去 に際 してF検 定

を行 った。未使用変数18の係数は全て0で あるという帰無仮説はP値=・0.54%で 棄却 されな

か った。結果 は概ね予想された通 りであったが、先行研究でその重要性が示唆 されていた

成績や進路ア ドバイスは有意な効果 を示 さなかった。ここでの結果 を利用 して22歳 時、24

歳時、それ に27歳 時の推定賃金を導出した。

次 に、全学歴の者 をサ ンプル とし初任給分析を行 う。ここでのサ ンプルは男性かつ 自営

業主 ・家族従業員以外、かつ博士卒のサンプルに合わせて年齢 は27～60歳19、 かつ生え抜

きで ある。生え抜きのみをサ ンプルとしたのは、非生え抜きの者 については初入社年が特

定で きず、初任給の実質化ができないため、ここでの分析か ら彼等を排除す る必要がある

ためである。被説明変数はGDPデ フレーターで実質化された初任給20を対数変換 した値で

ある。説明変数は修士 ダミー、博士ダミー、優 の割合、進路ア ドバイス、浪人年数、留年

数、企業規模、初入社年、初入社年 にお ける一致景気動向指数、初入社年 にお ける男子大

卒者数、それに産業ダミーである。

修士 ダミー と博士ダミーは修士、博士な ら1、 それ以外なら0を それぞれ とる。期待され

る係数は共に正である。初入社年は入社年 の違いが初任給 に与える効果をコン トロールす

るために使用 し、実質的には トレン ド項の役割 を果たす。期待 され る係数は正で ある。一

15同 様の効果が前掲の大谷 他(2003)、 大谷(2003)で 確認されて いる。

16生 え抜きとは、学部卒業生については、卒業年 と現在勤めて いる会社への入社年が等 し

い者である。大学院卒業生については、 この条件に加え、学部卒業後2年 以内に大学院へ

進学 した者を生え抜きとした。
1咄 向による非生え抜き化が生じると、職位は上昇 し、企業規模は小さくなるケースがしば

しば知 られている。通常、職位の上昇は所得を増加 させ、企業規模の低下は所得 を減少さ

せる。従って企業規模 をコン トロール した分析では、非生え抜き化 は所得を増加 させると

考 え られる。本研究で は企業規模をコン トロール した上で、非生え抜き化の効果 を分析 し

出向による非生え抜き化の所得に与える効果 は正 と予想される。言 い換えるているのでへ

と、出向の効果か ら予想される生え抜きダミーの係数は負となる。 このような議論は前掲

他(2003)が 詳 しい。の大谷
18優の割合、進路ア ドバイス、浪人年数、生え抜 きダミー、製造業ダミー、金融業 ダミー、

サー ビス業ダミー、大学教員 ダミー、それ にその他産業ダミーをここでは指す。つまり、

精緻化後 にお いては使用 されなかった変数である。以下でも 「未使用の変数」 とはこのよ

うな変数を示す。
19博士課程 におけるオーバー ドクターの存在を考慮 し、年齢 を30～60歳 とした分析 も行っ

た。結果はほぼ同 じであった。

2020段 階に分けられた初入社年 における年収の中央値 をとった。ただ しアンケー ト上の最

高所得 を示す 「1000万 以上」については1500と した・
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致景気動向指数は初入社時の労働需要の代理変数として使用する。期待 される係数は正で

ある。男子大卒者数は初入社時の男子大卒労働供給 を代理す る変数 として使用す る。期待

される係数は負である。なお、表1・1に おいても使用 した変数の符号については、ここで も

同様の効果が期待 され るため に繰 り返 し説明 しない。

.結果 は表1・2に 示されている。ここでの結果は、上で説明 した全ての変数を使用 した分析

の後、P値 の高い変数を除去 した後のものである。変数の除去 に当たってはF検 定がなさ

れた。その結果 は 「未使用の係数=o」 の欄 に示されている。修士 ダミー と博士ダミーの係

数は共 に正で有意 となった21。

優の割合、進路ア ドバイスな どの学業成績変数は有意 とな らなかった。その他有意 となっ

た変数については期待 された通 りの符号を示 した。

最後に、修士卒や博士卒の初任給が学士卒に比べて高いのは、単に初任時の年齢が高い

ためなのかどうかを分析 した。結果は表1・3に 示されている。表1・1か ら得 られた(学士の

24歳 時の推定賃金 一学士の22歳 時の推定賃金)が、表1・2か ら得 られた修士ダミーに等 し

いという帰無仮説はP値 ・=0.72%で 棄却されなかった。また表1・1か ら得 られた(学士の27

歳時の推定賃金一学士の22歳 時の推定賃金)22が、表1・2か ら得 られた博士ダミーに等

しいとい う帰無仮説もP値=0.79%で 棄却されなかった。 これ ら結果は、院卒の初任給が

高 く見えるのは院卒ほど初任時の年齢が高いためであることを示 している23。

4・4・2.学 歴 別 賃 金 カ ー ブ の推 定

これまでの分析か らは、修士卒 ・博士卒の初任給は学士卒 と同じである ことが分かった。

ここでは学歴別に現在の所得を年齢などの説明変数 に回帰 し、年齢の係数間にどのような

差があるのかを分析する。学歴別 に推定することによ り、学歴問で各説明変数の係数の値

が異な る可能性を考慮す る。仕事競争モデルが現実的な らば、学歴間初任給格差はないと

いうこれまでの結果に くわえて、年齢係数が高学歴者ほど大き くなるはずである。使用 し

たサ ンプルは男性かつ自営業主 ・家族従業員以外、年齢は学士卒 については22～60歳 、修

士卒 については24～60歳 、そ して博士卒については27～60歳24と した。なお学士のみを

21年齢区分を27～40歳 、41～50歳 、51～60歳 に区切った分析 において もほぼ同様の結果

を得た。
22ここで も博士課程におけるオーバー ドクターの存在を考慮するために、博士過程修 了年齢

を30歳 と仮定 し、(学士の30歳 時の推定賃金一学士の22歳 時賃金)が表1・2の(II)式 か ら

得 られた博士 ダミーに等 しいという帰無仮説 も検定 したが、この仮説も棄却 された。
23修 士卒 一博士卒間初任給格差 については以下のような分析 も試 した。始めに修士卒のみ

の賃金カーブを推定 し、ここか ら(修士卒の27歳 時(博:士修 了時年齢に相当)賃金 一24歳 時(修

士修 了時年齢 に相当))を推定 し、次に博士ダミーを含めた初任給分析 を修士卒以上の者 をサ

ンプル として行 い、最後 に(27歳 時賃金一24歳 時賃金)と博士ダミーの差の検定 を試みた。

しか し初任給分析で博士 ダミーは有意 とな らず、差の検定 をす るまでに至 らなかった。

24ここでもオーバー ドクターの存在を考慮 し、30～60歳 を対象 とした分析 も行ったが結果

はほぼ同様であった。
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サ ンプル とした推定結果は表1-1で 既に行 っているため、そちらを見て いただきたい。使用

する変数は、表1・1の 学士卒の分析 と全く同様の被説明変数と説明変数であ り、予想され る

説明変数の効果 も表1・1に 準 じる。

結果 は表2に 示 されている。ここでの分析も以前 と同様に全ての説明変数を使用 した分

析 を行 い、その後P値 の高い説明変数 を除去 した。その,.F検 定が行われ、その結果 は 「未

使用の係数=0」 の欄に示されている。いずれの学歴の分析についても係数の符号は予想通

りであった。ただ し、ここでも優の割合や進路ア ドバイスはほとんど有意 とな らなかった。

次に、学歴間で年齢及びその2乗 項の係数を比較 した。(1)に は、学士 との比較の結果が

示 されて いる。これによると、学士 と修士の年齢係数 は同じであるという帰無仮説及び、

学士 と修士の年齢の2乗 係数は同じであるという帰無仮説は共に棄却された。修士の年齢

係数は学士のそれよ りも有意に大き く、修士の年齢 の2乗 係数は学士のそれよ りも有意に

小さい。つまり年齢 と共に学士卒 一修士卒問賃金格差は拡大するが、その効果は年齢とと

もに小 さくなるということである。ただ し、修士の賃金が最大 になる年齢 を計算 したとこ

ろ57歳 とかな り高齢になってか らであることか ら、一般的な定年年齢を考えると学士の生

涯賃金が修士のそれ を上回ることはないと言える。修士卒 と博士卒の比較結果 は伍)に 示さ

れている。 ここか らは修士卒 と博士卒の年齢係数及びその2乗 項 の係数に有意差はないこ

とが明 らかとなった。

ここまでの結果を まとめてお く。第一に、初任給は学士卒 一修士卒一 博士卒間で同 じで

ある。第二 に、学歴 間の現在の所得格差は学士 一修士 ・博士卒間で年齢 と共に拡大 し、・そ

の後縮小する。ただ し、院卒間では賃金カーブの傾きに統計的有意差は観察 されなか った。

これ ら結果 は、図1に 描かれたよ うな状態 を示 していると言える。つまり、仕事競争モ

デルが現実をよ りうまく説明する ことを示 している。 しか しなが ら、修士卒 と博士卒の間

で賃金カーブの形状 に有意な差が見 られなかったことか ら、博士卒 ということが、修士卒

よ りも高 い訓練可能性 を持っていることを示す指標 として機能 していなかったと考えられ

る。また図1は 、島田(1975)に よ り30年 ほど前に描 かれた日本の賃金カーブ と類似 してい

る。彼 は大卒 ・高卒 ・中卒の賃金カーブを描き、学歴間で初任給格差はほとん ど無いが、

賃金カーブの傾きについては高学歴者ほど大きいことを示 した。このことは本研究の学士

卒 と修士卒 ・博士卒 の関係に類似 している。 ここか らは、昔は大卒が就職 していた望 まし

い仕事 には、今は院卒が就職 し、昔は高卒が就職 していた仕事 には、今 は大卒が就職する

といったような学歴インフレが発生している可能性が示唆され る25。

4・4・3.補 足 的 推 定

ところで学歴別 に推定せず、一本の式に学歴ダミーを入れて分析を行えばどのような結

果 が得 られるだろ うか。 この ことを確かめるために、全学歴 の者をサンプル として現在の

25なお島 田(1975)の 主眼は賃金カーブの 日米間比較に置かれてお り、本研究 のように仕事競

争モデルの現実妥当性 を統計的に分析 したものではない。
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所得を修士ダミーや博士ダミーなどの説明変数 に回帰 させてみる。使用するサ ンプルは男

性かつ 自営業主 ・家族従業員以外、かつ博士のサ ンプルに合わせるため年齢は27～60歳 で

ある。被説明変数は現在の所得を対数変換 した値である。説明変数は修士ダミー、博士ダ

ミーが加わった以外は表1.1と 同様である。修士ダ ミー、博士ダミーの係数 は共 に正 と期待

される。その他変数の期待 される符号は、表i-zと 同様である。

結果は表3に 示 されている。 ここでの結果は、始めに全ての説明変数 による分析を行 い、

その後P値 の高かった変数 を除去 した後のもので ある。変数除去の際に行われたF検 定の

結果は下段 に示 されている。修士ダミーと博士ダミーは正かつ有意 となった26。つま り、院

卒の賃金 は学部卒 に比べて有意 に高い27。これは図2の 人的資本理論を支持す るかのような

結果である。 しか し、 このような方法で抽出された教育の効果 には問題があ り、前掲の村

松(1983)は その後のOJTの 効果をも含む可能性 を指摘 していた。 この ことと仕事競争モデ

ルを支持する本研究 の結果 とをあわせて考える と、高学歴ダミーの正の効果 は純粋な教育

効果 によるものというよ りもむしろ、その後のOJT効 果による部分が大きいといえるか も

しれない。

4・5.結 論

本研究は、ある有名国立大学工学部の卒業生に1998年 になされたアンケー ト調査か ら得

られたデータをもとに、教育の賃金に影響を与える経路を分析 した。

結果 は、サ ローの仕事競争モデルが現実をよ りうまく説明するというものである。ただ

し、 このような結果は学士卒 一院卒間についてのみ観察 され、修士卒一博:士卒問について

は観察 されなかった。 この原因としては、博士卒ということが修士卒 よりも高い訓練可能

性を持つとい う指標 として機能していなか った可能性が指摘できる。

また、現在の所得を学歴別 に推計せず、一本 の式に学歴ダミーを入れて分析するとあたか

も人的資本理論 が現実的であるかのような結果 を得た。 これは学歴ダ ミーを利用 した分析

では学歴問での切片の違いのみをコン トロール し、他の変数の係数は学歴間で同 じである

とい う制約 を課 していることになるために生 じた結果と考 えられる。

以上の結果 に加えて、先行研究では重要性が指摘 されていた優の割合や進路ア ドバイス

といった学業成績変数が、どの推定式においてもほとんど有意とな らなかった。その理 由

は恐 らく、同じ学歴間で選抜をす るな ら学業成績変数よ りも学科 という指標の方がよ り明

確であ り、この指標により十分な選抜が可能な時にはこれ ら変数を使用す る必要が無か っ

たためと考え られる28。また、学歴が異なる者 を選抜するケースでは学歴 による選抜 で十

26年齢 区分を27～40歳 、41～50歳 、51～60歳 に区切った分析 をここで も行ったが、ほぼ

同様 の結果 を得た。
27修士 ダミーの係数 と博士ダミーの係数は同じであるという帰無仮説は棄却 されなかった。
28本 研究が分析対象 とした工学部には、数多 くの学科が存在 していた。
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分であ り、学業成績変数を使用 しなかったためと考え られる29。

本研究は、特定大学の工学部卒業生のみをサ ンプル とした分析であるため、属性のコン

トロールがかな り十分 に行われている反面、結論の一般性 には欠けるという問題点を孕ん

でいる。従 って今後の同種の研究では、様 々な特定の大学 ・特定の学部をサ ンプル とした

分析がなされる必要がある。さ らには、女性を分析対象 とした同種 の研究がなされ る必要

もあるだろう。

29選 抜に際 し明確な指標が存在 し、それだけで十分な選抜が可能な時 には、初任給 に対す

る成績 の効果が無 くなることは前掲の大谷(2003)で も確認されている。
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表1-1学 士、現在の所得分析

ln(現 在 の所得) Coef. P>Itl

年齢 o.oss 0.000

年齢の2乗
一4

.176E-04 0.004

優の割合

進路アドバイス

浪人年数

留年数
一〇

.066 0.002

生 え抜きダミー

勤続 0.003 0.027

企業規模 5.450E-06 0.021

製造業ダミー

卸売 り業ダミー 0.269 0.001

金融業ダミー

運輸業ダミー 0.182 0.001

電気 ・ガス ・水道業ダ ミー 0.284 a.002

官公庁ダミー
一〇

.163 0.006

サー ビス業 ダミー

大学教員ダミー

その他産業ダミー

定数項 4.596 o.ooa

サンプル数 497

F検定 77.9]

Prob>F o.00

R-squared 0.59

AdjR-squared 0.58

RootMSE 0.28

帰無仮説 F(9397)ProbJF

未使用変数の係数・0 0.880.54
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表1-2全 学歴 、初任給分析 』

ln(実 質初任給) Coef. P>川

修士ダミー 0.114 0.009

博士ダミー o.zsz 0.002

優の割合
進路ア ドバイス

浪人年数

留年数 一〇.078 0.030

企業規模
初入社年 0.019 o.000
一致景気動向指数

男子大卒者数
製造業ダミー

卸売り業ダミー

金融業ダミー

運輸業ダミー

電気 ・ガス ・水道ダ ミー

官公庁ダミー 一〇
.166 0.063

サー ビス業 ダミー

大学教員ダミー

その他産業ダミー

定数項 4.089 o.000

サ ンプル数 599

F検 定 28.4

Prob>F o.00

R-squared 0.19

AdjR-squared 0.19

RootMSE 0.47

帰無仮説 F(14,490)ProbJF

未使用変数の係数=0 0.460.95

表1-3修 士 ・博士の初任給に与える効果

帰無仮説F(1、593) ProbJF

(学士 の24歳 推定賃金一学士の22歳 推定賃金)・0.13

修士ダ ミー の係数

0.72

(学士 の27歳 推定賃金一学士 の22歳 推定賃金)・0.07

博士ダ ミーの係数

0.79

注)推 定賃金 は表1-1か ら得 られた ものである。

修士 ダ ミーの係数 と博士 ダミー の係数 は表1-2か ら得 られた ものである。
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表2学 歴別賃金カーブ
(1)修 士 (II)博 士

1n(現 在 の所得) Coef. P>Itl Coef. P>Itl

年齢 0.153 o.000 0.155 o.000

年齢の2乗
一〇

.001 o.aoa 一〇
.001 o.000

優の割合

進路ア ドバイス 0.024 0.073

浪人年数
一〇

.030 0.155

留年数
生え抜きダミー

勤続 0.003 0.150

企業規模 1.800E-06 0.482

製造業ダミー
一〇

.072 0.056 一〇
.742 o.000

卸売 り業ダ ミー 0.400 o.002

金融業ダミー

運輸業ダミー

電気 ・ガス ・水道業 ダミー 0.136 0.035

官公庁ダミー
一〇.120 0.074 一〇

.636 0.000

サー ビス業 ダミー
一〇

.194 0.014 一〇
.921 o.000

大学教員ダミー
一〇

.244 0.000 一〇
.788 0.000

その他産業ダミー

定数項 2.786 o.000 3.605 o.000

サンプル数 332 88

F検定 96.35 51.10

Prob>F o.00 o.00

R-squared o.7s 0.79

AdjR-squared o.7s o.7s

RootMSE 0.24 0.16

帰無仮説 F(6282)ProbJF F(744)ProbJF

未使用変数の係数・0 0.850.53 0,ggO.53

学士の年齢係数=修 士の年齢 F(1319)ProbJF

の係数 37.500.00

学士の年齢の2乗係数=学 士 F(1319)ProbJF

の年齢の2乗係数 34.450.00

修士の年齢係数=博 士の年齢 F(1,81)ProbJF

の係数 0.000.95

修士の年齢の2乗係数=博 士 F(1,81)ProbJF

の年齢の2乗係数 0.050.83
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表3現 在の所得分析

1n(現 在 の所得) Coef. P>川

修士 ダミー 0.033 0.092

博士 ダミー 0.〔171 0.084

年齢 olio o.ooo

年齢の2乗
一〇

.001 o.ooo

優の割合

進路ア ドバイス

浪人年数
一〇

.027 0.033

留年数
一〇

.049 0.002

生え抜 きダ ミー

勤続 0.002 0.030

企業規模 5.040E-06 o.ooz

製造業ダミー

卸売 り業ダミー 0.290 o.ooo

金融業ダミー

運輸業ダミー 0.177 o.ooo

電気 ・ガス ・水道 業ダ ミー 0.218 o.ooo

官公庁ダミー
一〇

.093 0.022

サー ビス業 ダミー

大学教員ダミー
一〇

.082 0.035

その他産業ダミー

定数項 3.666 o.ooo

サ ンプル数 826

F検定 122.51

Prob>F G.00

R-squared 0.66

AdjR-squared 0.66

RootMSE 0.25

帰無仮説 F(7、734)Prob>F

未使用変数の係数・0 0'.830.56

修士ダミーの係数=博 士 F(1、812)Prob>F

ダ ミーの係数 0.g70.35
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図1仕 事競争モデル 図2人 的資本理論

賃金

w24

w22

修士賃金カーブ

賃金

wm24

学 士 賃 金 カ ー ブw、 、24
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注)こ こ で 、 w24:24歳 時賃金

w22:22歳 時賃金

wμ22

年齢2

修士賃金カーブ

学士賃金カーフ

歳24歳 年齢

注)こ こで、wm24:修 士卒 の24歳 時賃 金

wu24:学 士卒 の24歳 時賃 金

w、22:学 士卒 の22歳 時 賃金

図3シ グナ リング理論
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学士賃金カーブ
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注)こ こで、Wm24:修 士卒 の24歳 時賃

Wu24:学 士卒 の24歳 時賃金

w,,22:学 士卒 の22歳 時賃 金
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図4修 士ダミー と賃金カーブの関係
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補論 基本統計量

表A1全 サンプル学歴分布

学歴 標本数 分布 累積分布

学士

修士

博士

その他

合計

1388

509

304

16

2217

62.61ｰ6

22.96%

13,71%

0.72%

100

62.61%

85.57%

99.28%

100%

表A2全 サンプル性別分布

性別 標本数 分布 累積分布

明
計

男

女

不

合

2178

9

30

2217

98.24%

0.41%

1.35%

100%

98,24%

98.65%

100%

表A3全 サンプル(不 明者50人 を除く)の年齢の基本統計量

標本数

年齢2167

平均 標 準偏差 最小値 最大値

56.0590713.314932289

表A4表1-1で 使用された変数の基本統計量

標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値

1n(現 在の所得)

年齢

年齢の2乗

優の割合

進路アドバイス

浪人年数

留年数

生え抜きダミー

勤続

企業規模

製造業ダミー

卸売 り業ダミー

金融業ダミー

運輸業ダミー

電気 ・ガス ・水道業ダミー

官公庁ダミー

サー ビス業ダミー

大学教員ダミー

その他産業ダミー

1

5

5

0

8

5

4

4

5

4

3

3

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

9

1

7

0

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

5

5

5

4

5

4

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

7.019

49.286

2523.141

40.292

2.998

0.528

0.202

0.643

19.250

7272.262

0.577

0.027

0.015

0.061

0.025

0.048

0.046

0.023

0.040

0.440

9.708

872.607

24.168

0.942

0.744

0.594

0.480

11.931

6273.303

0.494

0.162

0.123

0.240

0.156

0.214

0.209

0.150

0.197

5.782

22

484

a

O

O

O

O

O

2.5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

8.230

60

3600

95

4

4

4

1

38

15000

1

1

1

1

1

1

1

1

豆

95



表A5表1-2で 使用された変数の基本統計量

標本数 平 標準偏差 最小値 最大値
1n(実 質初任給)

修士ダミー

博士ダミー

優の割合

進路ア ドバイス

浪人年数

留年数

企業規模

初入社年 、
一致景気動向指数
・男子大卒者数

製造業ダミー

卸売り業ダミー

金融業ダミー

運輸業ダミー

電気 ・ガス ・水道ダミー

官公庁ダミー

サービス業ダミー

大学教員ダミー
その他産業ダミー

6235.567

6520.43玉

6520.072

60746.832

6442.981

5980.463

6300.168

648'9553.523

65276.877

65262.931

652233904.800

6490.649

6490.00ﾟ

6490.009

6490.066

6490.045

6490.049

6490.012

6490.060

6490.014

0.521

0.496

0.259

24.732

0.966

0.661

0.564

5763.380

9.989

24.721

66521.270

0.478

0.oss

O.096

0.249

0.207

0.217

0.iio

O.238

0.117

4.5747.213

01

0i

oloo

O4

04

05

1715000

6097

8.34292.708

10336/342703

0i

O1

01

01

01

01

0i

Ol

oi

表A6表2学 歴別賃金カーブ(修 士)で 使用 された変数の基本統計量

標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値
In(現 在の所得)

年齢

年齢の2乗

優の割合

進路ア ドバイス

浪人年数

留年数
生え抜きダミー

勤続

企業規模

製造業ダミー

卸売り業ダミー

金融業ダミー

運輸業ダミー

電気 ・ガス ・水道業ダミー

官公庁ダミー

サービス業ダミー

大学教員ダミー

その他産業ダミー

6.844

43.026

1953.557

53.403

2.966

0.416

0.145

0.773

14.405

8'T32.774

0.606

0.OIO

O.008

0.oso

O.060

0.049

0.036

0.067

0.036

0.495

10.129

857.508

23.111

1.032

0.648

0.496

0.419

9.982

6194:352

0.489

0.101

0.088

0.237

0.237

Q.217

0.187

0.251

0.187

4

6

0

0

0

0

0

0

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
乙

0
乙

ワ
ー

1

5

2
.

93 8.230

so

3600

100

4

4

5

1

35

15000

1

1

1

1

1

1

1

1

1
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表A7表2学 歴別賃金カーブ(博士)分 析に使用された変数の基本統計量

標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値
ln(現 在の所得)

年齢

年齢の2乗

優の割合

進路アドバイス

浪人年数

留年数
生え抜きダミー

勤続
企業規模

製造業ダミー

官公庁ダミー
サービス業ダミー

大学教員ダミー

886.939

8847.682

882360.205

8265.183

873.149

840.321

720.236

880.534

8813.989

835730.735

880.307

880.045

880.011

880.614

0.3455.926

9.36229

857.415841

21.088]0

0.9590

0.5410

0.6820

a.so2a

10.2510

5717.42017

0.4640

0.2090

0.io7a

O.4900

8.230

60

3600

100

4

3

4

1

33

15000

1

1

1

1

表A8表3で 使用された変数の基本統計量

標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値
1n(現 在の所得)

修士ダミー

博士ダミー

優の割合

進路ア ドバイス

浪人年数

留年数

生え抜 きダミー

勤続

勤続の2乗

経験年数

企業規模

製造業ダミー

卸売 り業ダミー

金融業ダミー

運輸業 ダミー

電気 ・ガス ・水道業ダ ミー

官公庁 ダミー

サー ビス業ダミー

大学教員ダミー

その他産業ダミー

8

4

4

7

9

0

5

4

5

5

0

7

1

1

1

1

1

1

1

i

1

2

2

2

6

1

5

3

2

3

3

5

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

9

9

9

8

9

8

9

9

9

9

8

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

s.sss

O.391

0.078

47.633

3.04]

0.455

0.215

0.ssz

17.563

431.907

636.646

7604.404

0.567

0.018

0.011

0.052

0.034

0.049

0.042

0.093

0.038

1

8

8

5

5

5

1

6

7

0

8

5

6

4

3

1

2

7

0

i

O

2

8

6

3

5

7

2

6

i

9

3

2

9

3

0

2

8

1

0

9

9

4

4

2

7

9

6

7

4

1

8

4

6

4

1

1

2

1

2

2

2

1

0

0

0

4

0

0

0

0

1

5

3

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

り
4

1

0

つ
0

3

4

4

26

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

2

55 8.230

1

1

100

4

4

9

1

38

1444

1444

15000

1

1

1

1

1

1

1

豆

1
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第5章 教 育 水 準 とallocativeabiIity

一女 性 の教 育 水 準 が 三種 の神 器 の普 友 過 程 に与 え る影 響*一

5-1.序 論

本研究では教育の技術普及過程 に与える役割 を、都道府県別の公表集計データに基づき

分析する。昨今、国内外ではコンピュータ等の新技術 の使用が生産性 に与える効果が しば

しば分析 されて いる。 しか し、どのような要因がいち早 く新技術 を導入せ しめるのかにつ

いてはあ まり研究 されていない。新技術は生産量や生産性 を増加 させ ることを顧みる と、

どのような要因がその普及を促進するのかを分析す ることには意義がある。

本研究では、冷蔵庫、洗濯機、そ して掃除機 といった家庭内生産にお ける三種の神器1の

普及過程 に教育が どのような影響 を与えるのかを、導入時期 と普及速度 に焦点を当てて分

析する。その際、Welch(1970)で 示されたallocativeabilityに 焦点を当てる。

教育が生産性 に影響 を与える経路は3つ 考え られる。1つ は人的資本理論が示す通常の経

路であ り、教育 ・訓練 による知識や技能の向上を通 じて直接的な生産性 の上昇 をもた らす。

この概念を用 いて、教育 と生産性の関係 について多 くの研究がな され、教育水準 の高い者

は、よ り高 い賃金を得る ことが示 された。例えば苅谷(199Dや 日本労働研究機構(1996)は 、

教育水準の高い者 ほど大企業へ就職することを示 した。一般に大企業ほ ど賃金が高いこと

を考えると、この ことは教育水準の高い者 ほど賃金が高 くなる可能性を示 して いる。大谷 ・

梅崎 ・松繁(2003a)で は、成績のよい者 ほど職位が高 くなることが示され た2。

もう1つ は、教育水準の高い者は習得能力が高 いという議論である。Kruger(1993)や

DiNard&Pischeke(1997)は 教育水準の高いものほどパ ソコンを使用することを示 した3。 こ

の ことは、教育水準の高い者 ほど習得能力が高いことを反映 しているのかもしれない。

さらに第3の 経路 としてallocativeabilityが あ り、教育水準の高いものほどこの能力

が高いと考 え られる。 この能力は様 々な生産技術 の効率性 を理解 し、時間を含 めた生産要

素の組み合わせ を、最 も効率的な生産 を可能 とするよ う組替 える能力である4。新たな財 が

*本 稿を作成する上で
、同志社大学文学部社会学科(産 業関係学専攻)の 浦坂純子氏、高

知大学人文学部社会経済学科の岡村和明氏、大阪大学大学院国際公共政策研究科の瀧井克

也氏、横浜国立大学経済学部の山内太氏には有益なコメシ トを頂いた。 ここにお礼申し上

げる。なお、本稿にお ける誤 りの全ては筆者 に帰す るものである。
1単 に 「三種の神器」 と言 うと、冷蔵庫、洗濯機、テレビを表すときもある。よって以下で

は 「家庭 内生産 における三種の神器」 というよ うに記す。
2こ の種の海外 にお ける分析 としては

、Wise(1975)やJones&Jackson(1990)が 挙げ られ

る。 また大谷(2003)や 大谷 ・梅崎 ・松繁(2003b)も 成績の効果を扱った分析 を行 っている。
3日 本におけるパソコンと賃金の分析としては清水 ・松浦(1999)が ある。
4Schultz(1975 、1980)はentrepreneurialabilityと いう言葉を使用 し、同様の能力を説

明 している。また、この能力に関す る議論は企業家(entrepreneur)だ けに限定されず、雇

用者、自営業主そ して主婦 にも当てはまること、さらには教育によ りこの能力が向上す る

ことを指i摘している。
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発表 され る前の定常状態における生産要素や時間の配分は、 この財の発表によ り最適では

な くなる。 この時、新たな定常状態への移行ス ピー ド、言 い換えると新たな財の導入は教

育水準の高い者ほど早 いだろう。

この能力に焦点 を当てるためには、分析対象 となる財の特性に注意 を要す る。パ ソコ ン

な ど使用のため に一定の能力 ・技能を必要 とす る財 を利用 して分析 を行 った とすれ ば、

allocativeabilityと 習得能力を区別できない。なぜな ら、教育水準の高い者 ほどパ ソコ

ンの導入スピー ドが早 いという結果が出た として も、それはallocativeabilityに よるも

のなのか、習得能力によるものなのかが区別で きないためである。 このよ うな理 由か ら、

本研究では使用に際 して特別な能力や技能を必要 としない家電製品を利用する。

過去 にこの能力を分析 したものは少ない。Welch(1970)は(大 卒賃金/高 卒賃金)を 、新技

術導入の代理変数である研究開発費等の説明変数 に回帰 し、研究開発費の係数が正であっ

たためにallocativeeffectsは 存在すると結論づけている。 またBarteletal(1987)も 同

様の分析を行 い、allocativeeffectを 支持 して いる。 しかし、彼等の方法は教育水準の高

い者 と効率的な生産要素導入ス ピー ドの関係を直接推定 しているわけではない。

allocativeabilityを 直 接 分 析 し た 先 駆 的 な も の と し てRomeo(1957)6や

Matsushige(1986)が 挙 げ られ る。 前者 は、 企 業間 の数 値 制御装 置(numericalcontrol

machine)の 普及過程 を分析 し、教育水準は導入時期や普及速度に有意な効果 を持 たない こ

とを示 した。後者 は、鉄鋼産業に属する企業の転炉普及率に注 目し、企業家の能 力水準 と

転炉の普及速度の問に正の相関が あることを示 した。その一方において、導入時期 に対 し

ては有意な効果はないという結論 を得た。これ ら研究では、S字 型の普及過程を示す関数 と

して一般的で あり、また結果の解釈も容易であるlogistic関 数が使用 された。残された課

題 は、確保 されたサ ンプル数が必ず しも十分ではないということである。よって本研究で

は、約20年 分 の普及過程のデータと46都 道府県7のデータを利用 し十分なサ ンプル数を確

保す る。

一方、技術の普及過程 を分析 したものとしてGriliches(1957)が 挙 げられる。そ こで も

logistic関 数を利用 して、交配種 とうもろこし(hybridcorn)の 普及過程が分析 された。結

果は、利潤可能性が導入時期、及び普及速度に大きな影響を与えるというものであった。

ただ し、重要な需要側 の要因である所得な どの要因が説明変数 として使用されなかった と

いう問題がある。Dixon(1980)は 推定方法を改善 し、よ り最近のデータを用いて交雑種 とう

もろこしの普及過程 を分析 し、利潤可能性が大きい坤域ほ ど普及速度が速いという同様 の

5教 育水 準 の高 い者 はallocativeabilityが 高 いた め に、技術 変化 に柔 軟 に対 応 で きる 。

そ の結果 と して 賃金 も上昇す る とい う効果 で ある。
6Romeo(1957)で は、allocativeabilityと い う言葉 は用 い られて いな い ものの 、分析 で は

この よ うな 能 力 を想 定 して いた と考 え られ るた め 、 この能 力の先行研 究 と して ここに挙 げ

た 。
7早 い時期 にお ける沖縄 のデ ー タが 入手で き なか った ので、 分析 は沖縄 を除 い た46都 道 府

県 のデ マ タ によ りな され る。
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結果 を得た。ただ し、ここでの分析でも所得はコン トロールされていない8。・

以上のような先行研究ふまえ、本研究では次 のよ うな貢献を行いたい。第1に 家電を利

用 してaliocativeabilityを 直接 的に分析す る。S字 型の普 及過 程 を示す関数 として

iogistic関 数を利用する。また約20年 分の普及過程のデータと46都 道府県のデータを利

用 し十分なサ ンプル数 を確保する。第2に 利潤可能性 をコン トロールする。第3に 所得 を

コン トロールする。

本研究は大 まか に言 って2つ の推定作業か ら成立 している。一つ目は、46都 道府県 ごと

の時系列データを用 いた県別の普及速度 と導入時期 の推計であ り、二つ 目は、それ ら推計

結果 と46都 道府県 についての横断面デー タを利用 してallocativeabilityを 分析するこ

とである。次節ではデータの説明および普及速度 と導入時期の推計 を行 う。第3節 では、

allocativeabilityの 推計 と使用 されたデータの説明を行 う。そ して第4節 では結論を述

べ る。

5-2.普 及 速 度 と導 入 時期 の 推 計 及 び 使 用 デ ー タ

ここでの目的は、都道府県別の普及速度 を推計 し、次 にそれ らを利甫 して都道府県別の

導入時期を推計す ることである。始めに使用するデータを述べ る。

普及率の変数 として、r全 国消費実態調査報告』(総 務庁統計局)の1000世 帯当た り所有

数量を使用する9。この変数であれば、調査 は1959年 か ら5年 ごとにな されてお り、加えて

1954年 か らの毎年のデータを入手することができるため、推定に必要 となるサ ンプル数 を

確保することが可能である。また比較的早い時期か らのデータが収集 されて いるため、3つ

の家電製品に関す る普及過程の全容 をとらえることもできる。

全国平均 の冷蔵庫 、洗濯機、及び掃除機の普及過程 を図1に よ り見てみる。 これ による

と冷蔵庫 と掃除機は 工954年 あた りか ら普及 を開始 し、洗濯機は他の2財 よ りも若干普及開

,始 時点が早 く、1954年 時点で既に普及率5%に 達 している。また、冷蔵庫につ いては1973

年辺 りで、洗濯機 と掃除機 については1974年 辺 りで所有数量1000台 に達 している。つま

り、1954年 あた りまでは、新技術が発表される以前の定常状態 と考 えられる。その後新技

術が発表される ことによ り生産要素 の組み合わせが最適ではな くな り、新たな定常状態、

つ まり普及率100%へ の移行が1974年 あた りで完了 したということである。なお1970年 ～

1973年 にかけて洗濯機 と掃除機のデータが欠 けているのは、これ ら家電に関する調査がこ

の期 間にっいてはなされなかったためで ある。また、所有数量が過去 を下 回るケースがい

8そ の他
、技術普及を分析 したものとしてChow(1967)やLabson&Gooday(1994)が 挙げ られ

る。
9普 及率のデータも 『全国消費実態調査報告』(総 務庁統計局)よ り入手可能である

。 しか

し、普及率の調査が始まったのがig74年 か らで あり、さらには この年か ら5年 ごとのデー

タ しか手に入 らないため、普及速度 と導入時期を推計するための十分なサ ンプル数が確保

できない。 また冷蔵庫 、洗濯機、及び掃除機の普及は1974年 時点ではおおむね最高値に達

している。そ こで本研究では1000世 帯 当た り所有数量を普及率の代理変数 として使用する。
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くつか見受けられるが、これは入手可能なデータが限定されていることに起因 して いる10.

その点を補正すれば、普及過程の形状は予想されるようにS字 型 とな った。従 って、本

研究でもいくつかの先行研究と同様に、logistic関 数 を使用 し普及速度 と導入時期の推計

を行 うII。logistic関 数は、

最 高値1000世帯 当 た り所 有 数 量=

1+exp{一(a+ﾟt)}

で示 され る。 ここでaは 定数 項で あ り、tは 年 を示 す。 このlogistic関 数 は対 数変 換す る

こ とによ り、

喉 諾 縦 毒霧 器 数量)=a+/it

となる。この変換 によ り、年の係数 β を推計することが可能である。

しか しなが ら、推計 を行 うに当た って若干の問題がある。第一 に、最 高値をどのように

決めるかである。普及率そのものを使用 した分析では、最高値が100%で あることは自明で

ある。 しかし、本研究では1000世 帯当た.り 「所有数量」 を使用 しているため、単純に最高

値 を1000台 とす ることはできない。なぜなら、1世 帯が複数の家電を所有 している可能性

があるためである。 しか しなが ら、複数所有があったとしても1世 帯が所有する冷蔵庫、

洗濯機及び掃除機 の台数はせいぜい数台であろう。従 ってここでは1000台 を最高値 とし分

析 を進めることにする12。

tO調 査 は1959年 、1964年 と5年 ごとに行われ、それぞれの年を含 めた過去6年 間の購入

数がたずね られている。ある年の所有数量は過去の購入数量の累積で求 められ るので、1954

年から1959年 にかけて所有数量は増加 していく。同様に1960年 の所有数量は1964年 調査

か ら 「1959年 以前の購入数量+1960年 の購入数量」と累積計算されるのだが、 これによ り

所有数量が過去 の水準を下回るといった現象が生 じている(こ この例では1960年 の所有数

量が1959年 のそれ を下回る現象)。今仮に1959年 の所有数量を100台 としよ う。そ して1960

年か ら1964年 の間に30台 が破棄 されたとすると、1959年 以前の購入数量=70台 となる。

また1960年 における購入数量がlo台 とすると、1960年 の所有数量は80台 となる。結果、

所有数量が過去を下回ることとなる。 このような現象は、新規購入 ・買い換え ・買い増 し

の区別が可能なデータがあれば回避できるが、そのようなデータは入手できなかった。

ジックによ り1970年 には一旦普及率は低下す るが、そ こか ら1974年 まで普及率は再度上

昇する。
日 この関数は生物学の分野でも、帰化生物の増殖過程の分析などにしば しば利用 されてお

り、本研究の普及過程の分析 にも有用である。
i2最 高値 を1000台 と定めたとして も、実際のデータ上の数値が、1000台 ちょうどを示す こ

とはほとんどない。よって、 ここでは、都道府県 ごとに1000台 に最 も近い数値 を計算 し、

その数値 をその県の最高値 とみな した。 これ によ り都道府県 ごとの最高値のば らつきを最
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第二の問題 は、データ入手が可能な最初の年である1954年 の都道府県 ごとの所有数量が

異なるという問題である。 ここでは1954年 に最も所有数量の多 い県の所有数量を、全都道

府県統一の初期時点における所有数量(以 下では初期値 と呼ぶ)と みなす13。

以下では これ らを基 に、都道府県 ごとの普及速度 と導入時期の推計 を行 う。推定期間は

上で定義 した初期値をとる年か ら最高値をとる年までである。図2に は推定期間の例が示

されている。1954年 時点 にお いて最 も所有数量の多 い県はA県 である。従ってA県 の1954

年の所有数量が初期値とな る。結果、A県 の推定期間は1954年 か らtsA年 となる。一方B

県のそれはtie年 か らtsa年 となる。このようにして、推定期間にお ける所有数量の範囲を

統一 した。

また、全国平均 の普及過程 と同様 に、都道府県別の普及過程で も、県 によっては所有数

量が過去 を下回 るケースがいくつか見 られた。 このようなケースでは 「所有数量が過去 を

下回った年」ダミーを推定式 に入れることで対応 した。

表1に は冷蔵庫、洗濯機 、それ に掃除機 についての推計結果が示されている。冷蔵庫、

洗濯機、それ に掃除機 に関す る推計は極めて高い説明力を得ていることが分かる。 また、

普及速度はいずれの家電、いずれの県 につ いて もP値=0.OI以 下水準で有意であった。

この普及速度 の予測値 を利用 して導出 されたのが導入時期で ある。なお、 ここでの導入

時期 とは、普及率がちょうど10%に な る年であ り、初期値をとる年ではないことに注意 し

て いただきたい14。この違いは図2に 示 されている。初期値 をとる年が1954年 や ∫,β年で

あったのに対 して、導入時期 はtoA年 やt。B年 である。

3つ の家電 に共通 して言えることだが、近畿および関東地方で普及速度が大きく、導入時

期がはやい傾向が見 られる。

以上、この節では普及速度 と導入時期 を導 出した。次節では これ らの都道府県 間格差が

何 によって生 じるかを分析す る。

5-3.allocativeabilityの 分析 と使 用 デ ー タ

ここか らはallocativeabilityの 分析を行 うが、 この能力が重要な役割 を果たすのはど

のような財の普及過程であるのかを始めに考察 したい。

第一 に、価格が高い財である。なぜな ら価格が高 くなるほ ど、そ のような財の導入が効

率的な家事や仕事 に役に立たない時の リスクが高 くなる。従って財 の効率性 を前 もって正

小限に抑えた。
13な お最高値 と同様 に、実際のデータが ここで定義 した初期値 とち ょうど等 しくなること

はほ とん ど無い。よって、 この数量 と最 も近い値を各都道府県の初期値 とみな した。
14先 行研究 と同様に、本研究でも導入時期 を普及率10%に 当た る年とした。また導入時期

として予測値を用 い、実際の値を用いない理由は、実際の値ではちょうど普及率10%に 当

たる年 を全ての県 について入手できないためである。ちなみに、各県 の実際の普及率が10%

に最も近い年を導入時期として、以下でなされた分析 と同様の分析 も行 ったが、結果 は予

測値 を用いた分析 とさほど変わ らなか った。
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確 に理解できて こそ、そのような財の導入がなされ ると考 えられるためである。本研究で

使用する財 の年平均価格 を、『小売物価統計調査報告』(総 務庁統計局)に よ り見てみ ると

1963年 、東京地区において冷蔵庫が49600円 、洗濯機が22100円 、掃除機が14200円 であ

った。これ ら価格が1963年 、東京の月間家計所得に占める割合は冷蔵庫 が51%、 洗濯機 が

23%、 それに掃除機が15%で あ り、決 して安 くはな いことが分かる。

第二 に、よ り時間節約的な財である。冷蔵庫を例に説明す ると、冷蔵庫 を導入すれば今

までは毎 日買い物 に行かな ければな らなかったのが、週 に数回の買い物で済むようにな り

時間を節約できる。そ してあまった時問 を効率的に利用できる者ほ ど、よ り効率的な家事

や仕事が可能 とな る。従ってallocativeabilityが 高 く、生活のあ り方の調整が巧みな者

ほど冷蔵庫の導入 による家事や仕事の生産性向上幅が大きくなるため、その導入ス ピー ド

が速 くなるだろう。時間節約的な特性は洗濯機や掃除機 にも備わっていると考え られる。

それでは普及過程 の流れに沿って、始めに導入時期の分析を行い、次いで普及速度の分

析を行う。導入時期 の分析に使用するデータを説明する。特 に注 目するのは県別の女性教

育年数である15。男女合計の教育年数ではな く女性の教育年数を使用 したのは、家電製品購

入の意思決定はそれ らを主 として使用する ことになろ う女性 にあると考え られるためであ

り、またそれ らの購入 によ り、実際 に生活 のあ り方 が大 きく影響を受けるのは女性である

と考え られ るためで ある。 この変数 と前節で推計され た導入時期 を使用する ことによ り、

allocativeabilityを 直接分析することが可能である。期待される係数は負である。 この

変数を作 る上で必要 となった県別一学歴別女性人口及び県別女性人口(共 に在学中の者 を除

く)は 『国勢調査』(総 務庁統計局)よ り使用する16。

先行研究 において強い効果 を示 した供給側 の利潤可能性 を代理す るものとして、近畿 ダ

ミーと関東ダミー を利用する。その理由は、 これ ら地域 には大手家電メーカーの本社、支

社、それ に工場な どの関連機関が多 く存在 し、そ こで生産 された家電製品の運輸コス トは

これ ら地域 にお いては安 くなる。また これ ら地域は 、人口密度が高 いため にその他 コス ト

も低 くなるだろう1?。結果、近畿、関東地方での販売ほ ど利潤可能性が高 いことを意味す る

と考えられるためである。これ らダミーはそれぞれ、近畿、関東地方であれば1、 そ うでな

ければ0を とる18。期待 される係数は負である。

IS県 別の女性大卒割合を使用 した分析 も試みた。結果は、以下に示されたものとほぼ同じ

であった。
16具 体的には、在学中の者を除いた、卒業者のみをサ ンプル とし、(小卒者割合 ×6年)+(中

卒者割合 ×9年)+(高 卒者割合 ×12年)+(短 大 ・高専卒者割合 ×14年)+(大 卒者割合 ×16年)

で求めた。国勢調査の学歴区分には青年学校 というカテゴリーも存在 したが、その卒業者

割合が極めて小さいため、 ここでの分析か らは除いた。
17例 えば

、人 口密度の高い地域では1店 舗当た りの集客率が高いために、そうでない地域

と比較 して販売等にかかるコス トは低 くなろう。
1R近 畿とは大阪、京都、滋賀、奈良、兵庫、それに和歌 山とし、関東 とは茨城、栃木、群

馬、埼玉、千葉、東京、それ に神奈川 とした。
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また、所得の効果 をコントロールするために家計所得 を用 いる19。家計所得は所得の うち

で、家電購入 に最 も強 い影響力を持つ と考 えられる。期待 される係数 は負である。 この変

数は 『家計調査年報』(総 理府統計局)か ら使用する。

今 までに説 明した変数 に加 えて、以下の分析では女性就業率 と女性の男性に対す る相対

賃金(女 性賃金/男 性賃金)も 使用する。その理由を女性就業率か ら説明 しよう。他の事情 を

定 と して、就業 している女性 はそ うでない女性 と比較 して家事労働 の時間が短 くな らざる

を得ないだ ろう。よって、よ り効率的 に家事労働をこなす必要が生 じ、結果、家電製品の

購入が就業 していない女性 と比較 して早まる可能性があるためである。期待 される係数は

負で ある。 この変数はr国 勢調査報告』(総 務庁統計局)か ら得 られる女性就業者数 と15歳

以上女性人 口か ら作成 した。

女性 の相対賃金 を使用す るのは、 これが高い県ほ ど女性が家事労働 をする機会費用が大

き くなるため、そのような県ではよ り効率的な家事 を行 うために家電導入ス ピー ドが速 く

なる可能性が指摘できるためである。期待 される係数は負で ある。データはr賃 金セ ンサ

ス』(厚 生労働省)の 男、女の 「きまって支給す る現金給与額」か ら作 られた20。

本研究での導入時期 は普及率10%水 準に対応する年である。表1を 再び見ていただきた

い。 この表 か らは冷蔵庫 と掃除機 については、それが平均すると1960年 頃、洗濯機 につ い

ては1955年 頃であることがわかる。よって ここでは、説明変数 として1960年 の女性教育

年数:、近畿ダミー及び関東ダミー、1963年 の家計所得、冷蔵庫、掃除機 については1960年

の女性就業率、洗濯機 については1955年 の女性就業率、それ に1961年 の女性相対賃金を

使用す る。導入時期 と説明変数の時期が完全に対応 していないのは、入手可能な統計デー

タが限 られていることによる。

では導入時期の決定要因を見てみよう。結果は表2-1～2-3に 示 されている。各表の(1)

では、上で説明 した全ての説明変数を利用 した分析結果 を示 してお り、(II)で はF検 定に

よ り説明変数 を絞った結果を示 している。なおF検 定の結果は 「未使用の変数の係数=o」

の欄 に示されている。精緻化後の結果 、(II>に ついて見てみよう。allocativeabilityを

分析す るために使用 した女性教育年数の係数は、3つ の家電いずれにおいても負で有意 と

な った。 この ことはallocativeabilityを 支持する。つま り教育水準の高い県ほど、新た

な定常状態への移行スピー ドが速いということである。本研究では可能な限 りサ ンプル数

を増や し、 また、いくつかの変数 をコン トロール した上で女性教育年数と技術普及 の関係

を分析 したが、結果 は女性教育年数の高い県ほ ど導入時期 は早 くなるというもので あった。

近畿 ダミーは負で有意 となった。つま り、先行研究か ら予測 されたように供給側の利潤

19理 論的にはも し金融市場が完全な ら、生産要素に対す る所得制約は存在 しないために所

得 をコン トロールする必要は無い。ただ し現実的には所得制約が働 く可能性があるために、

ここでは家計所得によるコン トロール を行 っている。
20そ の他の説明変数として

、利潤可能性を代理す る可能性がある人口密度や世帯員数 を使

用 した分析も行 った。 しか し、結果は以下に示されるものとほぼ同様であった。
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可能性が高 い地域 ほど導入時期が早 くなる ことが示 された。一方、関東 ダミーは有意 とな

らなかった21。家計所得は、冷蔵庫 を除けば有意でありその係数 も期待されたよ うに負 とな

った。家計所得の高い県 ほど導入時期は早 くなる。女性就業率および女性相対賃金はいず

れの家電で も非有意であった。

なお、前掲のDixon(1980)が 指摘す るように、推定 された係数やそれ を利用 して導出され

た値 を、別の推定式の被説明変数 として使用する場合、誤差項が不均一になる可能性があ

る。 ここでは不均一分散のテス トを行ったが、いずれの財 の推定式 についても分散が均一

で あるという帰無仮説は棄却されなかった。

次に普及速度の分析に移ろう。図1で 示されたよ うに冷蔵庫 と掃除機は1954年 あた りか

ら普及を開始 し、洗濯機は若干普及開始時点が早 く、1954年 には既 に普及率5%に 達 して

いた。一一方、冷蔵庫については1973年 辺 りで、また洗濯機 と掃除機 については1974年 辺

りで、所有数量1000台 に達 していた。従 って、説明変数の値 もこの期間に対応するものを

とる。使用 されたのは1960年 と1970年 の平均女性教育年数zz、近畿 ダミー及び関東ダミー、

実質平均家計所得は、冷蔵庫については1963年 ～1973年 、洗濯機 と掃除機については1963

年～1974年 の期間に関 して計算 した。平均女性就業率は、1955年 、1960年 、1965年 、1970

年、それ に1975年 の平均値 を計算 した。実質平均女性相対賃金は、冷蔵庫 については、1961

年と1964^1973年 、洗濯機 と掃除機 につ いては、1961と1964～1974年 の期 間について計

算 した。普及過程 と説明変数の時期が完全 には対応 して いないのは、入手可能な統計デー

タが限 られているためである23。

普及速 度 への各説明変数の効果 を予想 してみよ う。平均 女性教 育年数 はallocative

abilityを 代理するものであ り、それは普及を促進する。よって期待 される係数 は正である。

近畿ダミー及び関東ダミーの係数 は正 と期待 される。実質平均家計所得の係数は正 と期待

される。平均女性就業率の係数は正 と期待 される。女性の家事労働 の機会費用を示す実質

平均女性相対賃金の係数は正 と期待される。

21近 畿ダ ミーは有意であるが、関東ダミーは非有意 となった。 この理 由としては、家電メ
ーカーの本社が関東よ りも近畿に多くあった ことが関連 している可能性がある。というの

は、本社周辺のマーケッ トに関する情報 は他の地方に関する情報よ りも多 く蓄積されて い

るため、近畿市場か ら新製品の供給を開始することによ り、新製品販売につ いての不確実

性 を引き下げる ことができる。この場合、近畿地方での販売の利潤可能性は高 くなるが、

関東地方 でのそれ は高 くな らない。結果 として近畿ダミーのみが有意 となったのか もしれ

ない。
'12国勢調査 における学歴区分が変更されたため

、1970年 の女性教育年数は(中 卒以下割合 ×

9年)+(高 卒者割合 ×12年)+(短 大 ・高専卒者割合 ×14年)+(大 卒者割合 ×16年)で 求めた。

ここで も、在学中の者を除 く、卒業者のみをサ ンプルとして計算 した。また、青年学校は

その卒業者割合が極めて小 さいために分析に含めなかった点 も1960年 の女性教育年数 と同

様である。また平均女性教育年数 に換えて、平均女性大卒割合 を使用 した分析 も行ったが、

結果はほとんど変わ らなかった。
23他 の説明変数 として、推定期間における平均人口密度や平均世帯員数を利用 した分析 も

行ったが結果はほぼ同様であった。
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結果は表3-1～3-3に 示されている。表3-1で は冷蔵庫の普及速度 についての分析結果が

示 されている。 まず(1)で は、上で説明した全ての説明変数を用いて分析がなされた。

次 に(II)で は、F検 定によ り(1)でP値 の高かった変数 を除いた分析を試みた。 この際に

F検 定が行われたが、未使用変数の係数は0で あるという帰無仮説はP値=0.90で 棄却さ

れなかった。結果は、平均女性教育年数が正で有意、近畿 ダミーが正で有意 というもので

あった。また ここで も起点分析と同様 の理由で不均一分散 に関するテス トを行 った。結果

は、分散 は均一であるという帰無仮説がP値:=0.02で 棄却 されたので、(皿)で は加重OLS

を用 いて再度分析を行った。その結果は(II)と ほとんど変わ らなかった。

このように冷蔵庫の分析か らは導入時期 にお ける結果 と同様に、普及速度 についても教

育のaliocativeabilityが 確認された。

洗濯機 と掃除機の結果に関 しては、それぞれ表3-2と 表3-3に 示されている。分析手順

は表3-1と 同様である。 まず洗濯機に関 しては、(IDを 推定する段階で平均 女性教育年数

が説明変数か ら省かれて しまった。

一方、掃除機 については精緻化後 の結果である(1)か ら明らかなよ うに、平均女性教

育年数が正で有意 とな った。また近畿ダ ミー、平均女性就業率 も期待通 りそれぞれ正で有

意 とな った。つ ま り掃除機 について、導入時期 と同様 に普及速度 についてもallocative

abilityが 確認された。

以上、3つ の家電の起点時期 と普及速度の決定要因を見てきたが、前者の決定要 因として

allocativeabilityが 重要であることが3財 につ いて確認 された。後者の決定要因につい

て も洗濯機を除 くとこの能力の重要性が確認された。

4.結 論

本研究では家庭内生産 についての三種の神器、つま り冷蔵庫、洗濯機、それ に掃除機 と

いう代表的な家電製品の普及過程におけるallocativeabilityの 役割を直接的 に分析 した。

具体 的には導入時期(origin)と 普及速度(slope)の 分析がなされた。導入時期の分析結果は、

3財 とも女性教育年数が長い県ほど導入が早 いというものであった。また普及速度 の分析で

も、冷蔵庫および掃除機 に関 して女性教育年数が長 い県ほ ど普及速度が速 くな るという結

果 を得た。

以 上の結果か ら、教育水準の高 い女性ほど新技術の効率性を理解 し、また様 々な生産技

術 の効率性 を理解することによ り、時間を含めた生産要素の組み合わせ を最 も効率的な生

産 を可能 とす るよう組替 える能力が高い ことが示唆 された。

今 後 の課 題 として は 、本研 究 で使 用 され た以外 の様 々な財 の普 及過 程 にお いて も

allocaiiveabilityが 重要な役割を果たすのかが調査 される必要があろう。 また本研究は

都道府県別集 計データ という限界を持つことを考えると、詳細な地域区分デー タもしくは

家計別マイクロデータを用いた分析がなされる必要 もあろう。allocativeabilityの 分析

に使用 し得る このようなデータは入手 できなかった。
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表2-1冷 蔵庫導入時期 の分析

(1) (II)

説明変数 係数P値 係数P値

女性教育年数 一1 .7410.000 一1.6780.000

近畿ダミー
一1

.2480.000
一1

.1930.000

関東ダミー 0.0230.936

家計所得 一1 .32E-050.300

女性就業率 一1 .3400.540

女性相対賃金 1.6810.625

定数項 1976.5110.000 1974.9460.000

サンプル数 46 46

F検 定 14.91 45.58

Prob>F o.00 o.00

R-squared 0.70 o.ss

AdjR-squared 0.65 o.ss

RootMSE 0.59 0.58

帰無仮説

未使用の変数の係数=0 F(4,39)Prob>F

0.540.71

分散は均一 chi2(1)Probechit
1.930.17

表2-2洗 濯機導入時期 の分析

(1) (II)

説明変数 係数P値 係数P値
女性教育年数 一1 .8080.087 一1.8340.002

近畿ダミー 一1 .4380.043 一1.5730.007

関東ダミー 0.4000.511

家計所得 一5 .41E-050.046 一4 .85E-050.045

女性就業率 0.5080.920

女性相対賃金 2.0820.773

定数項 1975.0980.000 1976.1940.000

サンプル数 46 46

F検 定 ?.04 14.?2

Prob>F o.00 o.00

R-squared 0.52 0.51

AdjR-squared 0.45 0.48

RootMSE 1.25 1.21

帰無仮説
未使用の変数の係数=0 F(3,39)Prob>F

0.200.90

分散は均一 ch重2(1)Prob>chi2

2.670.10
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表2-3掃 除機導入時期 の分析
(1) (II)

説明変数 係数P値 係数P値

女性教育年数
一1

.6370.003
一1 .3530.000

近畿ダミー
一1 .2020.003

一1 .2690.000

関東ダミー 0.6110.082

家計所得 一3 .56E-050.023
一2

.82E-050.050

女性就業率
一1 .2930.620

女性相対賃金 3.9920.333

定数項 1977.2520.000 1975.4060.000

サンプル数 46 46

F検 定 12.06 21.59

Prob>F o.00 o.00

R-squared 0.65 0.61

AdjR-squared 0.60 0.58

RootMSE 0.71 0.72

帰無仮説
未使用の変数の係数=0 F(3,39)Prob>F

1.600.21

分散は均一 chi2(1)Probechit
0.280.59
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表3-1冷 蔵庫の傾 きに関する分析

(1) (II) (皿)

説明変数 係数P値 係数P値 係数P値

平均女性教育年数 0.0930.032 .0.0680.004 0.0610.016

近畿ダミー 0.0580.050 0.0510.025 0.0480.119

関東ダ ミー
一〇.0090.744

実質平均家計所得 1.39E-070.739

平均女性就業率 0.1770.444

実質平均女性相対賃金 一〇
.1900.625

定数項 一〇.4120.389 一〇.1320.535 一〇.0680.765

サンプル数 46 46 46

F検定 3.23 9.83 5.68

Prob>F 0.01 o.00 0.01

R-squared 0.33 0.31 0.21

AdjR-squared 0.23 o.Zs 0.1?

RootMSE 0.05 0.05 0.05

帰無仮説
未使用変数の係数=0 F(4,39)Prob>F

0.260.90

分散は均一 chi2(1)Probechit
5.090.02

表3-2洗 濯機の傾きに関す る分析

(1) (II) (皿)

説明変数 係数P値 係数P値 係数P値
平均女性教育年数 一〇.0180.566

近畿ダ ミー 0.0700.003 0.0400.026 0.0400.110

関東ダ ミー 0.0460.026

実質平均家計所得 一6.17E-070.047

平均女性就業率 0.0970.580

実質平均女性相対賃金 一〇.2510.401

定数項 0.8140.029 0.3710.000 0.3710.000

サンプル数 46 46 46

F検 定` 2.51 5.29 2.66

Prob>F 0.04 0.03 0.11

R-squared 0.28 0.11 0.06

AdjR-squared 0.17 0.09 0.04

RootMSE 0.04 0.04 0.04

帰無仮説
未使用変数の係数=0 F(5,39)Prob>F

1.850.13

分散は均一 chi2(1)Probechit
4.700.03
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表3-3掃 除機の傾 きに関す る分析
(1) (II)

説明変数 係数P値 係数P値

平均女性教育年数 0.0810.050 o.os70.ols

近畿ダミー 0.0280.309 0.0450.058

関東ダミー
一〇

.0320.204

実質平均家計所得 4.01E-070.294

平均女性就業率 0.4140.065 0.5020.015

実質平均女性相対賃金 0.1920.607

定数項
一〇

.7610.098
一〇

.6460.133

サンプル数 46 46

F検 定 1.75 2.85

Prob>F 0.14 0.05

R-squared 0.21 o.i7

AdjR-squared 0.09 o.ii

RootMSE 0.05 0.05

帰無仮説
未使用変数の係数=0 F(3,39)Prob>F

0.710.55

分散は均一 chi2(1)Prob>chi2
2.460.12
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補論

表A-1分 析で使用された変数の基本統計量
添 平 値 最小値 値

冷蔵庫導入時期

洗濯機導入時期

掃除機導入時期

女性教育年数

近畿ダミー

関東ダミー

家計所得

1955年女性就業率

1960年女性就業率

女性相対賃金

冷蔵庫普及速度

洗濯機普及速度

掃除機普及速度

平均女性教育年数

1963～1973年 の実質平均家計所得

1963～1974年 の実質平均家計所得

1955、1960、1965、1970、1975年 の平均女性就業…率

1961と1964～1973年 の平均女性相対賃金

1961と1964～1974年 の平均女性相対賃金

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

1959.92

1955.85

1960.99

8.86

0.13

0.15

80344.30

0.53

0.54

0.47

0.51

0.38

0.44

9.43

46314975.40

46325414.70

460.52

460.51

460.52

i.00

1.68

1.12

0.38

0.34

0.36

8583.71

0.os

o.os

O.03

0.os

O.04

0.05

0.33

21783.35

22260.88

0.06

0.02

0.02

1957.77

1952.67

1958.18

8.26

0

0

0

4

7

2

2

2

3

9

0

0

7

6

7

0

3

3

4

4

3

3

9

4

3

3

4

4

8

0

0

0

0

0

0

8

0

6

0

0

0

r
O

r
O

Q
O

2

∩
」

ハhU

9
σ

3

4

ρ
nU

7

0
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2

1961.83

1958.85

1963.42

10.07

100529.00

0.67

0.66

0.56

0.72

0.50

0.62

10.51

358021.20

368906.40

0.63

0.56

0.56
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第6章 まとめ

本研究では、教育の効果 を多面的な視点か ら分析 してきた。とりわけ仕事競争モデルや

allocativeabilityな ど、実証分析の蓄積が十分ではないモデルに注 目した。使用 したデータ

は特定大学の3つ の学部か ら得 られたものであるため、大学の違いに基 づ く属性の差異 を

ほぼ完全にコン トロールできるという利点を持っていた。

まず第1章 では、卒業学部に依存 した所得の差異 とその要因を分析 した。 これまでに学

歴間所得格差や学校間所得格差に関す る分析はいくらか行われてきた ものの、このような

分析はほとん ど行われてこなかった。使用データは、社会科学系学部卒業生、工学部卒業

生、それに文学部卒業生か ら得 られた ものである。分析結果は、社会科学系学部 と工学部

を比較すると、年齢や勤続 を一定 として、前者の所得が高い ことが分かった。その要因 と

しては、前者には金融業従事者が多 く、さらには年齢や勤続の係数が大 きいことが挙げ ら

れる。社会科学系学部と文学部の比較か らは、前者の所得が高いこと明 らかになった。そ

の要因 としては前者には金融業従事者 が多いこと、後者 には公務員が多 いこと、また前者

の年齢や勤続 の係数が大きいことが挙 げられる。これ らの分析にくわえて、成績の所得 に

与える効果 も分析 された。結果 は、有意水準は低 くはないものの、 どの学部についても成

績の係数が正であることが概ね確認された。

第2章 では、成績や大学入学前の教育水準という教育変数 に注 目しつつ、部長か ら役員

への昇進を、生え抜きか否か という視点も交えて分析 した。 これ までに、部長までの昇進

や役員以上のみの昇進を対象 とした分析は存在 したが、部長か ら役員への昇進を扱 った分

析 はほとんど存在 しなかった。使用 したデータは社会科学系学部卒業生か ら得 られた もの

である。分析結果は、成績、大学入学以前の教育水準、それに30歳 未満の事業所間異動回

数 という若年期の蓄積が、役員昇進に対 して正の効果を持つことがわかった。

このように第1章 と第2章 の分析か らは、成績の賃金や昇進に対す る正の効果が確認 さ

れた。 これまでに、学歴や学校歴の賃金や昇進 に対する効果は数多 くの研究で検討されて

いたが、成績 の効果が十分に検討 され ることはほとんどなかった。

以上のような成績 の効果 を踏まえ、第3章 では仕事競争モデルの着想を利用 して成績の

初任給 に与える効果が、労働需要に応 じて変化する可能性が分析 された。仕事競争モデル

の着想 を利用 したのは、人的資本理論等では可変的な成績の効果 をうまく説明することが

できないためである。使用 したデータは、社会科学系学部か ら得 られた ものである。結果

は、成績 の初任給に与える効果は、労働需要が少な く割 り当て(rationing)が 発生す る際には

有意 に正 となる。ただ し、労働需要が多 く割 り当てが発生 しないときには無 くなるという

ものである。 このような可変的な効果は人的資本理論の想定 とは異な る。

っつ く第4章 では、よ り直接的に仕事競争モデルと人的資本理論、シグナリング理論の

現実妥当性 を検定 した。使用 したデータは工学部卒業生か ら得 られた ものである。検定は、

学士 ・修士 ・博士の初任給お よび賃金カーブの傾きを比較することによ り行 った。仕事競
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争モデル による と、学歴は訓練可能性 に対するシグナルである。よって初任給 には差がつ

かな いが、その後の賃金 には差が生 じることになる。一方、人的資本理論、シグナ リング

理論 によると初任給の段階か ら学歴間格差が生じるが、その後の賃金格差は前者の理論に

従えば維持されるか縮小す る。後者の理論に従えば拡大し得 る。よって初任給に学歴間格

差がな く、賃金カーブの傾 きが高学歴者のものほど大きくなれば、仕事競争モデルが現実

をよ り上手く説明することになる。分析結果は、初任給には学歴間格差がなく、賃金カー

ブの傾きにっいては学士 と修士 ・博士の問に有意な差があるというものであった。 このこ

とは仕事競争モデルの現実妥当性を支持する。なお この章の分析では、学士 と院卒の賃金

比較がなされたが、 このような大学院卒業生の賃金分析もこれ までに十分には行われて こ

なかった。

第5章 では、教育が生産性を改善せ しめるという議論のうち、allocativeabilityに 焦点を

絞った分析を行った。allocativeabilityに 関する議論は人的資本理論 とほぼ同年代に登場し

たにも関わ らず、これまで に十分な分析がなされてこなかった。なお、本章の分析におい

て使用 したデータのみ公表 マクロデータである。allocativeabilityと は、様々な生産技術の

効率性を理解 し、時間を含 めた生産要素の組み合わせを、最 も効率的な生産 を可能 とする

よう組替える能力であ り、教育水準の高い者ほどこの能力が高いと考 え られ る。分析はま

ず、家電製品の1000世 帯 あた り所有数量 に関する都道府県別時系列データを利用 して、各

県の起点 と普及速度を推計することか ら始めた。つぎに、推計された起点 と普及速度を被

説明変数、女性教育年数などを説明変 数としてallocativeabilityを 直接的に分析 した。結

果は女性教育年数の高い県 ほど起点が早く、また普及速度が速 いというものであった。こ

の結果はalloca七iveabilityを 支持する。

以上、第1章 から第5章 の結果を簡単 にまとめた。ここか ら得 られた知見は、以下の通

りである。

1。 成績 は賃金 や昇進 に対 して正 の効 果 を持 って いる。

2.成 績 の効 果 は可変 的で あ り、仕事 競 争モ デル的 着想 によ り説 明 され る。

3.学 歴 の効 果 は仕事競 争 モデル によ りうま く説明 され る。

4.教 育 はallocativeabilityを 高 め る こ とによ り生産性 を向上 させ得 る。

これ ら知見か ら、何がわかるだろうか。1は 、これまでに学歴等について は確認されていた

教育の効果が、成績 にも備わ っていることを明 らかにしたと言 えよ う。仕事競争モデル(お

よびその着想)を 支持する2と3か らは、教育の効果は弱いと考え られる。 というのは、仕

事競争モデル によると教育水準はtrainabilityを シグナルするに過ぎないためである。ただ

し現実的 には教育が 七raillabilityのシグナルであるのではな く、教育によ りtrainabilityが

改善す る可能性がある。そ の点を分析することは極めて重要で はあるが、本研究で使用 し

たデータではそのような分析 をすることはできなかった。今後の重要な課題 といえよう。
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一方、4か らは教育効果の有効性が示唆された。この章では教育 と家庭内生産 に着 目し分析

を行 ったが、ここでの結論が家庭以外の様々な場所でも成立するとすれば教育には大きな

意味があると言えよう。

ところで、 もし教育によ りtr臺nabilityが 高まる とすれ ば、2・3と4は 類似 した教育の

効果を表 しているのか もしれない。仕事競争モデルにおいてtrainabilityが 高いということ

は、よ り少ないOJTコ ス トで生産性の向上を達成できることを意味する。では、なぜその

ような ことが可能なのだろ うか。恐 らく、txainabilityの 高い者は、分析力 ・判断力 ・応用

力 ・解析 力 ・情報収集能力などが高いために、変化や異常への対応がよ り巧みであろう。

結果、 よ り少ないOJTコ ス トで生産性が上昇するもの と考え られる。このような主張 は、

まさにallocativeabilityと 同 じ類のものと言えないだろうか。つまり、

仕 事競 争 モデル:教 育 ⇒trainabilityの 向 上⇒ 変化 や 異常 へ の対応 が巧 み⇒ 生産性 上昇

allocativeability:教 育 ⇒allocativeabilityの 向上⇒ 変化 や異 常 への対 応 が巧 み

⇒ 生産性 上昇

と考え られ、いずれの理論 も変化や異常への対応能力に関連 していると思われ る。

これまでに、教育効果 の中心的理論 として人的資本理論が活発 に利用されて きた。この

理論は、教育は知識や技能 を向上せ しめ、それによ り直接的 に生産性が上昇すると主張す

る。本研究では、仕事競争モデルやalloca七iveabilityと いった これまでに実証分析の蓄積
ひ

が十分 にはなされていない理論に注 目し、多面的に教育の効果 を分析 した。その結果、教

育の効果は人的資本理論が予測す るような直接的なものではな く、変化や異常への対応能

ガに関連 している可能性が示唆された。

最後 に、残 された課題 について触れた い。本研究で主 として使用 したデータは、特定大

学の特定学部か ら得 られたものであった。その結果 として、大学や学部の差異 に基づく属

性の差異をほぼ完全にコン トロールできるという利点 を有す る反面、分析結果の一般性は

十分 には確保されていないか もしれない。従って今後、様 々な特定大学 ・特定学部のデー

タを利用 し、本研究の分析結果は追試 される必要があるだ ろう。
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